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評価書様式 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国際観光振興機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和７年度（第５期） 

中期目標期間 令和５年度～令和９年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 国土交通大臣 

 法人所管部局 観光庁 担当課、責任者 国際観光課長 馬場 裕子 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 清水 巌 

主務大臣  

 法人所管部局  担当課、責任者  

 評価点検部局  担当課、責任者  

 

 

３．評価の実施に関する事項 

評価の実効性を確保するため令和８年７月８日に「独立行政法人国際観光振興機構に係る令和７年度評価等に関する外部有識者会議」を開催し、以下の外部有識者３名より意見聴取を行ったほか、同

日に法人の理事長、理事及び法人の監事より意見聴取を行った。 

 

外部有識者３名（敬称略。五十音順。） 

○熊谷 則一・涼風法律事務所 弁護士 

○西村 幸夫・東京大学名誉教授、学校法人國學院大學 特別参事 

○長谷川 恵一・早稲田大学 商学学術院 教授 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ：法人の業績向上努力により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

A A A ― ― 

評定に至った理由 項目別評定は、Ｓ評定が２項目、Ａ評定が７項目、Ｂ評定が２項目となっている。また、全体を引き下げる事象も無かった。 

「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」(平成 27 年 4 月 1 日国土交通省決定)の規定に基づき、

項目別評定の算術平均(以下算定式のとおり)に最も近い評定が「Ａ」評定であること及び以下の「法人全体に対する評価」等を踏まえ、「Ａ」評定とする。 

＜算定式＞ 

Ｓ５点×１項目×２（重要度が高い項目のため）＋Ｓ５点×１項目＋Ａ４点×２項目×２（重要度が高い項目のため）＋Ａ４点×５項目＋Ｂ３点×２項目÷（１１項目＋３）

＝４．０７ 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目については加重を２倍としている。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 2025 年は、前年に引き続き訪日外国人旅行者数・訪日外国人による旅行消費額ともに過去最高を記録する中、国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関す

る事項において、一定の事業等のまとまりである「訪日マーケティング等業務」では、市場別マーケティング戦略を踏まえたきめ細やかなプロモーションの実施、航空会社等

と連携して地方路線・国内線を活用した販売促進、北陸地域を含む地方部への招請や有力インフルエンサー等を活用した情報発信を通じて、新たな訪日需要を創出するととも

に、日韓国交正常化 60 周年等二国間関係の節目を契機として広域キャンペーンを実施し、相互交流の拡大にも貢献した。 

また、市場横断プロモーションとして、高付加価値旅行のモデル観光地やアドベンチャートラベル関連 DMC・事業者との連携を通じ、訪日送客につなげるなど、各項目におい

て目標値を大幅に達成し我が国のインバウンド需要や消費額拡大に尽力・貢献した。 

さらに、「国内支援業務」については、研修会、セミナー、ウェブサイトを通じた最新の市場動向や地域における取組み事例等の情報提供やきめ細やかなコンサルティングを

通じて、地域によるインバウンドへの取組を支援したほか、JNTO が認定する外国人観光案内所向け専用サイト等の内容の充実化を図ったことで、案内所への情報提供に対する

全国の案内所の満足度が大幅に向上した。 

そのほか、昨年度とりまとめられた業務執行体制の見直しの方針に沿って業務運営の効率化を図るとともに、関係団体との連携強化、地域への職員派遣等による人材育成強

化に引き続き取組み、効率的かつ効果的な業務運営・組織運営を行った。以上のように、重点化項目を含めた各事業において目標を達成しつつ、組織として適正な業務運営、

財務運営の効率化が図られており、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特になし。 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

特になし。 

その他改善事項 特になし。 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし。 

 

４．その他事項 
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監事等からの意見 特になし。 

その他特記事項 特になし。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備

考 

 

  中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備

考 

 

 令和 

5 

年度 

令和

6 

年度 

令和

7 

年度 

令和

8 

年度 

令和

9 

年度 

  令和

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和

7 

年度 

令和

8 

年度 

令和

9 

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 訪日マーケティング業務等 Ａ Ｓ Ｓ   1-1     
 

      

  （1）訪日マーケティング

業務 

＿ ＿ ＿       （1）組織運営の効率化  

（2）業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

②調達等合理化の取り組み 

（3）業務の電子化及びシステ

ムの最適化 

Ｂ Ａ Ｂ   2  

 ① 市場別プロモーション

の展開 

Ａ〇重 S〇 
重 

A〇 
重 

      

 ② 市場横断プロモーショ

ンの展開 

S〇重 S〇
重 

S〇
重 

     

 （3）国際会議等の誘致・

開催支援 

Ａ Ａ S        

          Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

 国内支援業務 Ａ Ａ Ａ 
 

  1-2    （1）予算（人件費の見積りを

含む）、収支計画及び資金計画 
 

    別紙①②③  

 （2）国内支援業務 ＿ ＿        （2）財務運営の適正化 

（3）自己収入の確保 

Ｂ B Ｂ   3  

  

① 地方への支援強化 Ａ〇重 Ａ〇

重 
Ａ〇

重 
     Ⅳ．短期借入金の限度額 ― ― ―   4  

② 訪日旅行の満足度向上に資

する取組（受入環境整備） 

Ａ B A      Ⅴ．不要財産又は不要財産になることが

見込まれる財産の処分に関する計画 

― ― ―   5  

          Ⅵ．重要な財産を譲渡し、又は担保に

する計画 

― ― ―   6  

          Ⅶ．剰余金の使途 ― ― ―   7  

           Ⅷ．その他の事項  

            （1）内部統制の充実及び 

（2）情報セキュリティ対策の推進 

Ａ B Ａ   8-1  

           (3）活動成果等の発信 Ａ Ａ Ａ   8-2  

           (4）関係機関との連携強化 Ａ Ａ Ａ   8-3  

           (5）人事に関する計画 Ａ Ａ Ａ   8-4  

           （6）独立行政法人国際観光振興機構法 

（平成 14 年法律第 181 号）第 11 条 

第 1 項に規定する積立金の使途 

― ― ―   8-5  

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 ※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 ※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和５年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

●一定の事業等のまとまり：訪日マーケティング業務等 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 訪日マーケティング業務等（一定の事業等まとまり） 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・

強化 

施策目標 20 観光立国を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国際観光振興機構法 第 9条 第 1号 

当該項目の重要度、困難

度 

重要度：高 

（1） 訪日マーケティング業務 

①市場別プロモーションの展開 

②市場横断プロモーションの展開 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

注１） 重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

 

2．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ③ 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（ 前 中

期 目 標

期 間 最

終 年 度

値等） 

令和 

5 年度 

（達成率） 

令和 

6 年度 

（達成率） 

令和 

7 年度 

（達成率） 

令和 

8 年度 

 

令和 

9 年度 

 

  令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

 

(

１)

①
市
場
別
プ
ロ
モ
□
シ
□
ン
の
展
開 

延べリーチ

数 

440,000,000

人 

 1,859,080,398 

人 

（423％） 

1,996,484,290

人 

（454%） 

2,176,339,099 

人 

（495%） 

   予算額 

（千円） 

12,898,255 12,174,121 12,667,457   

延べエンゲ

ージメント

数 

34,000,000 人 

（※） 

 66,462,307 人 

（205％） 

84,682,829 人 

（255％） 

 

48,566,665 人 

（143％） 

   決算額 

（千円） 

10,240,972 12,114,727 11,479,032   

地方コンテ

ンツ投稿数 

3,700 回  6,489 回 

（175％） 

8,024 回 

（217％） 

 

8,276 回 

（224％） 

   経常費用 

（千円） 

10,655,818 12,267,086 11,449,040   

海外メディ

アへのコン

タクト回数 

138,500 回  177,978 回 

（129％） 

209,406 回 

（151％） 

186,725 回 

（135％） 

   経常利益 

（千円） 

11,124,616 

 

12,458,022 11,887,005   

商談会参加

者の満足度 

最上位評価 

割合 50％ 

 72.7％ 

（145％） 

75.3％ 

（151％） 

82.9% 

（166％） 

   行政コスト 

（千円） 

10,661,106 12,287,936 11,477,222   

セミナー参

加者による評

価 

最上位評価 

割合 50％ 

 84.1％ 

（168％） 

84.0％ 

（168％） 

 

89.2% 

（178％） 

   従事人員数 - 

 

- -   

個別コンサ

ル件数 

90 件  129 件 

（143％） 

111 件 

（123%） 

111 件 

（123%） 
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(

１)

②
市
場
横
断
プ
ロ
モ
□
シ
□
ン
の
展
開 

延べリーチ

数 

51,000,000 

リーチ 

 84,327,863 

リーチ 

（165％） 

240,466,204 

リーチ 

（472%） 

231,244,573 

リーチ 

（453%） 

       

 

 

 

 

延べエンゲ

ージメント

数 

2,350,000 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（※） 

 3,480,738 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（148％） 

28,896,463 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（1256%） 

17,489,712 

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ 

（744%） 

          

機構及び共

同出展者の

商談件数 

1,500 件  3,095 件 

（206％） 

4,474 件 

（298%） 

 

4,192 件 

（279%） 

          

商談会参加

者の満足度 

最上位評価 

割合 40％ 

 72.1％ 

（180％） 

77.8％ 

（195％） 

 

74.1% 

（185％） 

          

(

３)

国
際
会
議
等
の
誘
致･

開
催
支
援 

商談・セー

ルス件数 

3,400 件以上  5,349 件 

（157％） 

5,741 件 

（169%） 

6,363 件 

（187%） 

          

商談及びセ

ミナー参加

者の満足度

（国内） 

最上位評価 

割合 40％ 
 

67.8％ 

（170％） 

76.2％  

（191%） 

 

69.0％ 

（173％） 

          

商談及びセ

ミナー参加

者の満足度

（海外） 

最上位評価 

割合 40％ 
 

84.2％ 

（211％） 

73.5％ 

（184%） 

88.7％ 

（222％） 

          

情報発信の

接触者数 

120,000 人 

 

173,806 人 

（145％） 

238,448 人 

（199%） 

199,015 人 

（166%） 

 

          

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

注５）（※）は、毎年度ごとに異なる数値目標を設定している項目であり、達成目標として令和 7 年度の目標値を記載 
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3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

 「明日の日本を支える観

光ビジョン」等の政府方針

やコロナによる旅行者側

及び受入側の変化を踏ま

え、旅行動向に関する各種

公開統計及び機構が行う

各種調査データ、海外事務

所が収集する市場動向情

報、デジタルマーケティン

グを活用・分析した上で、

戦略を策定し、訪日旅行の

認知率・興味関心度・想起

率・予約率向上を目指し、

ウェブサイト・SNS を通じ

た情報発信、デジタル広告

等ターゲットに応じた適

切な媒体での広告、訪日旅

行関連記事等の露出促進

を目的とした海外広報や

メディア・インフルエンサ

ー招請、訪日旅行商品造成

や販売促進に資する旅行

会社招請やセミナー・商談

会、訪日旅行の予約促進の

ための航空会社・旅行会社

との共同広告等の効果的

な取組により訪日プロモ

ーションの戦略的高度化

を図る。 

 

①市場別プロモーション

の展開 

重点市場において、訪日

経験率や人々の関心等の

市場の特性を踏まえ、旅行

消費単価や地方訪問意向

（1）訪日マーケティング

業務 

「明日の日本を支える観

光ビジョン」や観光立国推

進基本計画等の政府方針

やコロナによる旅行者側

及び受入側の変化を踏ま

え、旅行動向に関する各種

公開統計及び機構が行う

各種調査データ、海外事務

所が収集する市場動向情

報、デジタルマーケティン

グ等を活用・分析した上

で、戦略を策定し、訪日旅

行の認知率・興味関心度・

想起率・予約率向上を目指

し、ウェブサイト・SNS 等

を通じた情報発信、デジタ

ル施策等ターゲットに応

じた適切な媒体での広告、

訪日旅行関連記事化促進

を目的とした海外広報や

メディア招請、訪日旅行商

品造成や販売促進に資す

る旅行会社招請やセミナ

ー・商談会、訪日旅行の予

約促進のための航空会社・

旅行会社との共同広告等

の効果的な取組により訪

日プロモーションの戦略

的高度化を図る。 

 

①市場別プロモーション

の展開 

重点市場において、訪日

経験率や人々の関心等の

市場の特性を踏まえ、旅行

（1）訪日マーケティング業

務 

「明日の日本を支える観光

ビジョン」や「観光立国推進

基本計画」等の政府方針及び

令和 5年度に策定した「訪日

マーケティング戦略」に基づ

き、観光庁の各種取組と連携

しつつ、訪日プロモーション

の戦略的高度化を図りなが

ら、訪日旅行の認知度・興味

関心度・想起率・予約率向上

を目指す。具体的には、戦略

で設定した市場別・市場横断

それぞれのターゲット層の

特徴に応じ、ウェブサイト・

SNS 等を通じた情報発信、デ

ジタル施策等における適切

な媒体での広告、訪日旅行関

連記事化促進を目的とした

海外広報やメディア招請、訪

日旅行商品造成や販売促進

に資する旅行会社招請やセ

ミナー・商談会、訪日旅行の

予約促進のための航空会社・

旅行会社との共同広告等の

効果的な取組を実施する。ま

た、令和 6年能登半島地震等

を受け、引き続き、被災地域

の復興状況に応じたプロモ

ーションに取組むとともに、

令和 6 年度に行った調査結

果等に基づき次期マーケテ

ィング戦略を策定する。これ

らの訪日促進の取組を進め

ることにより相互交流の拡

大にも貢献する。 

＜主な定量的指標＞ 

①市場別プロモーションの展

開 

 機構が実施するデジタル

事業全体による延べリー

チ数を 4億 4,000 万リー

チ以上とする。 

 機構が実施するデジタル

事業全体による延べエン

ゲージメント数を 3,400

万エンゲージメント以上

とする。 

 機構の SNS での地方*コ

ンテンツ投稿数を 3,700

回以上とする。*地方=三

大都市圏（東京、神奈川、

千葉、埼玉、愛知、大阪、

京都、兵庫）以外 

 機構から海外メディア

（在京海外メディア含

む）へのコンタクト回数

を 138,500 回以上とす

る。 

 機構が主催する商談会の

バイヤー参加者評価につ

いて、4 段階評価で最上

位の評価を得る割合を平

均 50％以上とする。 

 機構が主催するセミナー

の参加者評価について、

4 段階評価で最上位の評

価を得る割合を平 均

50％以上とする。 

 機構による航空会社・航

空路線誘致関係者との商

談・個別コンサルティン

グ件数 90回以上とする。 

<主な業務実績> 

（1）訪日マーケティング業務  

「明日の日本を支える観光ビジョン」や「観光立

国推進基本計画」等の政府方針及び令和 5 年度

に策定した「訪日マーケティング戦略」に基づ

き、観光庁の各種取組と連携しつつプロモーシ

ョンを実施した。 

 

○ 各種類型の取組 

具体的な取組実績は、各項の「主な業務実績」

を参照 

1（1）①市場別プロモーションの展開 

1（1）②市場横断プロモーションの展開 

1（3）国際会議等の誘致・開催支援 

 

○ 令和 6 年能登半島地震等の被災地域の復興

支援に係るプロモーション 

１(1)①市場別プロモーションの「主な業務実

績」を参照 

 

○ 次期訪日マーケティング戦略策定 

市場調査結果および各種統計の定量データに加

え、海外事務所・各部署の定性的な知見をもと

に、観光庁と連携して次期訪日マーケティング

戦略案を作成した。なお、2026 年 4月 22 日に観

光庁で開催されたマーケティング戦略本部での

議論を経て、4月 28 日に公表した。 

 

○ 相互交流の拡大に貢献する取組 

韓国、ベトナム、インド、豪州等の市場におい

て二国間交流に資する取組を実施した。具体的

には、4 月 8 日、デリーで開催された第 4 回日

印観光協議会に観光庁とともに参加し、両国間

の人的交流促進に向けた取り組みについて協議

を行った。また 6月 3日には新潟県で第 10 回日

越観光協力委員会を観光庁と共催し、両国間の

双方向交流拡大に向けて協議を行ったととも

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

 

（1）①市場別プロモーション

の展開 

数値目標については、全ての項

目で大幅達成となる成果にな

った。また、数値以外の要素と

して、主に以下の成果を残し

た。 

 2030 年の政府目標達成に

向けた土台作りとして、さ

らなる市場拡大（新規層開

拓、リピーター獲得）、消費

額拡大、地方誘客に重点を

置き、市場別マーケティン

グ戦略を踏まえたきめ細

やかなプロモーションを

実施した。有力媒体での情

報発信等のデジタルマー

ケティング施策の一環と

して、市場別ウェブサイト

及び SNS による情報発信

を行うとともに、セミナ

ー・商談会等の実施による

メディアへの情報提供や

旅行会社への商品造成・販

促支援を通じた、新たな訪

日需要を創出した。 

 特に地方部宿泊数の底上

げに力点を置き、航空会社

等と連携して地方路線・国

内線を活用した販売促進

を戦略的に展開した他、北

陸地域を含む地方部への

招請や有力インフルエン

サー等を活用した情報発

評定 S 

＜細分化した項目の評定の算術

平均＞ 

（Ｓ５点×１項目×２（重要度

の高い項目のため）＋Ｓ５点×１

項目＋Ａ４点×１項目×２（重要

度の高い項目のため）÷（３項目

＋２）＝４．６０ 

⇒算術平均に最も近い評定は

「Ｓ」評定である。 

※算定にあたっては評定毎の点

数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：

３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、

重要度の高い項目については加重

を２倍としている。 

 

＜評定に至った理由＞ 

【総合評価】 

(1)①市場別プロモーションの

展開では、さらなる市場拡大（新

規層開拓、リピーター獲得）、消費

額拡大、地方誘客に重点を置き、

市場別マーケティング戦略を踏ま

えたきめ細やかなプロモーション

を実施し、新たな訪日需要を創出

した。  

また日韓国交正常化 60 周年等

二国間関係の節目を契機として、

政府関係機関等との連携でさらな

る誘客を図ることにより、相互交

流の拡大にも貢献した。 

 

（1）②市場横断プロモーションの

展開では観光庁が選定した高付加

価値旅行のモデル観光地等と連携

し、特別な体験の多言語発信や海

外旅行会社との商談会や招請を通
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が高いターゲット等を明

確にした、市場別訪日マー

ケティング戦略を策定し、

きめ細かなプロモーショ 

ンを展開することを通じ

て、リピーターの獲得、新

規訪日層の開拓、長期滞在

化等を図るための周遊型

旅行促進、宿泊費やアクテ

ィビティ等に対する支出

増による旅行消費額拡大

や地方誘客の強化等を図

る。具体的には、デジタル

マーケティング等を活用

した各種プロモーション、

国際航空路線の回復・将来 

の拡大につながる取組、海

外広報の拡充に向けた国

内外メディアとの関係強

化、旅行会社以外の関連業

界も含めた連携強化等に

取り組む。 

 

②市場横断プロモーショ

ンの展開 

消費額増大や地方への

誘客に資する市場開拓を

目指し、市場横断訪日マー

ケティング戦略を策定し

市場横断プロモーション

を展開する。具体的には、

高付加価値旅行推進に資

するプロモーションとし

て、高付加価値旅行層向け

のサービス 内容の収集・

蓄積、国内関係者のネット

ワーク化、高付加価値旅行

を取り扱う海外の旅行会

社等へのセールスの強化、

高付加価値旅行層向けの

情報発信の強化に取り組

消費単価や地方訪問意向

が高いターゲット等を明

確にした市場別訪日マー

ケティング戦略を策定し、

きめ細かなプロモーショ

ンを展開することにより、

リピーターの獲得、新規訪

日層の開拓、長期滞在化を

図るための周遊型旅行促

進、宿泊費やアクティビテ

ィ、ショッピング等に対す

る支出増による旅行消費

額拡大や地方誘客の強化

等を図る。 

具体的には、ターゲット

の興味関心・接触メディア

等の特徴を踏まえ、ウェブ

サイト・SNS、デジタル広告

といったデジタルマーケ

ティングを活用した各種

プロモーション、屋外広告

などを含むオフライン広

告、旅行見本市やイベント

を通じた情報発信により

訪日意欲の醸成を図る。ま

た、航空関連の商談会への

参加等による航空会社へ

の働きかけにより国際航

空路線の回復・将来の拡大

に取り組むほか、誘客につ

ながる航空会社・旅行会社

との共同広告等を実施す

る。さらに、訪日旅行情報

の記事化につながるニュ

ースレターの発出やメデ

ィア招請による国内外メ

ディアとの関係の強化に

取り組む。加えて、旅行会

社を対象としたセミナー

や商談会、招請等を通じた

旅行商品造成・販売促進、

 

①市場別プロモーションの

展開 

重点市場において、訪日経験

率や人々の関心等の市場の

特性を踏まえ、旅行消費単価

や地方訪問意向が高いター

ゲット等を明確にした市場

別訪日マーケティング戦略

に基づき、きめ細かなプロモ

ーションを展開することに

より、インバウンド誘客の更

なる拡大、リピーターの獲

得、新規訪日層の開拓、長期

滞在化を図るための周遊型

旅行促進、宿泊費やアクティ

ビティ、ショッピング等に対

する支出増による旅行消費

額拡大、訪日旅行閑散期の誘

客を図るほか、特に地方誘客

の強化に重点的に取り組む。 

具体的には、ターゲットの興

味関心・接触メディア等の特

徴を踏まえ、一般消費者向け

の取組として、市場別ウェブ

サイトや SNS アカウント等

のオウンドメディア、デジタ

ル広告等の媒体を通じたデ

ジタルマーケティング、屋外

広告やテレビ番組・CM等を含

むオフライン広告、旅行意欲

の高い層に対する旅行見本

市やイベント等を通じた多

様な日本の魅力の発信によ

り、訪日意欲の醸成を図る。

また、航空関連の商談会等へ

の参加等による航空会社へ

の働きかけにより国際航空

路線（特に地方空港）の更な

る回復・拡大に取り組むほ

か、誘客につながる航空会

 

②市場横断プロモーションの

展開 

 機構が実施する消費額拡

大に効果の大きい施策

（高付加価値・テーマ別・

大規模イベント事業）に

おけるデジタル広告によ

る延べリーチ数を 5,100

万リーチ以上とする。 

 機構が実施する消費額拡

大に効果の大きい施策

（高付加価値・テーマ別・

大規模イベント事業）に

おけるデジタル広告によ

る延べエンゲージメント

数を 235 万エンゲージメ

ント以上とする。 

 高付加価値旅行に関する

商談会における機構及び

共同出展者の商談件数を

1,500 件以上とする。 

 上記の高付加価値旅行に

関する商談会の参加者に

よる評価について、4 段

階評価で最上位の評価を

得る割合を平均 40％以

上とする。  

  

(3)国際会議等の誘致・開催支

援 

 海外の国際会議・インセ

ンティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方公

共団体及び民間事業者等

との MICE 商談件数及び

機構による MICE セール

ス件数を、3,400 件以上

とする。 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー（人

に、ベトナム側参加者に対して新潟県や大阪・

関西万博に関する PR を行った。 

 

 

<数値目標達成率> 

（1）①市場別プロモーションの展開 

 機構が実施するデジタル事業全体による延

べリーチ数（目標：4 億 4,000 万リーチ以

上、達成率：495％） 

 機構が実施するデジタル事業全体による延

べエンゲージメント数（目標：3,400 万エン

ゲージメント以上、達成率：143％） 

 機構の SNS での地方コンテンツ投稿数（目

標：3,700 回以上、達成率：224 ％） 

 機構から海外メディア（在京海外メディア

含む）へのコンタクト回数（目標：138,500

回以上、達成率：135％） 

 機構が主催する商談会のバイヤー参加者評

価について、4 段階評価で最上位の評価を

得る割合（目標：平均 50％以上、達成率：

166％） 

 機構が主催するセミナーの参加者評価につ

いて、4 段階評価で最上位の評価を得る割

合（目標：平均 50％以上、達成率：178％） 

 機構による航空会社・航空路線誘致関係者

との商談・個別コンサルティング件数（目

標：90 回以上、達成率：123％） 

 

（1）②市場横断プロモーションの展開 

 機構が実施する消費額拡大に効果の大きい

施策（高付加価値・テーマ別・大規模イベ

ント事業）におけるデジタル広告による延

べリーチ数（目標：5,100 万リーチ以上、達

成率：453％）  

 機構が実施する消費額拡大に効果の大きい

施策（高付加価値・テーマ別・大規模イベ

ント事業）におけるデジタル広告による延

べエンゲージメント数（目標：235 万エンゲ

ージメント以上、達成率：744％）  

 高付加価値旅行に関する商談会における機

構及び共同出展者の商談件数（目標：1,500

信を通じて、地域の観光資

源を広く PR した。 

 また日韓国交正常化 60 周

年等二国間関係の節目を

契機として、政府関係機関

等との連携でさらなる誘

客を図ることにより、相互

交流の拡大にも貢献した。 

 

（1）②市場横断プロモーショ

ンの展開 

数値目標については、全ての項

目で大幅達成となる成果にな

った。また、数値以外の要素と

して、主に以下の成果を残し

た。 

 高付加価値旅行の取組に

おいては、観光庁が選定し

た高付加価値旅行のモデ

ル観光地等と連携し、特別

な体験の多言語発信や海

外旅行会社との商談会や

招請を通じて訪日送客に

つなげたほか、高付加価値

旅行に携わる国内事業者

のネットワーク化と不足

するガイド育成を一体的

に推進し、受入体制の拡充

に貢献した。 

 アドベンチャートラベル

（AT）関連イベントへの出

展を通じて日本の AT コン

テンツ発信と関係者ネッ

トワークの構築を進める

とともに、「アドベンチャ

ーウィーク東北」を開催

し、地域の販売力を磨き上

げたうえで、海外からバイ

ヤーおよびメディアを招

請しファムツアーおよび

商談会を実施することで、

じて訪日送客につなげたほか、高

付加価値旅行に携わる国内事業者

のネットワーク化と不足するガイ

ド育成を一体的に推進し、受入体

制の拡充に貢献した。 

また、アドベンチャートラベル

（AT）関連イベントへの出展を通

じて日本の AT コンテンツ発信と

関係者ネットワークの構築を進め

るとともに、「アドベンチャーウィ

ーク東北」を開催し、地域の販売

力を磨き上げたうえで、海外から

バイヤーおよびメディアを招請し

ファムツアーおよび商談会を実施

することで、旅行商品の造成およ

び販売強化を図ったほか、ATの推

進を通じて地域の成長に貢献する

ことを目的に、AT 関連 DMC・事業

者の全国的な連携強化に向けた研

修会を初めて開催した。 

さらには、大阪・関西万博特設

ページ内のコンテンツ拡充および

当ページへの誘引を目的とした広

告配信、開幕直後の万博会場の様

子や「万博＋観光」体験コンテン

ツを取り上げたインフルエンサー

招請・グローバルメディア招請を

実施し、海外からの万博来場とそ

の前後の周遊観光意欲の向上に寄

与した。 

 

（3）国際会議等の誘致・開催支援

では、地方都市での中小規模会議

の開催実績を着実に積み上げてい

くため、国内での国際会議開催の

理解促進と意欲喚起を目的に、国

際会議誘致・開催貢献賞の認知度

向上を図る施策を行うとともに、

東京大学をはじめとした大学等と

の新たな連携を強化した。  

また、国際会議・学会等の日本
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み、高付加価値旅行の国内

関係者をつなぐ情報ハブ

化を進める。また、高付加

価値旅行層のみならず訪

日旅行消費額の引き上げ

や長期滞在、地方誘客が見

込めるテーマ別の取組（サ

ステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベル、

欧米豪市場の訪日無関心

層向けプロモーション等、

取組の成果や市場動向等

を踏まえ、重点的に取り組

むテーマについて設定）、

大阪・関西万博等国内の大

規模イベントと連動した

プロモーションに取り組

む。 

 

(3)国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的な MICE 誘致競

争の激化や、ポストコロナ

を見据えた新たなニーズ

への対応も可能となるよ

う、観光立国推進基本計画

等の政府目標・方針も踏ま

え、MICE マーケティング

戦略を策定しつつ国際会

議等の誘致・開催支援に係

る取組を強化する。これら

の取組に際しては、2025 

年の大阪・関西万博等、大

規模イベントが集中的に

開催され、MICE開催国とし

ても日本への注目が集ま

る機会を捉えて効 果的に

実施するとともに、これら

の開催後も見据え、MICEの

誘致や開催効果の拡大に

つなげる必要がある。ま

旅行会社以外の関連業界

を含めた連携強化等に取

り組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機構

が実施するデジタル

事業全体による延べ

リーチ数を毎年度平

均 4 億 4,000 万リー

チ以上とする。  

 中期目標期間中、機構

が実施するデジタル

事業全体による延べ

エンゲージメント数

を毎年度平均 3,400

万エンゲージメント

以上とする。  

 中期目標期間中、機構

の SNS での地方*コン

テンツ投稿数を毎年

度平均 3,700 回以上

とする。  

*地方=三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、愛知、

大阪、京都、兵庫）以外 

 中期目標期間中、機構

から海外メディア（在

京海外メディア含む）

へのコンタクト回数

を 毎 年 度 平 均

138,500 回以上とす

る。 

 中期目標期間中、機構

が主催する商談会の

バイヤー参加者評価

について、4段階評価

で最上位の評価を得

る割合を毎年度平均

50％以上とする。 

 中期目標期間中、機構

社・旅行会社との共同広告等

を実施する。さらに、訪日旅

行情報の記事化につながる

ニュースレターの発出やメ

ディア招請による国内外メ

ディアとの関係の強化に取

り組む。加えて、旅行会社を

対象としたセミナーや商談

会、招請等を通じ旅行商品造

成・販売促進、旅行会社以外

の関連業界を含めた連携強

化等に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施するデジタ

ル事業全体による延べ

リーチ数を4億4,000万

リーチ以上とする。 

 機構が実施するデジタ

ル事業全体による延べ

エンゲージメント数を

3,400 万エンゲージメ

ント以上とする。 

 機構の SNS での地方*コ

ン テ ン ツ 投 稿 数 を

3,700 回以上とする。*

地方=三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、愛

知、大阪、京都、兵庫）

以外 

 機構から海外メディア

（在京海外メディア含

む）へのコンタクト回数

を 138,500 回以上とす

る。 

 機構が主催する商談会

のバイヤー参加者評価

について、4段階評価で

最上位の評価を得る割

合を平均 50％以上とす

る。 

材育成・ウェビナー含む）

の国内参加者及び海外参

加者による評価につい

て、それぞれ 4 段階評価

で最上位の評価を得る割

合を平均 40％以上とす

る。 

 機構が行った MICE 関係

の情報発信の接触者数

（機構からの送信先相手

方数・延べ数）を 12万人

以上とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

①市場別プロモーションの展

開 

②市場横断プロモーションの

展開 

市場別／横断プロモーション

事業の実施主体として、最新

の旅行トレンドを把握しなが

ら訪日プロモーション重点市

場毎に戦略を策定し、ターゲ

ット層を明確にしたうえで事

業を進めているか。 

また、政府目標の動向を踏ま

え、個々の事業ごとに招請し

たメディアによる番組・記事

の接触者数等の定量的目標

（KPI）を設定し、事業成果を

厳格に管理する等、PDCA サイ

クル化を徹底し、適正かつ効

果的に事業を実施している

か。 

更に、各国の状況に精通して

いる外国人有識者等の知見を

活用しているか。 

 

件以上、達成率：279％）  

 上記の高付加価値旅行に関する商談会の参

加者による評価について、4 段階評価で最

上位の評価を得る割合（目標：平均 40％以

上、達成率：185％）  

 

（3）国際会議等の誘致・開催支援 

 海外の国際会議・インセンティブ旅行主催

者等と、機構、国内の地方公共団体及び民

間事業者等との MICE 商談件数及び機構に

よる MICE セールス件数（目標：3,400 件以

上、達成率：187％）  

  MICE に関する国内外の商談会及びセミナ

ー（人材育成・ウェビナー含む）の国内参

加者及び海外参加者による評価について、

それぞれ 4 段階評価で最上位の評価を得る

割合（【国内】目標：平均 40％以上、達成率：

173％、【海外】目標：平均 40％以上、達成

率：222％）  

 機構が行った MICE 関係の情報発信の接触

者数（目標：12万人以上、達成率：166％） 

旅行商品の造成および販

売強化を図った。また、AT

の推進を通じて地域の成

長に貢献することを目的

に、AT 関連 DMC・事業者の

全国的な連携強化に向け

た研修会を初めて開催し

た。 

 大阪・関西万博を契機とし

た訪日旅行の想起・予約促

進のため、万博特設ページ

内のコンテンツ拡充およ

び当ページへの誘引を目

的とした広告配信、開幕直

後の万博会場の様子や「万

博＋観光」体験コンテンツ

を取り上げたインフルエ

ンサー招請・グローバルメ

ディア招請を実施し、海外

からの万博来場とその前

後の周遊観光意欲の向上

に寄与した。 

 

 

（3）国際会議等の誘致・開催支

援 

数値目標については、全ての項

目で大幅達成となる成果にな

った。また、数値以外の要素と

して、主に以下の成果を残し

た。 

 国際会議開催件数を 2030

年までに世界第 5 位以内

(※)とする政府目標に向

け、地方都市での中小規模

会議の開催実績を着実に

積み上げていくため、国内

での国際会議開催の理解

促進と意欲喚起を目的に、

国際会議誘致・開催貢献賞

の認知度向上を図る施策

誘致に向け、国内の主催者やコン

ベンションビューロー等と密接に

連携した誘致活動を行い、大型国

際会議や地方都市への誘致成功事

例を創出したほか、多様な市場か

ら旅行会社を招請し、地方都市の

視察を実施した。 

さらには、国内 MICE 業界向けに

レベル別研修を実施し、人材育成

と国内外ネットワーク構築に貢献

した。 

これらの取り組みにより、令和

7 年の国際会議開催件数が世界第

６位になるなどの成果を上げた。 

 

【数値目標】 

 全指標において所期の目標を

達成した。 

 

以上のことから、機構の業績向

上努力により、年度計画における

所期の目標を量的及び質的に上回

る顕著な成果が得られているとみ

とめられることから、「Ｓ」評定と

する。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は 

「Ｓ」評定が妥当であるとの意見

で一致した。 
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た、国際会議の開催件数の

みならず、MICE 全体に対

する誘致と、訪日参加者数

のみならず開催効果の拡

大を図るべく、国際会議以

外の分野も含め取組を強

化する必要がある。具体的

には、日本の強みや魅力、

安全・安心、サステナビリ

ティへの取組等について、

国内ステークホルダーと

連携した効果的な情報発

信等のマーケティングの

強化、コロナ禍を契機とし

た新たなニーズにも対応

する専門人材の育成に取

り組む。加えて、国際会議

については、IAPCO（※1）

に加盟するコア PCO（※2）

や学協会の国際本部の関

心喚起に向けたプロモー

ションの強化、国内学協

会・大学・研究機 関等との

連携による国際会議開催

意欲の喚起、他国との差別

化につながる都市の魅力

創出支援と情報発 信、オ

ールジャパン体制での誘

致・開催支援の実施を行

う。また、ミーティング・

インセンティブ旅行 につ

いては、付加価値のある体

験のプロモーションと市

場毎に最適化された情報

の提供、国際的な業界団体

との連携強化、コロナ禍を

契機としたニーズへの対

応に取り組む。 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

が主催するセミナー

の参加者評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

を毎年度平均 50％以

上とする。  

 中期目標期間中、機構

による航空会社・航空

路線誘致関係者との

商談・個別コンサルテ

ィング件数を毎年度

平均 90 回以上とす

る。  

 

②市場横断プロモーショ

ンの展開 

消費額増大や地方への

誘客に資する市場開拓を

目指し、市場横断訪日マー

ケティング戦略を策定し

市場横断プロモーション

を展開する。 

具体的には、高付加価値

旅行推進に資するプロモ

ーションとして、高付加価

値旅行層向けのサービス

内容の収集・蓄積、セミナ

ー等を通じた旅行関係者

や地方自治体・DMO 等国内

関係者の恒常的なネット

ワーク化、国内関係者と共

同での海外における商談

会への参加等高付加価値

旅行を取り扱う海外の旅

行会社等へのセールスの

強化、高付加価値旅行層向

けメディアやデジタルを

活用した高付加価値旅行

層向けの情報発信の強化

に取り組み、高付加価値旅

行の国内関係者をつなぐ

 機構が主催するセミナ

ーの参加者評価につい

て、4段階評価で最上位

の評価を得る割合を平

均 50％以上とする。 

 機構による航空会社・航

空路線誘致関係者との

商談・個別コンサルティ

ング件数を 90 回以上と

する。 

 

②市場横断プロモーション

の展開 

 消費額増大や地方への誘

客に資する市場開拓を目指

し、市場横断訪日マーケティ

ング戦略を踏まえ、市場横断

プロモーションを展開する。 

消費額拡大に資する高付加

価値旅行のプロモーション

については、「地方における

高付加価値なインバウンド

観光地づくり事業」における

モデル観光地等と連携し、高

付加価値旅行層向けのサー

ビス内容の収集・蓄積、マッ

チングイベント等を通じた

旅行関係者や地方自治体・

DMO等国内関係者の恒常的な

ネットワーク化、国内関係者

と共同での海外における商

談会への参加等高付加価値

旅行を取り扱う海外の旅行

会社等へのセールスの強化、

高付加価値旅行層向けメデ

ィアやデジタルを活用した

高付加価値旅行層向けの情

報発信の強化に取り組み、高

付加価値旅行の国内関係者

をつなぐ情報ハブ化を進め

る。 

（3）国際会議等の誘致・開催

支援 

「観光立国推進基本計画」

（令和 5 年 3 月 31 日閣議決

定）に位置づけられている「ア

ジア主要 5 カ国における国際

会議の開催件数に占める割合

3 割以上・アジア最大の開催

国」の地位奪還（目標：2025 年

まで）に貢献するよう、関係

者と連携して国際会議誘致に

関する取り組みを強化してい

るか。 

また、ミーティング、インセ

ンティブについては、デステ

ィネーションとしての日本の

認知度向上に訴求力のある海

外 MICE 見本市等のイベント

や媒体を活用し、露出効果の

最大化を図っているか。 

 

を行うとともに、東京大学

をはじめとした大学等と

の新たな連携を強化した。 

(※) 令和 7 年は世界第 6

位（アジア太平洋地域第 1

位）  

 国際会議・学会等の日本誘

致に向け、国内の主催者や

コンベンションビューロ

ー等と密接に連携した誘

致活動を行い、大型国際会

議や地方都市への誘致成

功事例を創出した。 

 訪日インセンティブ旅行

市場における更なる誘致

拡大に向け、海外見本市や

商談会の開催によりビジ

ネス機会の創出および拡

大に貢献するとともに、多

様な市場から旅行会社を

招請し、地方都市の視察を

実施した。 

 国内 MICE 業界向けにレベ

ル別研修を実施し、人材育

成と国内外ネットワーク

構築に貢献した。  

 

以上のことから、業績向上努力

により、年度計画における所期

の目標を量的及び質的に上回

る顕著な成果が得られている

と判断したため、評定をＳとす

る。 

 

<課題と対応> 

インバウンド需要の拡大が進

む一方、地方誘客、消費額拡大、

住民生活との両立が課題であ

り、地域や関係者との連携を強

化するとともに、新たに策定し

た訪日マーケティング戦略に
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Organizers／国際 PCO 協

会 ※2コア PCO：会議運営

会社（PCO）のうち、国際会

議を主催する国際団体・学

術協会本部と契約し、国際

会議の企画や準備・運営を

グローバルに担う PCO 

情報ハブ化を進める。ま

た、高付加価値旅行層のみ

ならず訪日旅行消費額の

引き上げや長期滞在、地方

誘客が見込めるテーマ別

の取組（サステナブル・ツ

ーリズム、アドベンチャー

トラベル、欧米豪市場の訪

日無関心層向けプロモー

ション等、取組の成果や市

場動向等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマについ

て設定）に、最適な手法や

媒体を用いて取り組むほ

か、国内関係者との連携の

下、大阪・関西万博等国内

の大規模イベントと連動

したプロモーションに取

り組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機構

が実施する消費額拡

大に効果の大きい施

策（高付加価値・テー

マ別・大規模イベント

事業）におけるデジタ

ル広告による延べリ

ーチ数を毎年度平均

5,100 万リーチ以上

とする。 

（参考）デジタル広告

施策全体の想定リーチ

数：1億 5,300 万リー

チ  

 中期目標期間中、機構

が実施する消費額拡

大に効果の大きい施

策（高付加価値・テー

マ別・大規模イベント

事業）におけるデジタ

また、高付加価値旅行層のみ

ならず訪日旅行消費額の引

き上げや長期滞在、地方誘客

が見込めるテーマ別の取組

を進める。 

具体的には、サステナブル・

ツーリズムへの関心の高ま

りに対応し、国際認証を受け

た地域をはじめとするサス

テナブル・ツーリズムに取り

組む地域やサステナビリテ

ィを体現する観光コンテン

ツの海外向け情報発信を行

う。アドベンチャートラベル

の 推 進 に お い て は 、

Adventure Travel Trade 

Association(ATTA) や国内

各広域 DMO 等と連携し、日本

全国のアドベンチャートラ

ベルの魅力発信を行うほか、

アドベンチャートラベルコ

ンテンツの磨き上げと販路

拡大に向けた取り組みも実

施する。さらに、滞在期間が

長く、旅行消費額も多い欧米

豪市場を中心とする旅行者

に、デジタルマーケティング

を駆使して旅行先として魅

力的な日本を認知・興味関心

を高めるプロモーションを

行う。 

同様に、令和 7年 4月より開

催される大阪・関西万博にお

いても、日本国際博覧会協会

や国内関係者と連携し、積極

的なプロモーションに取り

組む。具体的には、万博をき

っかけとして日本に興味を

持った外国人を対象に、万博

及び万博のテーマと連動し

た各地域の特色を活かした

基づき、最新の市場動向を踏ま

えたきめ細やかな取組を展開

することにより、さらなるイン

バウンド市場の多様化、地方誘

客の促進を図る。 



12 

ル広告による延べエ

ンゲージメント数を

毎年度平均 235 万エ

ンゲージメント以上

とする。  

（参考）デジタル広告

施策全体の想定エンゲ

ージメント数：1,080

万エンゲージメント  

 中期目標期間中、高付

加価値旅行に関する

商談会における機構

及び共同出展者の商

談件数を毎年度平均

1,500 件以上とする。 

 中期目標期間中、上記

の高付加価値旅行に

関する商談会の参加

者による評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

を毎年度平均 40％以

上とする。  

 

(3)国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的なMICE（Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, Exhibition 

/ Eventの総称）誘致競争

の激化や、ポストコロナを

見据えた新たなニーズへ

の対応も可能となるよう、

観光立国推進基本計画等

の政府目標・方針も踏ま

え、MICEマーケティング戦

略を策定しつつ国際会議

等の誘致・開催支援に係る

取組を強化する。これらの

取組に際しては、他の業務

とも有機的に連携の上、

ストーリー性のあるコンテ

ンツを旅行者と地域住民の

交流拡大の観点からウェブ

サイト特設ページや動画を

通じて発信するとともにイ

ンフルエンサー招請など市

場により直接的に訴求でき

るプロモーションに取り組

むことで、地方誘客に資する

取り組みを促進する。 

万博に続く国際イベントと

して 2027 年に開催される国

際園芸博覧会については、万

博で培った国際イベントを

契機とする訪日マーケティ

ングの知見を活かし、JNTOウ

ェブサイトにプロモーショ

ンの基盤となる特設ページ

を開設する。 

 

数値目標 

 機構が実施する消費額

拡大に効果の大きい施

策（高付加価値・テーマ

別・大規模イベント事

業）におけるデジタル広

告による延べリーチ数

を 5,100 万リーチ以上

とする。 

 機構が実施する消費額

拡大に効果の大きい施

策（高付加価値・テーマ

別・大規模イベント事

業）におけるデジタル広

告による延べエンゲー

ジメント数を 235 万エ

ンゲージメント以上と

する。 

 高付加価値旅行に関す

る商談会における機構

及び共同出展者の商談
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2025 年の大阪・関西万博

等、大規模イベントが集中

的に開催され、MICE開催国

としても日本への注目が

集まる機会を捉えて効果

的に実施するとともに、こ

れらの開催後も見据え、

MICE の誘致や開催効果の

拡大につなげる必要があ

る。また、国際会議の開催

件数のみならず、MICE全体

に対する誘致と、訪日参加

者数のみならず開催効果

の拡大を図るべく、国際会

議以外の分野も含め取組

を強化する必要がある。 

具体的には、日本の強み

や魅力、安全・安心、サス

テナビリティへの取組等

について、国内ステークホ

ルダーと連携して情報発

信や見本市への出展、商談

会、セミナー、各種招請を

関係者の評価を踏まえつ

つ効果的に行い、マーケテ

ィングの強化を図る。ま

た、コロナ禍を契機とした

デジタルリテラシーやサ

ステナビリティ等新たな

ニーズにも対応する専門

人材の育成に取り組む。加

えて、国際会議について

は、IAPCO（※1）に加盟す

るコア PCO（※2）や学協会

の国際本部の関心喚起に

向けたプロモーションの

強化、国内学協会・大学・

研究機関等との連携によ

る国際会議開催意欲の喚

起、他国との差別化につな

がる都市の魅力創出支援

件数を 1,500 件以上と

する。 

 上記の高付加価値旅行

に関する商談会の参加

者による評価について、

4 段階評価で最上位の

評価を得る割合を平均

40％以上とする。 

 

(3)国際会議等の誘致・開催

支援 

 国際的な MICE（Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, 

Exhibition/Eventの総称）誘

致競争の激化や、「観光立国

推進基本計画」及び新たに観

光立国推進閣僚会議で決定

された「新時代のインバウン

ド拡大アクションプラン」等

の政府目標・方針、並びに令

和5年度に策定した「MICEマ

ーケティング戦略」を踏ま

え、国際会議等の誘致・開催

支援に係る取組の更なる充

実を図る。また、令和 6年度

に行った調査結果に基づき

次期 MICE マーケティング戦

略を策定する。2025 年の大

阪・関西万博等、大規模イベ

ントの開催により、MICE開催

国としての日本への注目が

集まる機会を捉えて効果的

にプロモーションを実施す

るとともに、これらの開催後

も見据え、MICEの誘致や開催

効果の拡大につなげる必要

がある。また、国際会議の開

催件数のみならず、MICE全体

に対する誘致と、訪日参加者

数に限らず開催効果の拡大
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と情報発信、オールジャパ

ン体制での誘致・開催支援

の実施を行う。また、ミー

ティング・インセンティブ

旅行については、付加価値

のある体験のプロモーシ

ョンと市場毎に最適化さ

れた情報の提供、国際的な

業界団体との連携強化、コ

ロナ禍を契機としたニー

ズへの対応やコンテンツ

の磨き上げ支援に取り組

む。 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

Organizers／国際 PCO 協

会 

※2 コア PCO：会議運営会

社（PCO）のうち、国際会議

を主催する国際団体・学術

協会本部と契約し、国際会

議の企画や準備・運営をグ

ローバルに担う PCO 

 

数値目標 

 中期目標期間中、海外

の国際会議・インセン

ティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方

公共団体及び民間事

業者等との MICE 商談

件数及び機構による

MICE セールス件数

を、毎年度平均 3,400

件以上とする。  

 中期目標期間中、MICE

に関する国内外の商

談会及びセミナー（人

材育成・ウェビナー含

む）の国内参加者及び

を図るべく、国際会議以外の

分野も含め取組を強化する

必要がある。具体的には、日

本の強みや魅力、安全・安心、

サステナビリティ、大阪・関

西万博への取組等について、

国内ステークホルダーと連

携して情報発信を行うとと

もに、見本市、商談会、セミ

ナー、各種招請を関係者の評

価を踏まえつつ効果的に行

い、ビジネスマッチング機会

の増加やマーケティングの

強化を図る。 また、国際的な

業界団体との連携を強化す

るとともに、デジタルリテラ

シーやサステナビリティ等

新たなニーズに対応する専

門人材の育成に取り組む。 

国際会議については、IAPCO

（※1）と連携し、加盟するコ

ア PCO（※2）に向けた情報発

信や招請等を行い、プロモー

ションを強化するとともに、

令和 6 年度に国内メディア

と連携して制作した国際会

議誘致への意欲醸成・理解促

進のための動画を活用し、国

内学協会・大学・研究機関等

の研究者向けセミナーや説

明会を実施し、恒常的なネッ

トワークの構築等と潜在的

な国際会議主催者の掘り起

こしを行う。加えて、MICE 開

催に係るレガシー効果を一

般に広く啓発する。 

ミーティング・インセンティ

ブ旅行については、地方誘客

の促進に向けて付加価値の

あるインセンティブ旅行コ

ンテンツや体験の磨き上げ
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海外参加者による評

価について、それぞれ

4 段階評価で最上位

の評価を得る割合を

毎年度平均 40％以上

とする。  

 中期目標期間中、機構

が行った MICE 関係の

情報発信の接触者数

（機構からの送信先

相手方数・延べ数）を

毎年度平均 12 万人以

上とする。  

 

支援を行うとともに、市場毎

に最適化された情報の提供

等のプロモーションに取り

組む。 

 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

Organizers／国際 PCO 協会 

※2 コア PCO：会議運営会社

（PCO）のうち、国際会議を主

催する国際団体・学術協会本

部と契約し、国際会議の企画

や準備・ 運営をグローバル

に担う PCO 

 

数値目標 

 海外の国際会議・インセ

ンティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方公

共団体及び民間事業者

等との MICE 商談件数及

び機構による MICE セー

ルス件数を、3,400 件以

上とする。 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー（人

材育成・ウェビナー含

む）の国内参加者及び海

外参加者による評価に

ついて、それぞれ 4段階

評価で最上位の評価を

得る割合を平均 40％以

上とする。 

 機構が行った MICE 関係

の情報発信の接触者数

（機構からの送信先相

手方数・延べ数）を 12 万

人以上とする。 
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１.国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置 

（1）訪日マーケティング業務 

①市場別プロモーションの展開 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価  

  
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

①市場別プロモー

ションの展開 

重点市場におい

て、訪日経験率や

人々の関心等の市

場の特性を踏ま

え、旅行消費単価

や地方訪問意向  

が高いターゲット

等を明確にした、

市場別訪日マーケ

ティング戦略を策

定し、きめ細かな

プロモーションを

展開することを通

じて、リピーター

の獲得、新規訪日

層の開拓、長期滞

在化等を図るため

の周遊型旅行促

進、宿泊費やアク

ティビティ等に対

する支出増による

旅行消費額拡大や

地方誘客の強化等

を図る。具体的に

は、デジタルマー

ケティング等を活

用した各種プロモ

ーション、国際航

空路線の回復・将

来の拡大につなが

る取組、海外広報

の拡充に向けた国

内外メディアとの

①市場別プロモー

ションの展開 

重点市場におい

て、訪日経験率や

人々の関心等の市

場の特性を踏ま

え、旅行消費単価

や地方訪問意向が

高いターゲット等

を明確にした市場

別訪日マーケティ

ング戦略を策定

し、きめ細かなプ

ロモーションを展

開することによ

り、リピーターの

獲得、新規訪日層

の開拓、長期滞在

化を図るための周

遊型旅行促進、宿

泊費やアクティビ

ティ、ショッピン

グ等に対する支出

増による旅行消費

額拡大や地方誘客

の強化等を図る。 

具体的には、タ

ーゲットの興味関

心・接触メディア

等の特徴を踏ま

え、ウェブサイト・

SNS、デジタル広告

といったデジタル

マーケティングを

活用した各種プロ

①市場別プロモー

ションの展開 

重点市場におい

て、訪日経験率や

人々の関心等の市

場の特性を踏ま

え、旅行消費単価

や地方訪問意向が

高いターゲット等

を明確にした市場

別訪日マーケティ

ング戦略に基づ

き、きめ細かなプ

ロモーションを展

開することによ

り、インバウンド

誘客の更なる拡

大、リピーターの

獲得、新規訪日層

の開拓、長期滞在

化を図るための周

遊型旅行促進、宿

泊費やアクティビ

ティ、ショッピン

グ等に対する支出

増による旅行消費

額拡大、訪日旅行

閑散期の誘客を図

るほか、特に地方

誘客の強化に重点

的に取り組む。 

具体的には、ター

ゲットの興味関

心・接触メディア

等の特徴を踏ま

＜主な定量的指標＞ 

 機構が実施する

デジタル事業全

体による延べリ

ーチ数を 4億

4,000 万リーチ以

上とする。 

 機構が実施する

デジタル事業全

体による延べエ

ンゲージメント

数を 3,400 万エ

ンゲージメント

以上とする。 

 機構の SNS での

地方*コンテンツ

投稿数を 3,700

回以上とする。*

地方=三大都市圏

（東京、神奈

川、千葉、埼

玉、愛知、大

阪、京都、兵

庫）以外 

 機構から海外メ

ディア（在京海

外メディア含

む）へのコンタ

クト回数を

138,500 回以上と

する。 

 機構が主催する

商談会のバイヤ

ー参加者評価に

ついて、4段階評

＜主な業務実績＞ 
具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

○ 市場別ウェブサイトやSNSアカウント等のオウンドメディ

アを通じたデジタルマーケティング 

 （全市場） 

14 言語からなる市場別 SNS アカウントのきめ細かな発信

の特徴を保ちつつ、各 SNS 間の運用高度化にも着手し

た。具体的には、本部 SNS アカウントで発信する地方誘

引コンテンツ等を、市場別 SNS が市場特性に照らして容

易に選別・複製投稿できるツールを通年で導入し、煩雑

な版権処理の省力化と併せ良質な地方コンテンツの発信

が強化された。あわせて、14言語のウェブサイトを運用

し、市場のトレンドを踏まえた多言語による情報発信を

通年で実施した。結果として、ウェブサイトではユニー

クユーザー520 万以上、SNS ではリーチ 4.7 億以上、エン

ゲージメント 2,300 万以上を達成するとともに、三大都

市圏以外の投稿を強化することで地方への訪問意欲を醸

成した。 

 （全市場） 

10 月～1月までに 14 言語すべてのウェブサイト上に問い

合わせ対応システム（生成ＡＩチャットボット）を設置

し、訪日関心・検討・計画中のあらゆる旅行情報収集ニ

ーズに 24時間 365 日体制での対応が可能となり、3月末

までに約 4,000 件の問い合わせに対応した。 

 （台湾） 

山陰地域のまだ知られていない魅力や当該地での Special 

Interest Tour（SIT）の楽しみ方を訴求するため、イン

フルエンサーを起用した動画を作成し広告を行った。第

一弾は「アート」をテーマとし、台湾で日本文化を発信

している季刊誌『秋刀魚』の編集長を起用し、訪日全体

では閑散期である夏季（8月）に島根県や山口県萩市を中

心とした行程で撮影を実施し、9月に動画公開。第二弾は

「写真」をテーマとし、写真家としても活躍している

Serena 氏が鳥取県・島根県等を訪問し、12月に撮影動画

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

数値目標については、全ての項目で大

幅達成となる成果になった。 

 機構が実施するデジタル事業全

体 に よ る 延 べ リ ー チ 数 ：

2,176,339,099 リーチ（目標：4 

億 4,000 万リーチ以上、達成率：

495％） 

 機構が実施するデジタル事業全

体による延べエンゲージメント

数：48,566,665 エンゲージメン

ト（目標：3,400 万エンゲージメ

ント以上、達成率：143％） 

 機構の SNS での地方コンテンツ

投稿数：8,276 回（目標：3,700

回以上、達成率：224％） 

 機構から海外メディア（在京海

外メディア含む）へのコンタク

ト回数：186,725 回（目標：

138,500 回以上、達成率：135％） 

 機構が主催する商談会のバイヤ

ー参加者評価について、4 段階

評価で最上位の評価を得る割

合：82.9％（目標：平均 50％以

上、達成率：166％） 

 機構が主催するセミナーの参加

者評価について、4 段階評価で

最上位の評価を得る割合：

89.2％（目標：平均 50％以上、

達成率：178％） 

 機構による航空会社・航空路線

誘致関係者との商談・個別コン

サルティング件数：111 回（目標：

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

【総合評価】 

さらなる市場拡大（新規層開拓、リピー

ター獲得）、消費額拡大、地方誘客に重点

を置き、市場別マーケティング戦略を踏

まえたきめ細やかなプロモーションを実

施。市場別ウェブサイト及び SNS による

情報発信、セミナー・商談会等の実施によ

るメディアへの情報提供や旅行会社への

商品造成・販促支援を通じ、新たな訪日需

要を創出した。特に地方部宿泊数の底上

げに力点を置き、航空会社等と連携して

地方路線・国内線を活用した販売促進を

戦略的に展開した他、北陸地域を含む地

方部への招請や有力インフルエンサー等

を活用した情報発信を通じて、地域の観

光資源を広く PR した。 

また日韓国交正常化60周年等二国間関

係の節目を契機として、政府関係機関等

との連携でさらなる誘客を図ることによ

り、相互交流の拡大にも貢献した。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全目標で達成率

が 120%を超えるなど、所期の目標を上回

る成果が得られていると認められる。 

 

以上のことから、機構の業績向上努力

により、年度計画における所期の目標を

上回る成果が得られていると認められる

ため、評定を「Ａ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」評定
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関係強化、旅行会

社以外の関連業 

界も含めた連携強

化等に取り組む。 

モーション、屋外

広告などを含むオ

フライン広告、旅

行見本市やイベン

トを通じた情報発

信により訪日意欲

の醸成を図る。ま

た、航空関連の商

談会への参加等に

よる航空会社への

働きかけにより国

際航空路線の回

復・将来の拡大に

取り組むほか、誘

客につながる航空

会社・旅行会社と

の共同広告等を実

施する。さらに、訪

日旅行情報の記事

化につながるニュ

ースレターの発出

やメディア招請に

よる国内外メディ

アとの関係の強化

に取り組む。加え

て、旅行会社を対

象としたセミナー

や商談会、招請等

を通じた旅行商品

造成・販売促進、旅

行会社以外の関連

業界を含めた連携

強化等に取り組

む。 

 

数値目標 

 中期目標期間

中、機構が実

施するデジタ

ル事業全体に

よる延べリー

え、一般消費者向

けの取組として、

市場別ウェブサイ

トや SNS アカウン

ト等のオウンドメ

ディア、デジタル

広告等の媒体を通

じたデジタルマー

ケティング、屋外

広告やテレビ番

組・CM 等を含むオ

フライン広告、旅

行意欲の高い層に

対する旅行見本市

やイベント等を通

じた多様な日本の

魅力の発信によ

り、訪日意欲の醸

成を図る。また、航

空関連の商談会等

への参加等による

航空会社への働き

かけにより国際航

空路線（特に地方

空港）の更なる回

復・拡大に取り組

むほか、誘客につ

ながる航空会社・

旅行会社との共同

広告等を実施す

る。さらに、訪日旅

行情報の記事化に

つながるニュース

レターの発出やメ

ディア招請による

国内外メディアと

の関係の強化に取

り組む。加えて、旅

行会社を対象とし

たセミナーや商談

会、招請等を通じ

価で最上位の評

価を得る割合を

平均 50％以上と

する。 

 機構が主催する

セミナーの参加

者評価につい

て、4段階評価で

最上位の評価を

得る割合を平均

50％以上とす

る。 

 機構による航空

会社・航空路線

誘致関係者との

商談・個別コン

サルティング件

数を 90 回以上と

する。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

市場別プロモーショ

ン事業の実施主体と

して、最新の旅行ト

レンドを把握しなが

ら訪日プロモーショ

ン重点市場毎に戦略

を策定し、ターゲッ

ト層を明確にしたう

えで事業を進めてい

るか。 

また、政府目標の動

向を踏まえ、個々の

事業ごとに招請した

メディアによる番

組・記事の接触者数

等の定量的目標

（KPI）を設定し、事

を公開した。第一弾・第二弾合わせて機構の SNS でも発

信を行い、広告接触者数 2,000 万人超、広告反応数約 50

万を獲得するなど大きな反響を得た。 

 

○ デジタル広告等の媒体を通じたデジタルマーケティング 

 （韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、インド

ネシア、マレーシア、フィリピン、ベトナム） 

10 月以降、アジア 10 市場の訪日ライトリピーター向けに、

地方誘客に資する旅行商品の販促を目的とした大規模な

キャンペーン事業を実施した。大手グローバルオンライン

旅行代理店（OTA）である Trip.com Group、Klook に加え

て、今年度新たに東南アジア市場に強みを持つ Traveloka

とも連携し、OTA 内特設ページ制作及びオンライン広告を

通じて幅広い層へ販促を展開。また、複数市場で北関東、

中部、四国、九州を行先としたインフルエンサー招請も実

施し、アクティビティを中心とした地方コンテンツの魅力

を発信してもらうことで、1.9 億人を超える消費者へのリ

ーチを実現した。結果として、合計約 5.6 万件の予約を獲

得し、地方送客に寄与した。 

 （フランス） 

 9 月～10月までの間、フランスの観光ガイドブック

「Routard」のウェブサイト上で訪日キャンペーンを実施

した。サイト内で記事広告を展開したほか、ユーザー同

士が情報交換を行う Forum Japon ページにて、機構に加

え自治体や DMO などの計 12 団体がユーザーの質問投稿に

回答する形で、日本各地の知られざる観光スポットや旅

のコツをフランス語で発信したところ、リーチ数は約 646

万回、クリック数は約 13.6 万回に達した。ユーザーから

の質問の多くは、既に決定している訪日旅行の旅程や交

通手段に関するものであったことから、訪日決定フェー

ズの最終段階又は訪日決定後の層に向けて、新たなデス

ティネーションの紹介等により地方誘引ひいては長期滞

在化に資する周遊型旅行の促進に貢献した。 

 （ドイツ） 

5 月～6月にかけてスイスのクレジットカード会社

Cornèrcard との連携を実施した。Cornèrcard は多言語ニ

ュースレター（配信件数：約 30 万）やオンラインマガジ

ンを通して旅行やグルメに関心の高い富裕層への高いリ

ーチ数を誇っており、本取組では「持続可能な日本旅

行」をテーマに「大阪・関西万博」と「釜石市」を紹介

する記事 2本を発信した。合わせてスイス系航空会社と

90 回以上、達成率：123％） 

 

また、数値以外の要素として、主に以

下の成果を残した。 

 2030 年の政府目標達成に向けた

土台作りとして、さらなる市場

拡大（新規層開拓、リピーター獲

得）、消費額拡大、地方誘客に重

点を置き、市場別マーケティン

グ戦略を踏まえたきめ細やかな

プロモーションを実施した。有

力媒体での情報発信等のデジタ

ルマーケティング施策の一環と

して、市場別ウェブサイト及び

SNS による情報発信を行うとと

もに、セミナー・商談会等の実施

によるメディアへの情報提供や

旅行会社への商品造成・販促支

援を通じた、新たな訪日需要を

創出した。 

 特に地方部宿泊数の底上げに力

点を置き、航空会社等と連携し

て地方路線・国内線を活用した

販売促進を戦略的に展開した

他、北陸地域を含む地方部への

招請や有力インフルエンサー等

を活用した情報発信を通じて、

地域の観光資源を広く PRした。 

 また日韓国交正常化60周年等二

国間関係の節目を契機として、

政府関係機関等との連携でさら

なる誘客を図ることにより、相

互交流の拡大にも貢献した。 

 

以上のことから、業績向上努力によ

り、年度計画における所期の目標を上

回る成果が得られていると判断した

ため、評定をＡとする。 

 

 

 

が妥当であるとの意見で一致した。 
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チ数を毎年度

平均4億4,000

万リーチ以上

とする。  

 中期目標期間

中、機構が実

施するデジタ

ル事業全体に

よる延べエン

ゲージメント

数を毎年度平

均 3,400 万エ

ンゲージメン

ト 以 上 と す

る。  

 中期目標期間

中、機構の SNS

での地方*コ

ンテンツ投稿

数を毎年度平

均 3,700 回以

上とする。  

*地方=三大都市圏

（東京、神奈川、千

葉、埼玉、愛知、大

阪、京都、兵庫）以

外  

 中期目標期間

中、機構から

海外メディア

（在京海外メ

ディア含む）

へのコンタク

ト回数を毎年

度 平 均

138,500 回以

上とする。  

 中期目標期間

中、機構が主

催する商談会

のバイヤー参

旅行商品造成・販

売促進、旅行会社

以外の関連業界を

含めた連携強化等

に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施す

るデジタル事

業全体による

延べリーチ数

を 4 億 4,000

万リーチ以上

とする。 

 機構が実施す

るデジタル事

業全体による

延べエンゲー

ジメント数を

3,400 万エン

ゲージメント

以上とする。 

 機構の SNS で

の地方*コン

テンツ投稿数

を 3,700 回以

上とする。*地

方=三大都市

圏（東京、神奈

川、千葉、埼

玉、愛知、大

阪、京都、兵

庫）以外 

 機構から海外

メディア（在

京海外メディ

ア含む）への

コンタクト回

数を 138,500

回 以 上 と す

る。 

業成果を厳格に管理

する等、PDCA サイク

ル化を徹底し、適正

かつ効果的に事業を

実施しているか。 

更に、各国の状況

に精通している外国

人有識者等の知見を

活用しているか。 

連携し、日本往復航空券を賞品とした懸賞キャンペーン

を実施したところ、ニュースレターの開封率は 51.6%とな

り、キャンペーン応募者は約 5,000 名に上った。ラグジ

ュアリー層への質の高い情報発信と、サステナブルな観

光の訴求という両面で意義ある施策となり、新規訪日層

獲得にも繋がる取組となった。 

 

○ 屋外広告やテレビ・CM等を含むオフライン広告 

 （シンガポール） 

8 月～9月にかけて、シンガポールの市内中心地に位置す

る地下鉄駅構内等において、地方誘客促進を目的とした

屋外広告を行った。多くの通勤者等が通過する箇所に、

北海道や沖縄等地方の美しい自然を掲載した大型ポスタ

ーを掲出することで、一般消費者の注目を惹きつけると

ともに、日本行き航空券が当たるアンケート用 QRコード

をポスター内に設置した。約 3,400 件のアンケート回答

結果によれば、回答者の 99％が「このキャンペーンを通

じ、日本のあまり知られていない地域を探索してみたい

と思った」と回答する等、地方訪問意欲の向上に資する

取組となった。 

 （中東） 

7 月～1月にかけて、新規訪日層の獲得を目的に、夏の北

海道（阿寒・ニセコ・札幌）と秋の瀬戸内（広島・香

川・愛媛・岡山）に焦点を当てたメディアミックス広告

施策を実施した。クリエイティブには中東地域（GCC）国

籍者の富裕層 4名をモデルとして起用し、同地域の富裕

層に流通するアラビア語雑誌 3誌および新聞 1紙への広

告出稿およびオンライン動画広告の出稿を行ったほか、

対象者を限定した広告と連動した訪日旅行促進イベント

を開催した。広告の広告表示回数は約 2,240 万回、リー

チ数は約 842 万回に達し、訪日旅行促進イベントに参加

した現地富裕層の 81%が紹介された地域への訪問意欲を示

すなど、態度変容を誘引した。 

  

○ 旅行意欲の高い層に対する旅行見本市やイベント 

 （中国） 

9 月 12 日～14日に広州市内で開催された広東国際旅游産

業博覧会（CITIE2025）に、ビジット・ジャパン(VJ)ブー

スを出展した。VJブースでは、連携団体のパンフレット

配布や動画放映を通じて、地方の魅力に焦点を当てた情

報発信を行った。特に、地方への直行便を多数運航して
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加者評価につ

いて、4段階評

価で最上位の

評価を得る割

合を毎年度平

均 50％以上と

する。  

 中期目標期間

中、機構が主

催するセミナ

ーの参加者評

価について、4

段階評価で最

上位の評価を

得る割合を毎

年度平均 50％

以上とする。  

 中期目標期間

中、機構によ

る航空会社・

航空路線誘致

関係者との商

談・個別コン

サルティング

件数を毎年度

平均90回以上

とする。  

 

 機構が主催す

る商談会のバ

イヤー参加者

評 価 に つ い

て、4段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を平均 50％以

上とする。 

 機構が主催す

るセミナーの

参加者評価に

ついて、4段階

評価で最上位

の評価を得る

割 合 を 平 均

50％以上とす

る。 

 機構による航

空会社・航空

路線誘致関係

者との商談・

個別コンサル

ティング件数

を90回以上と

する。 

 

いる香港系航空会社と連携して、広州近郊の香港国際空

港発の地方訪問需要喚起を実施した。3日間での VJ ブー

ス来場者数は 2.8 万人を超え、来場者アンケートでも日

本への関心の高まりがうかがえた。また、旅行博前日に

は広州市内のホテルにおいて、現地旅行会社との商談会

を実施し、日本側セラー15 社と中国側バイヤー15社の間

で 167 件の商談を通じて、商品造成の基盤構築を図っ

た。 

 （香港） 

 9 月 26 日～28日に開催された BtoC 旅行博「香港ホリデ

ー＆トラベルエキスポ（HTE）2025 秋」において、VJ ブ

ースを出展した。期間中は約 1.8 万人が VJブースを訪

れ、来場者に対して地方部のアクセス情報やパンフレッ

トの提供を行った結果、アンケート回答者の 90%以上の訪

日意欲向上を実現させた。また、HTE は旅行関連商品を即

売できる点が特徴であることから、旅行会社ブースにお

いて訪日旅行商品を購入した来場者向けに JNTO ノベルテ

ィーを配布するなどして、業界連携による訪日促進を図

った。 

 （タイ） 

11 月 21 日～23日にかけて、「第 17回 FIT フェア（Visit 

Japan FIT Fair #17）」をバンコク市内の高級ショッピン

グモールで主催した。本旅行博では「まだ見ぬ日本、心

を奪う地方の旅」をテーマに掲げ、日本側とタイ側合わ

せて過去最多の 117 団体が出展し、3日間の来場者数は約

55,000 人、訪日旅行商品購入額は約 1億 2,820 万 THB(約

6 億 2,800 万円)に達した。VJブースでは様々なステージ

イベントに加えて、地方の旅行商品購入キャンペーンや

インフルエンサーによるトークショー等、楽しみながら

地方への理解を深める機会を提供し、来場者アンケート

では 97％の回答者が地方への訪問意欲が「高まった」ま

たは「どちらかと言えば高まった」と回答するなど、態

度変容を促した。 

 （フランス） 

 10 月 9 日～10日に建築、デザイン、インテリア装飾、

空間設計業界のイベント「Les rendez-vous de la 

matière」（主催:FORMAE）がパリで開催され、同イベント

初の招待国として日本が選出されたことから、アート・

ライフスタイルに関心の高い一般消費者に対し、アート

性の高い伝統工芸品や持続可能性の高い素材等をフック

に、日本の地方を紹介した。また、JETRO とも連携し、オ
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ープニングレセプションでの抹茶・和菓子の提供や、イ

ベント期間中の煎茶の提供などを通じて日本食の PR を実

施した。レセプションには約 450 人が訪れ、アンケート

の結果では、VJ ブース来場者による最上位評価は 85％と

なった。 

  

○ 航空関連の商談会等への参加等による国際航空路線（特に

地方空港）の更なる回復・拡大 

 （全市場） 

訪日旅行者数の増加、旅行消費の拡大および地方への誘

客促進を目的とした国際航空路線の誘致を実現するた

め、国内空港（三大都市圏に立地する主要 5空港を除

く）を対象とした航空需要調査を実施した。同調査で

は、アジア 8市場を中心に需要動向や成長余地を分析

し、想定旅客数や路線成立条件等を整理したうえで、次

年度以降の航空路線商談会等において検証・提案可能な

資料として取りまとめた。あわせて、2025 年 3月に豪

州・パースで開催された航空路線商談会「Routes Asia 

2025」で構築した日本の空港会社 6社と、コンサルティ

ングや個別協議、講演対応等を通じて関係強化を図っ

た。 

  

○ 航空会社・旅行会社との共同広告等 

 （中国） 

9 月～11 月に中国系航空会社 8社、日系航空会社 2社と連

携し、地方部を中心とした日本行き航空便の販売促進を目

的とした広告を行った。広告では共通のキャッチコピー

「非常日本,玩点不一样(意訳：定番とは違う日本を楽しも

う)」にあわせたキービジュアルを活用し、各航空会社の自

社媒体や外部のオンライン媒体上で日本の地方の観光魅

力をプロモーションし、地方への直行便や経由便を中心と

した航空券販売に繋げた。訴求地方については、北海道、

静岡県、広島県、福岡県、沖縄県などがあり、広告の効果

として広告接触回数は約1.5億回、合計予約数は約55.6万

人と、日本行き航空券の予約数向上に貢献した。 

 （インドネシア） 

10 月～12 月にかけて、インドネシア系航空会社、香港系

航空会社、フィリピン系航空会社の 3社と連携して訪日促

進を目的とした広告を展開した。インドネシア市場では経

由便を利用して訪日する旅行者も多いことから、直行便に

加えて経由便を利用した札幌、名古屋、福岡行路線のプロ
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モーションを実施したところ、広告接触者数は 5,500 万超

となり、合計 3,489 件の予約獲得に繋がった。 

 （米国） 

8 月～2 月にかけて旅行会社 9 社と連携し地方誘客と訪問

地の多様化を目的としたオンライン共同広告を実施した。

SNS や YouTube、Google 広告から、高付加価値旅行コンソ

ーシアムの広告媒体等幅広いプラットフォームを活用し

て広告展開したことで、米国メインストリーム層（中間所

得層）から高所得層、SIT 層（特別な目的に絞った旅行）、

中華系米国人、日系米国人等、新規訪日層を含む多様なタ

ーゲット層 880 万以上にリーチし、予約人数は 7,918 人に

上った。 

 （イタリア） 

5 月～12 月にかけて、旅行会社 3社と連携し、地方コンテ

ンツの認知拡大と予約促進を目的としたオンライン広告

を実施。各社のウェブサイトには、地方を含む 10～16 日

間の旅行商品を紹介・予約できる特設ページを開設し、予

約率の向上を図った。その結果、700 万人以上のリーチ数、

4,000 件を超える予約数を獲得した。なかでも、連携先の

ひとつである小規模のテーマ別旅行や体験型旅行を得意

とする旅行会社とは、インフルエンサーを活用して下呂市

や高山市など地方を巡る 15 日間の訪日旅行をテーマに情

報発信を行い、約 40 万人にリーチし、地方の魅力の訴求

を図った。 

  

○ ニュースレターの発出によるメディアとの関係強化 

 （ベトナム） 

 6 月～3月にかけて、PR会社を活用し現地メディア向けに

プレスリリースを計 6回配信した。各配信においては、「エ

リア×季節」を設定し、地方誘客促進および訪日時期の分

散化を意識しながら、地方ならではのユニークな観光コン

テンツを紹介した結果、延べ配信件数 1,894 件、記事掲載

件数 82 件を達成し、訪日旅行情報の記事化に繋げるとと

もに、地方観光コンテンツの認知度向上に寄与した。 

 （豪州） 

現地メディアに対し計 7,904 件のプレスリリースを配信し

た結果、年間で延べ 707 件の記事掲載につながった。具体

的には、熊本県、愛媛県、福岡県などの地方の食文化を特

集したプレスリリースが 30 件以上の記事として掲載され

たほか、日本の一人旅のおすすめをテーマとしたプレスリ

リースは、現地の大手メディアである The West Australian



22 

に掲載されるなどし、合計で 380 万リーチを超える露出効

果を獲得した。 

  

○ メディア招請による国内外メディアとの関係の強化 

 （米国） 

9 月にウェルネスをテーマとして紀伊半島（三重、奈良、

和歌山）、11 月に伝統文化をテーマに北陸地域（富山、石

川、福井）へ米国の大手メディアを各コース 2社招請し

た。紀伊半島では、自然の中でのヨガや寺院での座禅等

を体験し、「日本独自ともいえる、この精神的な側面から

のウェルネス体験に魅了された」という声が寄せられた

とともに、北陸では、組子工房や和紙づくり等の体験を

通じて「より観光客の多い都市と比べても、北陸を訪れ

る価値が十分にある」という声が寄せられた。なお、北

陸コースでは、ニューヨーク・タイムズ紙「2025 年に行

くべき 52の場所」の一つに富山市が選ばれたことから

NHK 富山から当該事業の取材を受け、番組内では、当該事

業について参加者の声等が紹介された。 

 （メキシコ） 

11 月 13 日～18日にかけて、ゴールデンルート以外の訪

問地の認知度向上を目的としてメキシコの有力なインフ

ルエンサー4組を九州地方に招請した。各行程では福岡で

の提灯制作、嬉野の茶畑でのお茶体験、別府での温泉地

獄見学、阿蘇での E-bike ライド体験、鹿児島での砂蒸し

温泉体験等を行い、事務所の公式インスタグラムと共同

で投稿を行った結果、22万を超えるエンゲージメントを

獲得した。フォロワーからは「九州の自然の美しさは見

事！」といった反応があったほか、宿泊先のホテルから

は「これまでメキシコ市場はターゲットとしてこなかっ

たが、今回のコラボレーションでホテルに関する情報発

信ができた。反応もインスタグラムで見えるので社内で

も反応が良かった」との声が寄せられ、地域の受け入れ

側の関心向上にも寄与した。 

 （英国） 

日本文化・アートに関心のあるラグジュアリー層の訪日

意欲喚起を目的として、2月 3日〜5月 4日開催の大英博

物館「SAMURAI 展」と連動したプロモーションを実施し

た。具体的には、英国主要メディア The Daily 

Telegraph、The Times のジャーナリスト 2名を名古屋、

犬山、松本、奈良井宿などへ招請し、サムライを切り口

とした観光記事を紙面・オンラインで露出し、計 500 万
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を超えるリーチを獲得。また、連動して大英博物館所有

のブログ、インスタグラムへの観光情報掲載や会員向け

発信等を行ったことで新規訪日層へのアプローチにも繋

がり、高い反響を得た。 

 

○ 旅行会社を対象としたセミナーや商談会の主催を通じた

旅行商品造成・販売促進 

 （マレーシア）   

9 月の「MATTA Fair September 2025」と合わせてクアラル

ンプールとペナンで商談会を主催した。日本側セラー40団

体、現地側バイヤー43社（クアラルンプール：26社・ペナ

ン：17社）が参加し、計 369 件の商談を実施した。商談実

施に特化したプログラム設計や双方による積極的なアプ

ローチを誘引した結果、参加者からは「ムスリム関連の手

配（食事、礼拝スペース等）について詳しく分かり、有益

だった」「運営がしっかりしており、昨年以上に日本の DMO

や旅行会社が多く参加していて有益だった」といったコメ

ントが寄せられ、バイヤー・セラーともに 8割以上の参加

者から最上位評価を得た。 

 （フィリピン） 

9 月にマニラ及びセブにおいて、日本のインバウンド関係

者とフィリピンの旅行会社を対象とした BtoB 商談会を主

催した。フィリピンからはバイヤーとして 63社（マニラ 33

社、セブ 30 社）が参加、日本側はセラーとしてランドオペ

レーター12 団体、宿泊施設 8団体の他、観光施設や DMO 等

が参加し、計 513 件の商談を実施した。バイヤーからは「多

数の日本の観光事業者と関係構築ができる非常に良い機

会だった」「新しい日本の地域の魅力を知ることができた」

といったコメントが寄せられるなど高評価を得た。 

 （豪州） 

8 月 25 日にシドニー、8 月 26 日にメルボルンで、訪日旅

行商談会「Japan Roadshow 2025」を主催した。シドニーで

はセラー（日本）48 団体・バイヤー（現地）160 名、メル

ボルンではセラー48 団体・バイヤー200 名が参加し、計

2,692 件もの商談が行われた。バイヤーからは「知らない

地域に関する新しい情報を多く得られた。顧客に共有する

のが待ちきれない」「様々な地域の多様なセラーと会えて

よかった」「ゴールデンルート外の地方の文化・食体験の商

品を造成することが楽しみ」「もっと地方のセラーと商談

したい」とのコメントがあり、地方を目的地とした新たな
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訪日旅行商品造成に寄与した。 

 （北欧） 

11 月 10 日及び 11日に「北欧ネットワーキングイベント」

をそれぞれコペンハーゲンとストックホルムにて開催し

た。現地側からはコペンハーゲン 33 社・ストックホルム

41 社が参加、日本側からは 23社が参加し、「プレゼンテー

ションが分かりやすく、ゴールデンルート以外の地域の知

識を深められ、日本側のサプライヤーと繋がれた」（現地

側）、「1 回のイベントで多くの現地旅行会社とつながりを

作れた」（日本側）といった意見が寄せられるなど、両者と

もに満足度の高いイベントとなった。「高付加価値」や「ス

キー・アウトドア」など高単価需要の関心もあり、商品造

成・販売につながる商談機会を提供できた。 

 

○ 旅行会社を対象とした商談会への出展を通じた旅行商品

造成・販売促進 

 （スペイン） 

1 月 21 日～25 日にマドリードで実施された国際旅行博

「FITUR 2026」に VJ ブースを出展した。来場者数は約 25.5

万人に上り、機構は共同出展団体（旅行会社や宿泊施設、

運輸機関や自治体等）25団体と共に現地旅行会社との商談

を実施した。実施にあたっては、共同出展者のブースが来

場者の目に留まりやすいようレイアウトを工夫したこと

や、事前準備を含め共同出展者のサポートを手厚く行った

こと等が奏功し、商談件数は 1,644 件、共同出展者の最上

位評価は 76％となった。 

 （中東） 

4 月 28 日～5 月 1 日にドバイで開催された BtoB の旅行博

「Arabian Travel Market 2025」において、日本の DMC、

運輸機関、ホテル、商業施設等、計 20団体と VJブースを

出展した。高付加価値旅行者の多い GCC 諸国をはじめとす

る世界各国・地域のバイヤーと、VJブースでは過去最高と

なる約 5,600 件の商談を実施した。将来の送客に向けたネ

ットワークの構築から、直近の送客予定に関する相談まで

幅広い内容に関する商談が行われ、前年を超える盛況とな

った。ブースでは大阪・関西万博を契機とした情報発信も

行い、「西のゴールデンルート」や日本各地の観光魅力の紹

介を通じて、将来的な訪日リピーター層の獲得に向けた情

報発信を強化した。 

 

○ 旅行会社を対象とした招請を通じた旅行商品造成・販売促



25 

進 

 （カナダ） 

12 月 2 日〜11日にかけて、カナダ最大手の旅行会社の一

つでありアウトドア体験型商品の販売で知られる現地の

有力な旅行会社と連携し、同社が既に販売をしている東

北を含むツアーの体験を通じたさらなる商品販売促進を

目的に、旅行会社の販売担当者 14名を招請した。東北地

域では、角館での樺細工体験、酒蔵訪問、温泉や懐石料

理といった文化的魅力に加え、みちのく潮風トレイルや

田沢湖周辺でのハイキングなど、アウトドアアクティビ

ティも組み合わせた内容を体験してもらい、参加者から

は「実際の販売に直結する学びが多かった」と高い評価

を得た。今回の招請を通して約 60名規模の送客が見込ま

れており、訪日旅行閑散期の東北地域商品のカナダ市場

への販促に大きく貢献した。 

 （スペイン） 

10 月 22 日～30日にかけて、スペインの大手旅行会社 6社

を対象に北海道を中心とした招請を実施し、合わせてスペ

インの旅行会社と日本の観光事業者とのネットワーク構

築を目的としたネットワーキングイベントを東京および

北海道で主催した。参加したスペイン側からは「多くのサ

プライヤーやサービスを知る非常に有意義な機会だった」

「今後取り扱いたい企業を見つけることができた」といっ

た声が寄せられたほか、日本側参加者からも「効率的にネ

ットワーク構築ができた」との評価があり、商品造成や送

客拡大に向けた関係構築の機会を提供した。また、帰国後

には 7本の訪日旅行商品が造成されるなど、具体的な成果

が確認された。 

  

○ 観光交流年等の機会を捉えた認知度向上への取組等 

 （韓国） 

日韓国交正常化 60周年を契機に、小都市（地方都市）をテ

ーマとした訪日プロモーションを実施した。日本のおすす

め小都市 60 選を掲載した特設サイトを制作の上、特設サ

イトへの誘引広告を 10～12 月に実施した結果、リーチ数

約 2,590 万、エンゲージメント数約 11.5 万を獲得した。ま

た、10月に北海道・長野県・香川県へインフルエンサーを

招請したところ、被招請者からは「地方都市の美しい風景

が新しい発見だった」とのコメントもあり、小都市の新た

な魅力発信に繋がった。加えて 11 月 21 日には 60 周年記

念イベントを実施し現地メディア・インフルエンサー向け
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に小都市の魅力を PR するなど、様々なプロモーション手

法を活用して小都市訪問の機運醸成を図った結果、地方宿

泊数の押し上げを獲得した他、キャンペーン期間中から現

在に至る訪日韓国人客数の大幅な伸び率向上に寄与した。

また、日韓国交正常化 60 周年を契機とした訪日促進の取

組を進めることにより、相互交流の拡大にも貢献した。 

  

○ 旅行会社以外の関連業界を含めた連携強化 

 （ブラジル） 

7 月 11 日～13 日にかけて、ブラジルのサンパウロで開催

された「日本祭り」に VJブースを出展した。本イベントに

は約 20 万人が来場し、VJ ブースでは来場者の関心にあわ

せた観光情報や地方の観光コンテンツをテーマとしたフ

ォトスペースの提供、及びアンケートを実施した。ブラジ

ルでは、全国の都道府県県人会が存在することから比較的

日本の地名が浸透しており、来場者からは、具体的な地名

に関する話題もあがった。なお、アンケート結果では、回

答者の 8割以上がブースを高く評価し、訪日においては過

半数が「日本食・伝統・歴史」を楽しみにしていると回答

した。2025 年は日本ブラジル友好交流年であることからプ

ロモーションを強化しており、本出展を通して一般消費者

の訪日への興味関心度向上を図った。 

 （英国） 

34 年ぶりの開催となった大相撲ロンドン公演を契機に、ジ

ャパンハウスロンドン及び在英日本大使館と連携して、10

月 16 日に旅行会社・メディアを対象としたトークセッシ

ョン兼ネットワーキングを開催した。第一部トークショー

には横綱大の里、行司第 39 代木村庄之助が登壇し 119 名

が参加、第二部ネットワーキングは 51 名による参加があ

った。大手メディア METRO への掲載（10 月 20 日朝刊、発

行部数約 132 万）による地方のコンテンツ記事露出につな

がり、参加した旅行会社からは、「東京以外でも相撲の場所

が開催されていることを知り地方の旅行商品造成につな

げることができる」という感想が寄せられ、英国における

相撲への関心の高まりをきっかけとして旅行会社による

相撲コンテンツのツアーへの組み込みが確認できた。 

 

○ その他の事項 

【メディアを対象としたセミナー・イベントを通じた記

事化への取組】 

 （米国） 
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2 月 26 日、ニューヨークで、米国の有力な旅行系メディア

の編集長・記者等を対象に、地域の観光魅力を紹介するセ

ミナーを実施した。米国における主要トレンドの一つであ

る「ウェルネス」をテーマとし、米国メディアに高い影響

力を持つ近藤麻理恵氏をゲストスピーカーに招待したと

ころ、90％を超える最上位評価を獲得するなど高評価を得

た。  

 （カナダ） 

6 月 11 日、トロントで、カナダの主要メディア関係者を

対象としたセミナー及びネットワーキングイベントを開

催した。本イベントは日本の地方部を中心とした観光資

源の認知向上と地方誘客の促進を目的とし、ロイヤル・

オンタリオ博物館を会場に、プレゼンテーションや音楽

パフォーマンス、ネットワーキング等を組み合わせたプ

ログラムを実施。その結果、参加メディア数 36媒体、参

加者 68 名による参加があり、参加者アンケートでは

91.5％より最上位評価を得た。また、約 75％の参加者が

「日本に関する知識が大きく向上した」と回答し、地方

部への関心喚起に寄与した。イベント後には複数の大手

メディアによる記事掲載にもつながり、日本の地方の魅

力発信と今後の送客拡大に向けた有効なメディアネット

ワーク構築の機会となった。 

 

【能登半島地震の被災地復興支援に係るプロモーション】 

 （中国） 

7 月～11 月にかけて、中国人インフルエンサーによる情報

発信と、デジタルメディアを活用して、北陸地域を含むプ

ロモーションを実施した。夫婦・パートナー層向けに 4地

域（北陸、四国、関西、東北）、親子層向けに 3 地域（北

陸、九州、沖縄）を選定し、記事や動画等を通して中国の

大手オンライン旅行予約サイト（OTA）や SNS、WeChat、

Alipay のライフスタイルメディアプラットフォームにて

自然・伝統文化・食などの地方の魅力を発信した。期間中

の OTA の広告接触者数は 1.65 億回、合計予約数は 42.7 万

人となり、送客に貢献した。 

 （ドイツ） 

11 月 5 日～11日にかけて、商品造成を目的に、ドイツ市

場から 4社、スイス市場から 2社の旅行会社を北陸地域

及び長野県に招請した。サステナブルをテーマとして掲

げ、地産地消を意識した食事やリサイクル廃材を活用し

ている宿泊施設での滞在なども取り込みつつ、東尋坊や
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兼六園での景観地観光や永平寺の柏樹関での宿坊・座禅

体験など、北陸ならではの多様なアクティビティを体験

する機会を設けた。招請後のアンケートでは参加者全員

から最上位評価を得たほか、特に金沢での芸者体験や富

山の能作での鋳物ワークショップなど、商品造成に非常

に役立ったとの声がきかれた。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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②市場横断プロモーションの展開 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

  

  
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

②市場横断プロモ

ーションの展開 

消費額増大や地

方への誘客に資す

る市場開拓を目指

し、市場横断訪日

マーケティング戦

略を策定し市場横

断プロモーション

を展開する。 

具体的には、高付

加価値旅行推進に

資するプロモーシ

ョンとして、高付

加価値旅行層向け

のサービス内容の

収集・蓄積、国内

関係者のネットワ

ーク化、高付加価

値旅行を取り扱う

海外の旅行会社等

へのセールスの強

化、高付加価値旅

行層向けの情報発

信の強化に取り組

み、高付加価値旅

行の国内関係者を

つなぐ情報ハブ化

を進める。また、

高付加価値旅行層

のみならず訪日旅

行消費額の引き上

げや長期滞在、地

方誘客が見込める

テーマ別の取組

（サステナブル・

ツーリズム、アド

②市場横断プロモ

ーションの展開 

消費額増大や地方

への誘客に資する市

場開拓を目指し、市

場横断訪日マーケテ

ィング戦略を策定し

市場横断プロモーシ

ョンを展開する。 

具体的には、高付加

価値旅行推進に資す

るプロモーションと

して、高付加価値旅

行層向けのサービス

内容の収集・蓄積、

セミナー等を通じた

旅行関係者や地方自

治体・DMO 等国内関

係者の恒常的なネッ

トワーク化、国内関

係者と共同での海外

における商談会への

参加等高付加価値旅

行を取り扱う海外の

旅行会社等へのセー

ルスの強化、高付加

価値旅行層向けメデ

ィアやデジタルを活

用した高付加価値旅

行層向けの情報発信

の強化に取り組み、

高付加価値旅行の国

内関係者をつなぐ情

報ハブ化を進める。

また、高付加価値旅

行層のみならず訪日

旅行消費額の引き上

②市場横断プロモ

ーションの展開 

 消費額増大や地

方への誘客に資す

る市場開拓を目指

し、市場横断訪日マ

ーケティング戦略

を踏まえ、市場横断

プロモーションを

展開する。 

消費額拡大に資す

る高付加価値旅行

のプロモーション

については、「地方

における高付加価

値なインバウンド

観光地づくり事業」

におけるモデル観

光地等と連携し、高

付加価値旅行層向

けのサービス内容

の収集・蓄積、マッ

チングイベント等

を通じた旅行関係

者や地方自治体・

DMO 等国内関係者

の恒常的なネット

ワーク化、国内関係

者と共同での海外

における商談会へ

の参加等高付加価

値旅行を取り扱う

海外の旅行会社等

へのセールスの強

化、高付加価値旅行

層向けメディアや

デジタルを活用し

＜主な定量的指標

＞ 

 機構が実施す

る消費額拡大

に効果の大き

い施策（高付加

価値・テーマ

別・大規模イベ

ント事業）にお

けるデジタル

広告による延

べリーチ数を

5,100 万リー

チ以上とする。 

 機構が実施す

る消費額拡大

に効果の大き

い施策（高付加

価値・テーマ

別・大規模イベ

ント事業）にお

けるデジタル

広告による延

べエンゲージ

メ ン ト 数 を

235 万エンゲ

ージメント以

上とする。 

 高付加価値旅

行に関する商

談会における

機構及び共同

出展者の商談

件数を 1,500

件以上とする。 

 上記の高付加

価値旅行に関

＜主な業務実績＞ 

具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

○ 高付加価値旅行の取組 

【サービス内容の収集・蓄積】 

· （全市場） 

観光庁が選定した高付加価値旅行のモデル観光地など全

国の優良な高付加価値旅行コンテンツを収集・選定した。

食、アート、文化等の分野別の専門家の評価も経て、希少

性のある特別な体験やその土地ならではの本質的な魅力

を楽しむことができる体験、施設等を 21 件選定し、機構

が運営する高付加価値旅行の特設ウェブページに 4 言語

（英語・フランス語・ドイツ語・スペイン語）で掲載した。

過年度に選定・掲載したコンテンツを含め合計 166 件とな

り、高付加価値旅行の旅行先として提案可能な地域や行程

の多様化が期待できる結果となった。 

 

· （全市場） 

機構が運営する高付加価値旅行の特設ウェブページ上の、

モデル観光地紹介ページの拡充を図った。具体的には、

2024 年度に新たにモデル観光地に選定された 3 地域（山

形、佐渡・新潟、富士山麓）のテーマ、代表的な観光コン

テンツ、宿泊施設等を紹介するページを追加した。併せて、

海外旅行会社との商談やプレゼンテーションの際に用い

るセールスツールについても、3 地域分を製作し、地方の

魅力訴求に向けた基盤を充実させた。 

 

【旅行関係者や地方自治体・DMO 等国内関係者の恒常的な

ネットワーク化】 

· （全市場）  

高付加価値旅行の受入に関係する国内関係者のネットワ

ーク創出を目的に、DMC（バイヤー）と旅行者にサービスを

提供する観光関連事業者（宿泊・観光・交通等）・地方自治

体・DMO（セラー）とのマッチングイベントを計 4 回実施

した。うち 1回は、観光庁が選定した高付加価値旅行の新

規モデル観光地のセラー、残り 3回は全国からセラーを公

募（モデル観光地を含む）してイベントを実施した。4 回

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

 

数値目標については、全て

の項目で大幅達成となる成

果になった。 

 機構が実施する消費額

拡大に効果の大きい施

策（高付加価値・テーマ

別・大規模イベント事

業）におけるデジタル

広告による延べリーチ

数：231,244,573 リーチ

（目標：5,100 万リーチ

以上、達成率：453％） 

 機構が実施する消費額

拡大に効果の大きい施

策（高付加価値・テーマ

別・大規模イベント事

業）におけるデジタル

広告による延べエンゲ

ー ジ メ ン ト 数 ：

17,489,712 エンゲージ

メント（目標：235 万エ

ンゲージメント以上、

達成率：744％）  

 高付加価値旅行に関す

る商談会における機構

及び共同出展者の商談

件数：4,192 件（目標：

1,500 件以上、達成率：

279％）  

 上記の高付加価値旅行

に関する商談会の参加

者による評価につい

て、4段階評価で最上位

の評価を得る割合：

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

【総合評価】 

高付加価値旅行の取組においては、観光庁が選定

した高付加価値旅行のモデル観光地等と連携し、特

別な体験の多言語発信や１０月から１月にかけアジ

ア５市場の高付加価値旅行会社を、各地域と緊密に

調整して行程を作成したうえで日本の地方に招請し

たことにより、招請実施後から２月までの訪日送客

実績は 1,543 人に上り、高い送客効果を獲得したほ

か、高付加価値旅行に携わる国内事業者のネットワ

ーク化と不足するガイド育成を一体的に推進し、受

入体制の拡充に貢献した。 

アドベンチャートラベル（AT）関連イベントへの

出展を通じて日本の AT コンテンツ発信と関係者ネ

ットワークの構築を進めるとともに、「アドベンチャ

ーウィーク東北」を開催し、AT 業界団体職員による

事前視察等により、地域の販売力を磨き上げたうえ

で、海外からバイヤーおよびメディアを招請しファ

ムツアーおよび商談会を実施することで、旅行商品

の造成・販売につながるネットワーク構築を促進し

た。また、AT 関連 DMC・事業者の全国的な連携強化

に向けた研修会を初めて開催し、全国から 268 名が

参加するなど AT の全国規模での波及と高い関心を

集めた。 

大阪・関西万博を契機とした訪日旅行の想起・予

約促進のため、万博特設ページ内のコンテンツ拡充

および当ページへの誘引を目的とした広告配信、開

幕直後の万博会場の様子や「万博＋観光」体験コン

テンツを取り上げたインフルエンサー招請・グロー

バルメディア招請を実施し、海外からの万博来場と

その前後の周遊観光意欲の向上に寄与した。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全目標で達成率が 120%を超

え、所期の目標を大幅に上回る成果が得られている

と認められる。 
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ベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の

訪日無関心層向け

プロモーション

等、取組の成果や

市場動向等を踏ま

え、重点的に取り

組むテーマについ

て設定）、大阪・関

西万博等国内の大

規模イベントと連

動したプロモーシ

ョンに取り組む。 

げや長期滞在、地方

誘客が見込めるテー

マ別の取組（サステ

ナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラ

ベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプ

ロモーション等、取

組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマに

ついて設定）に、最

適な手法や媒体を用

いて取り組むほか、

国内関係者との連携

の下、大阪・関西万

博等国内の大規模イ

ベントと連動したプ

ロモーションに取り

組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間

中、機構が実施

する消費額拡

大に効果の大

きい施策（高付

加価値・テーマ

別・大規模イベ

ント事業）にお

けるデジタル

広告による延

べリーチ数を

毎 年 度 平 均

5,100 万リーチ

以上とする。  

（参考）デジタル広

告施策全体の想定リ

ーチ数：1億5,300万

リーチ  

 中期目標期間

た高付加価値旅行

層向けの情報発信

の強化に取り組み、

高付加価値旅行の

国内関係者をつな

ぐ情報ハブ化を進

める。 

また、高付加価値旅

行層のみならず訪

日旅行消費額の引

き上げや長期滞在、

地方誘客が見込め

るテーマ別の取組

を進める。 

具体的には、サステ

ナブル・ツーリズム

への関心の高まり

に対応し、国際認証

を受けた地域をは

じめとするサステ

ナブル・ツーリズム

に取り組む地域や

サステナビリティ

を体現する観光コ

ンテンツの海外向

け情報発信を行う。

アドベンチャート

ラベルの推進にお

いては、Adventure 

Travel Trade 

Association(ATTA) 

や国内各広域 DMO

等と連携し、日本全

国のアドベンチャ

ートラベルの魅力

発信を行うほか、ア

ドベンチャートラ

ベルコンテンツの

磨き上げと販路拡

大に向けた取り組

みも実施する。さら

する商談会の

参加者による

評価について、

4 段階評価で

最上位の評価

を得る割合を

平均 40％以上

とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

市場横断プロモ

ーション事業の実

施主体として、最新

の旅行トレンドを

把握しながら訪日

プロモーション重

点市場毎に戦略を

策定し、ターゲット

層を明確にしたう

えで事業を進めて

いるか。 

また、政府目標の

動向を踏まえ、個々

の事業ごとに招請

したメディアによ

る番組・記事の接触

者数等の定量的目

標（KPI）を設定し、

事業成果を厳格に

管理する等、PDCA

サイクル化を徹底

し、適正かつ効果的

に事業を実施して

いるか。 

更に、各国の状況

に精通している外

国人有識者等の知

見を活用している

の開催で、バイヤーが延べ 107 社、セラーが延べ 88 社参

加し、計 1,028 件の面談が行われ、国内の高付加価値旅行

関係者の新たなネットワーキングの機会を創出した。 

 

【海外の旅行会社等へのセールスの強化】 

 （欧米豪・中東） 

12 月にフランス・カンヌで開催された「ILTM Cannes 2025」

に、29 団体（DMC、宿泊施設、DMO・地方自治体等）ととも

に共同出展した。同商談会には主として欧米豪・中東地域

からのバイヤー2,500 人、セラー2,350 団体、メディア 100

人が参加した。機構及び共同出展者合計で 1,324 件の商談

を行い、バイヤーに対して、日本の高付加価旅行の魅力発

信を広く行うことができた。また、共同出展者の満足度（4 

段階評価のうち最上位評価）は 72％と高い評価を得ること

ができ、共同出展者に対し、海外の有力な旅行会社とのネ

ットワーキングや商談の機会を提供することができた。 

  

 （アジア） 

10 月～1月にかけて、アジアの有力な高付加価値旅行会社

25 社（香港 3社、中国 9社、韓国 6社、タイ 3社、シンガ

ポール 4社）を、市場特性に応じたテーマを設定し招請し

た。韓国は「自然の中で味わうリラクゼーションの旅」を

テーマに富士・箱根・伊豆（強羅花壇富士、富士山ワイナ

リー体験等）を訪問、シンガポールは「火山と共に生きる

美食とリラクゼーションの旅」をテーマに九州（ザ・リッ

ツ・カールトン福岡、桜島大根収穫体験等）を訪問した。

参加旅行会社の満足度（4 段階評価のうち最上位評価）は

72％となり、高い評価を得た。また、招請実施後から 2月

までの訪日送客実績は 1,543 人に上り、高い送客効果を得

た。 

 

 （米州） 

1 月に高付加価値旅行コンソーシアム Virtuoso に加盟す

る米国の有力な旅行会社 7 社及び Virtuoso 旅行会社担当

者 1名を招請し、東京・京都に加え、せとうちの視察機会

を提供した。「日本の伝統と自然に癒される旅」をテーマ

に、せとうちならではの体験として、宮島を眺める貸切ク

ルーズ（広島県）、尾道での鮨握り体験（広島県）、刀鍛冶

（岡山県）等の視察を行った。参加旅行会社の 2026 年の

送客人数は 141 名と見込まれ、具体的な誘客効果が見込ま

れる結果となった。 

74.1％（目標：平均 40％

以上、達成率：185％） 

 

また、数値以外の要素とし

て、主に以下の成果を残し

た。 

 高付加価値旅行の取組

においては、観光庁が

選定した高付加価値旅

行のモデル観光地等と

連携し、特別な体験の

多言語発信や海外旅行

会社との商談会や招請

を通じて訪日送客につ

なげたほか、高付加価

値旅行に携わる国内事

業者のネットワーク化

と不足するガイド育成

を一体的に推進し、受

入体制の拡充に貢献し

た。 

 アドベンチャートラベ

ル（AT）関連イベントへ

の出展を通じて日本の

AT コンテンツ発信と関

係者ネットワークの構

築を進めるとともに、

「アドベンチャーウィ

ーク東北」を開催し、地

域の販売力を磨き上げ

たうえで、海外からバ

イヤーおよびメディア

を招請しファムツアー

および商談会を実施す

ることで、旅行商品の

造成および販売強化を

図った。また、AT の推

進を通じて地域の成長

に貢献することを目的

に、AT関連 DMC・事業者

の全国的な連携強化に

 

以上のことから、機構の業績向上努力により、年

度計画における所期の目標を量的及び質的に上回る

顕著な成果が得られているとみとめられることか

ら、「Ｓ」評定とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は 

「Ｓ」評定が妥当であるとの意見で一致した。 
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中、機構が実施

する消費額拡

大に効果の大

きい施策（高付

加価値・テーマ

別・大規模イベ

ント事業）にお

けるデジタル

広告による延

べエンゲージ

メント数を毎

年度平均235万

エンゲージメ

ント以上とす

る。  

（参考）デジタル広

告施策全体の想定エ

ンゲージメント数：

1,080 万エンゲージ

メント  

 中期目標期間

中、高付加価値

旅行に関する

商談会におけ

る機構及び共

同出展者の商

談件数を毎年

度平均1,500件

以上とする。  

 中期目標期間

中、上記の高付

加価値旅行に

関する商談会

の参加者によ

る評価につい

て、4 段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を毎年度平均

40％以上とす

る。  

に、滞在期間が長

く、旅行消費額も多

い欧米豪市場を中

心とする旅行者に、

デジタルマーケテ

ィングを駆使して

旅行先として魅力

的な日本を認知・興

味関心を高めるプ

ロモーションを行

う。 

同様に、令和 7年 4

月より開催される

大阪・関西万博にお

いても、日本国際博

覧会協会や国内関

係者と連携し、積極

的なプロモーショ

ンに取り組む。具体

的には、万博をきっ

かけとして日本に

興味を持った外国

人を対象に、万博及

び万博のテーマと

連動した各地域の

特色を活かしたス

トーリー性のある

コンテンツを旅行

者と地域住民の交

流拡大の観点から

ウェブサイト特設

ページや動画を通

じて発信するとと

もにインフルエン

サー招請など市場

により直接的に訴

求できるプロモー

ションに取り組む

ことで、地方誘客に

資する取り組みを

促進する。 

か。  

【情報発信の強化】  

 （欧米豪） 

9～10 月、11～12 月の 2回に分けて、欧米豪・中東・イン

ドの高付加価値旅行者を対象に、訪日旅行の認知度を拡大

するためのデジタル広告を実施した。機構の高付加価値旅

行特設ウェブページに誘引するバナー広告と動画広告を

実施したほか、旅行計画段階の消費者に対しても検索連動

型広告を新たに行い、目標を上回る 2,026 万リーチ、75.8

万エンゲージメントを達成した。 

 

 （欧米豪） 

11 月～2月に 3回に分けて、アートや関連テーマ（建築等）

をテーマに高付加価値旅行者向けメディアへの寄稿実績

のあるライター3 名を招請した。せとうちの取材では、代

表的なアートコンテンツである直島のほか、下瀬美術館

（広島県）、大原美術館（岡山県）等の取材を行った。結果

として、英国国内に加え、欧州・北米の富裕層に強い読者

を有するThe Timesの紙面及びオンライン版に記事が掲載

され、367 万の媒体接触者数を獲得した。 

 

 

【高付加価値旅行ガイドの育成】（再掲） 

 （主に欧米豪） 

10～2 月に高付加価値旅行者が求める体験やサービスを提

供する英語ガイドを育成するための研修を、50名の受講者

を対象に実施した。食・工芸・アート等の専門家によるオ

ンライン研修のほか、実践的なガイド模擬研修等多様なプ

ログラムを提供した。また、世界観光ガイド連盟総会が日

本（福岡）で開催された機会を捉え、同連盟会長による特

別講義も行った。研修の終盤には、受講者とガイド手配を

行う DMC とのマッチングイベントも実施し、参加 DMC の

満足度は 89％に上り、ガイド不足の課題改善に貢献した。 

 

○ サステナブル・ツーリズムの取組 

【観光コンテンツの海外向け情報発信】 

 (主に欧米豪) 

グローバルメディアである BBC と連携し、サステナビリテ

ィに関心の高い層に向けて、日本でのサステナブルな旅の

向けた研修会を初めて

開催した。 

 大阪・関西万博を契機

とした訪日旅行の想

起・予約促進のため、万

博特設ページ内のコン

テンツ拡充および当ペ

ージへの誘引を目的と

した広告配信、開幕直

後の万博会場の様子や

「万博＋観光」体験コ

ンテンツを取り上げた

インフルエンサー招

請・グローバルメディ

ア招請を実施し、海外

からの万博来場とその

前後の周遊観光意欲の

向上に寄与した。 
 

以上のことから、業績向上

努力により、年度計画にお

ける所期の目標を量的及び

質的に上回る顕著な成果が

得られていると判断したた

め、評定をＳとする。 
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万博に続く国際イ

ベントとして 2027

年に開催される国

際園芸博覧会につ

いては、万博で培っ

た国際イベントを

契機とする訪日マ

ーケティングの知

見を活かし、JNTO

ウェブサイトにプ

ロモーションの基

盤となる特設ペー

ジを開設する。 

 

数値目標 

 機構が実施す

る消費額拡大

に効果の大き

い施策（高付

加価値・テー

マ別・大規模

イ ベ ン ト 事

業）における

デジタル広告

による延べリ

ー チ 数 を

5,100 万リー

チ 以 上 と す

る。 

 機構が実施す

る消費額拡大

に効果の大き

い施策（高付

加価値・テー

マ別・大規模

イ ベ ン ト 事

業）における

デジタル広告

による延べエ

ンゲージメン

ト数を 235 万

魅力（「自然と自然に根ざした文化」）をストーリーで伝え

る番組風広告（2分・60秒・30 秒の計 3種）を制作した。

山形県鶴岡市手向地区および西川町を取り上げ、12～1 月

にかけて放映を行 った。合計で 236 回放送され、媒体側

が推定した視聴者数 は 4.2 億人以上となり、日本のサス

テナブルなストーリーを広く発信することができた。 

また、サステナブルの国際認証・アワードや日本版持続可

能な観光ガイドライン（JSTS-D）を取得している地域を対

象に、「訪日外国人旅行者に対する魅力訴求」と「持続可能

な観光に取り組む地域」の両面を重視したストーリーとし

て取り上げるデジタル記事を 5本制作し、機構が運営する

サステナブル特設ページに英語で掲載した。加えて、ウポ

ポイ（民族共生象徴空間）への誘客を目的としたアイヌ伝

統文化の紹介と合わせた記事及び動画を拡充した。 

 

○ アドベンチャートラベルの取組 

【アドベンチャートラベルの魅力発信】 

 （主に欧米豪） 

2 月にメディアの招請事業を実施した。また、アドベンチ

ャートラベル特設ページ内に、実際に現地で体験して記事

化したコンテンツ「Travel Logs」を北海道、東京都、岐阜

県、静岡県、香川県の 5本制作したほか、既存コンテンツ

の内容更新を行うとともに、サイト全体の回遊促進を図る

ことを目的としたサイトの改修を行い、継続的に日本のア

ドベンチャートラベルの魅力を世界に向けて発信した。 

 

【コンテンツの磨き上げ】 

 （欧米豪） 

9 月に東北で、地方誘客、消費単価の拡大に資するアドベ

ンチャートラベル旅行者の誘客を目的に、国際的な AT 業

界団体 Adventure Travel Trade Association（ATTA）の

提供するプログラムの一つであるアドベンチャーウィー

クを開催した。ガイド研修、サプライヤー向けセミナー等

の事前準備を通じて商品を磨き上げ、旅行会社 12 名、メ

ディア3名を招請し東北6県をめぐるファムツアーを通じ

て商品を体験していただき、ツアー後には東北側サプライ

ヤー14 社と被招請者との商談会を行った。12 月には自治

体・DMO・DMC 等を対象に報告会を実施した。東北に限らず

24 の都道府県から 268 名の参加があり、全国規模での波及

と高い関心を集めた。 
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エンゲージメ

ント以上とす

る。 

 高付加価値旅

行に関する商

談会における

機構及び共同

出展者の商談

件数を 1,500

件 以 上 と す

る。 

 上記の高付加

価値旅行に関

する商談会の

参加者による

評 価 に つ い

て、4段階評価

で最上位の評

価を得る割合

を平均 40％以

上とする。 

 

【販路拡大に向けた取組】 

· （全市場） 

今年度から新規の取組として、日本国内においてアドベン

チャートラベル（AT）に関わる DMC、事業者等の全国的な

ネットワーク強化を目的に、参加者が AT に関する知見を

深めながら、バイヤー、セラー等の立場を越えてネットワ

ークを構築できる１泊2日の研修会を長野県及び広島県に

て各 1回、計 2回開催した。DMC、DMO、各種ガイド、旅行

会社等の関係者が 2回の合計で 30名参加し、国内の AT関

係者のネットワーク構築に寄与した。 

また、来年度以降の方針を検討するために、日本をデステ

ィネーションとした AT の認知度や旅行商品としての販路

実態、海外からの流通構造を明らかにするために調査を実

施した。日本国内外の旅行会社に対するヒアリングを通じ

て、訪日 AT 旅行者のさらなる誘客に資する示唆を得た。 

 

 （米国） 

1 月に旅行会社の招請事業を実施した。また、5月にコロ

ラド州で開催された ATTA 主催「AdventureELEVATE2025」

に出展した。業界関係者約 425 名が集まる本イベントに

てランチ時のプレゼンテーション、エンターテイメン

ト、食事と「JNTO ステーション」での情報発信を実施し

た。商談では、旅行会社 12 社に機構のアドベンチャー

トラベルの取り組みや、日本の多彩なアドベンチャーデ

スティネーションを紹介した。  

 

○ 欧米豪・中東市場を中心とする旅行者を対象とした日本へ

の興味関心を高めるプロモーション 

【グローバルキャンペーン】 

 （主に欧米豪） 

2025 年度・2026 年度の複数年度事業においては、2017

年度から 2024 年度にかけて訪日無関心層を対象に実

施していたグローバルキャンペーンをリニューアル

し、未訪日・訪日関心層に向けた新たなクリエイティ

ブ制作を進めた。 

 

○ 大阪・関西万博に向けたプロモーション 

【ウェブサイト特設ページ・動画を通じた発信】 

（全市場） 
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 2023 年度に制作した万博特設ページ内の既存モデルルー

トの改修及び新規モデルルートの追加を行ったほか、JICA

研修生 14名による「万博＋観光」体験ブログを新たに掲載

し、コンテンツの拡充を図った。上記コンテンツに加え、

2024 年度に制作した万博のテーマと絡めながら観光コン

テンツを 8地域に分けてストーリー形式で紹介し、地方誘

客を促進する「万博＋観光」プロモーション動画を活用し、

中国・韓国・台湾・ドイツ・イタリア・中東 GCC 等の 15市

場に対し、4月～7月にかけてデジタル広告を配信し、万博

を契機とした地方誘客を喚起した（リーチ数：2 億、エン

ゲージメント数：1,648 万）。 

 

【インフルエンサー招請】 

 （全市場） 

2025 年日本国際博覧会協会や国内関係者と連携し、万博会

期中であることを踏まえ、市場に直接訴求できるプロモー

ションを展開することで、地方への誘客を促進した。会期

直後の 4 月～7 月にかけて中国・台湾・韓国・アメリカか

らインフルエンサー5 名が動画を、4 名がデジタルアート

を制作し、万博および地方観光の魅力をテーマとしたクリ

エイティブを発信した。現場のライブ感を伴う情報発信に

より、地方への誘客を促進した（リーチ：3,082 万、エンゲ

ージメント数：1,033 万）。特に台湾インフルエンサーによ

る万博および小豆島や祖谷に関する発信では、昔ながらの

街並みや自然体験、地元住民との交流の様子が、日本の地

方での旅行を体験したくなるような構成となり、視聴者の

関心を集めた。 

また、発信したデジタルアートは、アートの題材となった

観光地域を万博期間中に訪問することで取得可能な NFT

（非代替性トークン）として配布した。 

万博については、10 月 13 日の会期終了をもってすべての

プロモーションが終了した。 

 

○ 園芸博に向けた取組 

2027 年国際園芸博覧会については、プロモーションの基盤

となる特設ページ（英語・簡体字・繁体字・韓国語の 4言

語）を機構ウェブサイト上に制作し、10月 1日より公開し

た。 
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4．その他参考情報 

特になし 
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（3）国際会議等の誘致・開催支援業務 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（3）国際会議等の

誘致・開催支援 

国際的な MICE 誘

致競争の激化や、ポ

ストコロナを見据え

た新たなニーズへの

対応も可能となるよ

う、観光立国推進基

本計画等の政府目

標・方針も踏まえ、

MICE マーケティン

グ戦略を策定しつつ

国際会議等の誘致・

開催支援に係る取組

を強化する。これら

の取組に際しては、

2025 年の大阪・関西

万博等、大規模イベ

ントが集中的に開催

され、MICE 開催国と

しても日本への注目

が集まる機会を捉え

て効果的に実施する

とともに、これらの

開催後も見据え、

MICE の誘致や開催

効果の拡大につなげ

る必要がある。また、

国際会議の開催件数

のみならず、MICE 全

体に対する誘致と、

訪日参加者数のみな

らず開催効果の拡大

を図るべく、国際会

議以外の分野も含め

取組を強化する必要

がある。 

（3）国際会議等の誘致・開

催支援 

国際的な MICE（Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, Exhibition / 

Event の総称）誘致競争の激

化や、ポストコロナを見据え

た新たなニーズへの対応も

可能となるよう、観光立国推

進基本計画等の政府目標・方

針も踏まえ、MICE マーケテ

ィング戦略を策定しつつ国

際会議等の誘致・開催支援に

係る取組を強化する。これら

の取組に際しては、他の業務

とも有機的に連携の上、2025

年の大阪・関西万博等、大規

模イベントが集中的に開催

され、MICE 開催国としても

日本への注目が集まる機会

を捉えて効果的に実施する

とともに、これらの開催後も

見据え、MICE の誘致や開催

効果の拡大につなげる必要

がある。また、国際会議の開

催件数のみならず、MICE 全

体に対する誘致と、訪日参加

者数のみならず開催効果の

拡大を図るべく、国際会議以

外の分野も含め取組を強化

する必要がある。 

具体的には、日本の強みや

魅力、安全・安心、サステナ

ビリティへの取組等につい

て、国内ステークホルダーと

連携して情報発信や見本市

への出展、商談会、セミナー、

（3）国際会議等の誘致・開

催支援 

 国際的な MICE（Meeting, 

Incentive Travel, 

Convention, 

Exhibition/Event の総称）

誘致競争の激化や、「観光立

国推進基本計画」及び新た

に観光立国推進閣僚会議で

決定された「新時代のイン

バウンド拡大アクションプ

ラン」等の政府目標・方針、

並びに令和 5 年度に策定し

た「MICE マーケティング戦

略」を踏まえ、国際会議等の

誘致・開催支援に係る取組

の更なる充実を図る。また、

令和 6 年度に行った調査結

果に基づき次期 MICEマーケ

ティング戦略を策定する。

2025 年の大阪・関西万博等、

大規模イベントの開催によ

り、MICE 開催国としての日

本への注目が集まる機会を

捉えて効果的にプロモーシ

ョンを実施するとともに、

これらの開催後も見据え、

MICE の誘致や開催効果の拡

大につなげる必要がある。

また、国際会議の開催件数

のみならず、MICE 全体に対

する誘致と、訪日参加者数

に限らず開催効果の拡大を

図るべく、国際会議以外の

分野も含め取組を強化する

必要がある。具体的には、日

本の強みや魅力、安全・安

＜主な定量的指標＞ 

 海外の国際会

議・インセンテ

ィブ旅行主催者

等と、機構、国

内の地方公共団

体及び民間事業

者等との MICE

商談件数及び機

構による MICE

セールス件数

を、3,400 件以

上とする。 

 MICE に関する

国内外の商談会

及びセミナー

（人材育成・ウ

ェビナー含む）

の国内参加者及

び海外参加者に

よる評価につい

て、それぞれ 4

段階評価で最上

位の評価を得る

割 合 を 平 均

40％以上とす

る。 

 機構が行った

MICE 関係の情

報発信の接触者

数（機構からの

送信先相手方

数・延べ数）を

12 万人以上と

する。 

 

＜その他の指標＞ 

＜主な業務実績＞  

具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

○ MICE 全般に関する取組 

【日本の強みや魅力、安全・安心、サステナビリティ、

大阪・関西万博への取組等についての国内ステークホ

ルダーと連携した情報発信】 

 国際会議開催地としての日本の魅力を発信するため、

地方で開催された国際会議 2件を取材し、主催者への

インタビュー記事及び動画をケーススタディとして

MICE ウェブサイトに掲載し、海外の有望な主催者やミ

ーティングプランナー等を対象に広告展開も行い、情

報発信を行った。 

 インセンティブ旅行を企画する海外の旅行会社等に

対して、ゴールデンルート＋αの地方の魅力を発信す

ることを目的として、英語のウェブサイトにおいて、

全 10本のモデルコース（北海道〈夏・冬〉、東北、関

東甲信越、北陸、東海、関西、瀬戸内、九州、沖縄）

を公開した。また、SNS やオンライン広告を通じて発

信・拡散。その結果、対象ページを含む MICE ウェブサ

イトのユニークユーザー数は７万人、広告接触者数は

5,636 万回となり、効果的な情報発信を実現した。  

 機構では、BtoB 向け SNS である LinkedIn を活用し、

大阪・関西万博関連情報を計 4回発信。そのうち、万

博のイベントカレンダーの告知投稿 2件は、いずれも

高い投稿接触者数を獲得し、幅広い市場のミーティン

グプランナー等に万博関連情報を効果的に届けるこ

とにつながった。 

 

【見本市、商談会、セミナー、招請の実施】 

· MICE 専門見本市に、国内共同出展者とともに日本ブー

スを出展。MICE デスティネーションとしての日本の認

知度向上を図るとともに、ミーティングプランナー等

との商談やネットワーキングを通して、新規リードの

獲得を図った。今年度は、従来の IMEX Frankfurt（5

月・ドイツ）、IMEX America（10 月・米国）、IBTM World

（11 月・スペイン）の 3見本市に加え、AIME（2月・

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｓ 

 

数値目標については、全て

の項目で大幅達成となる成

果になった。 

 海外の国際会議・イン

センティブ旅行主催者

等と、機構、国内の地方

公共団体及び民間事業

者等とのMICE商談件数

及び機構によるMICEセ

ールス件数：6,363 件

（目標：3,400 件以上、

達成率：187％） 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー

（人材育成・ウェビナ

ー含む）の国内参加者

及び海外参加者による

評価について、それぞ

れ 4 段階評価で最上位

の評価を得る割合：【国

内】69.0％（目標：平均

40％以上、達成率：

173％）、【海外】88.7％

（目標：平均 40％以上、

達成率：222％）  

 機構が行ったMICE関係

の情報発信の接触者

数：199,015 人（目標：

120,000 人以上、達成

率：166％） 

 

また、数値以外の要素とし

て、主に以下の成果を残し

た。 

評定 S 

＜評価に至った理由＞ 

 

【総合評価】 

国際会議開催件数を 2030 年までに世

界第 5位以内とする政府目標に向け、地

方都市での中小規模会議の開催実績を

着実に積み上げていくため、国際会議の

誘致活動や開催時における優れた取組

を表彰する「国際会議誘致・開催貢献賞」

を実施し、国内での国際会議開催の理解

促進と意欲喚起を図るとともに、東京大

学をはじめとした大学等との新たな連

携を強化した。 

また、国際会議・学会等の日本誘致に

向け、国内の主催者やコンベンションビ

ューロー等と密接に連携した誘致活動

を行い、大型国際会議や地方都市への誘

致成功事例を創出することにより、令和

7年の国際会議開催件数が過去最高の世

界 6位となる結果につなげたほか、訪日

インセンティブ旅行市場における更な

る誘致拡大に向け、海外見本市や商談会

を開催するとともに、多様な市場から旅

行会社を招請し、地方都市の視察を実施

することによりビジネス機会の創出及

び拡大に貢献した。 

さらに、国内 MICE 業界向けにレベル

別研修を実施し、人材育成と国内外ネッ

トワーク構築にも貢献した。 

 

【数値目標】 

数値目標については、全目標で達成率

が 120%を超え、所期の目標を大幅に上回

る成果が得られていると認められる。 

 

以上のことから、機構の業績向上努力
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具体的には、日本

の強みや魅力、安全・

安心、サステナビリ

ティへの取組等につ

いて、国内ステーク

ホルダーと連携した

効果的な情報発信等

のマーケティングの

強化、コロナ禍を契

機とした新たなニー

ズにも対応する専門

人材の育成に取り組

む。加えて、国際会

議については、IAPCO

（※1）に加盟するコ

ア PCO（※2）や学協

会の国際本部の関心

喚起に向けたプロモ

ーションの強化、国

内学協会・大学・研

究機関等との連携に

よる国際会議開催意

欲の喚起、他国との

差別化につながる都

市の魅力創出支援と

情報発信、オールジ

ャパン体制での誘

致・開催支援の実施

を行う。また、ミー

ティング・インセン

ティブ旅行について

は、付加価値のある

体験のプロモーショ

ンと市場毎に最適化

された情報の提供、

国際的な業界団体と

の連携強化、コロナ

禍を契機としたニー

ズへの対応に取り組

む。 

※1IAPCO： 

各種招請を関係者の評価を

踏まえつつ効果的に行い、マ

ーケティングの強化を図る。

また、コロナ禍を契機とした

デジタルリテラシーやサス

テナビリティ等新たなニー

ズにも対応する専門人材の

育成に取り組む。加えて、国

際会議については、IAPCO（※

1）に加盟するコア PCO（※

2）や学協会の国際本部の関

心喚起に向けたプロモーシ

ョンの強化、国内学協会・大

学・研究機関等との連携によ

る国際会議開催意欲の喚起、

他国との差別化につながる

都市の魅力創出支援と情報

発信、オールジャパン体制で

の誘致・開催支援の実施を行

う。また、ミーティング・イ

ンセンティブ旅行について

は、付加価値のある体験のプ

ロモーションと市場毎に最

適化された情報の提供、国際

的な業界団体との連携強化、

コロナ禍を契機としたニー

ズへの対応やコンテンツの

磨き上げ支援に取り組む。 

※1 IAPCO： 

International Association 

of Professional Congress 

Organizers／国際 PCO 協会 

※2 コア PCO： 

会議運営会社（PCO）のうち、

国際会議を主催する国際団

体・学術協会本部と契約し、

国際会議の企画や準備・運営

をグローバルに担う PCO 

 

数値目標 

 中期目標期間中、海外

心、サステナビリティ、大

阪・関西万博への取組等に

ついて、国内ステークホル

ダーと連携して情報発信を

行うとともに、見本市、商談

会、セミナー、各種招請を関

係者の評価を踏まえつつ効

果的に行い、ビジネスマッ

チング機会の増加やマーケ

ティングの強化を図る。 ま

た、国際的な業界団体との

連携を強化するとともに、

デジタルリテラシーやサス

テナビリティ等新たなニー

ズに対応する専門人材の育

成に取り組む。 

国際会議については、IAPCO

（※1）と連携し、加盟する

コア PCO（※2）に向けた情

報発信や招請等を行い、プ

ロモーションを強化すると

ともに、令和 6年度に国内メ

ディアと連携して制作した

国際会議誘致への意欲醸

成・理解促進のための動画

を活用し、国内学協会・大

学・研究機関等の研究者向

けセミナーや説明会を実施

し、恒常的なネットワーク

の構築等と潜在的な国際会

議主催者の掘り起こしを行

う。加えて、MICE 開催に係

るレガシー効果を一般に広

く啓発する。 

ミーティング・インセンテ

ィブ旅行については、地方

誘客の促進に向けて付加価

値のあるインセンティブ旅

行コンテンツや体験の磨き

上げ支援を行うとともに、

市場毎に最適化された情報

なし 

 

＜評価の視点＞ 

「観光立国推進基

本計画」（令和 5年 3

月 31 日閣議決定）に

位置づけられている

「アジア主要 5 カ国

における国際会議の

開催件数に占める割

合 3 割以上・アジア

最大の開催国」の地

位奪還（目標：2025

年まで）に貢献する

よう、関係者と連携

して国際会議誘致に

関する取組を強化し

ているか。 

また、ミーティン

グ、インセンティブ

については、デステ

ィネーションとして

の日本の認知度向上

に訴求力のある海外

MICE 見本市等のイ

ベントや媒体を活用

し、露出効果の最大

化を図っているか。 

豪州）において共同出展枠を拡大し、より多くの商談

の機会を提供した。IMEX Frankfurt では、日本ブース

のメインビジュアルを大阪とした他、セミナー及びネ

ットワーキングイベントでミャクミャクを活用する

など、大阪・関西万博の開催により日本に注目が集ま

る機会を捉えた PRを行った。見本市全体として、計 58

の共同出展者が参加し、合計 2,375件の商談を行った。

日本をデスティネーションとして具体的に検討する

バイヤーも多くみられ、共同出展者からも効果的な商

談ができたと評価が高く、満足度（4 段階評価のうち

最上位評価）は 85％に達した。 

· インセンティブ旅行に特化した商談会を、バンコク・

ソウル（8月）・上海・台北（9月）・シンガポール・ク

アラルンプール・ジャカルタ（11 月）・マニラ（1月）

の 8 都市で実施した。日本からは、コンベンションビ

ューロー、宿泊施設、DMC、観光施設など延べ 172 団体

が、海外からは、インセンティブ旅行取扱旅行会社計

218 団体が参加し、延べ 1,511 件の商談を行った。実

施後のアンケートではセラー、バイヤーの満足度（4段

階評価のうち最上位評価）はそれぞれ 77％、89％とな

り、「積極的に情報を必要とするバイヤーが多かった」

「新たなホテルやランドオペレーターと繋がること

ができた」などのコメントがあった。 

· 9 月の「VISIT JAPAN トラベル＆MICE マート 2025」

には、13 市場（韓国、シンガポール、マレーシア、イ

ンドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン、カナダ、

イギリス、ドイツ、スペイン、イタリア、ニュージー

ランド）から MICE バイヤー20 名が参加し、視察を行

った。初めての愛知開催となったことから、視察先は

中部エリアを中心とし、各コンベンションビューロー

と連携し、アジア市場向けに愛知・岐阜、欧米豪市場

向けに愛知・静岡を視察する 2本のコースを設定。名

古屋能楽堂での有松・鳴海絞り体験（愛知）、長良川鵜

飼体験（岐阜）、抹茶書体験（静岡）などユニークベニ

ューや体験コンテンツが高い評価を得、アンケートで

は視察全体の満足度（4 段階評価のうち最上位評価）

が 68％となった。 

· 2 月に訪日インセンティブ旅行を取り扱う有力旅行会

社 6社をタイより招請し、埼玉、栃木、茨城など北関

東地域にて、テクニカルビジットや体験コンテンツの

視察を行った。エフピコ関東工場、池袋防災館などサ

 国際会議開催件数を

2030 年までに世界第 5

位以内(※)とする政府

目標に向け、地方都市

での中小規模会議の開

催実績を着実に積み上

げていくため、国内で

の国際会議開催の理解

促進と意欲喚起を目的

に、国際会議誘致・開催

貢献賞の認知度向上を

図る施策を行うととも

に、東京大学をはじめ

とした大学等との新た

な連携を強化した。 

(※) 令和7年は世界第

6位（アジア太平洋地域

第 1位）  

 国際会議・学会等の日

本誘致に向け、国内の

主催者やコンベンショ

ンビューロー等と密接

に連携した誘致活動を

行い、大型国際会議や

地方都市への誘致成功

事例を創出した。 

 訪日インセンティブ旅

行市場における更なる

誘致拡大に向け、海外

見本市や商談会の開催

によりビジネス機会の

創出および拡大に貢献

するとともに、多様な

市場から旅行会社を招

請し、地方都市の視察

を実施した。 

 国内MICE業界向けにレ

ベル別研修を実施し、

人材育成と国内外ネッ

トワーク構築に貢献し

た。  

により、年度計画における所期の目標を

量的に上回るとともに国際会議・学会等

の日本誘致に向け、国内の主催者やコン

ベンションビューロー等と密接に連携

した誘致活動を行い、大型国際会議や地

方都市への誘致成功事例を創出するな

どの質的に上回る顕著な成果が得られ

ていると認められることから、「Ｓ」評定

とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は 

「Ｓ」評定が妥当であるとの意見で一

致した。 
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International 

Association of 

Professional 

Congress 

Organizers ／ 国 際

PCO 協会 

※2 コア PCO： 

会議運営会社（PCO）

のうち、国際会議を

主催する国際団体・

学術協会本部と契約 

し、国際会議の企画

や準備・ 運営をグロ

ーバルに担う PCO 

の国際会議・インセン

ティブ旅行主催者等

と、機構、国内の地方公

共団体及び民間事業者

等とのMICE商談件数及

び機構によるMICEセー

ルス件数を、毎年度平

均3,400件以上とする。 

 中期目標期間中、MICE

に関する国内外の商談

会及びセミナー（人材

育成・ウェビナー含む）

の国内参加者及び海外

参加者による評価につ

いて、それぞれ 4 段階

評価で最上位の評価を

得る割合を毎年度平均

40％以上とする。  

 中期目標期間中、機構

が行ったMICE関係の情

報発信の接触者数（機

構からの送信先相手方

数・延べ数）を毎年度平

均 12万人以上とする。 

 

の提供等のプロモーション

に取り組む。 

 

※1 IAPCO：International 

Association of 

Professional Congress 

Organizers／国際 PCO 協会 

※2コア PCO：会議運営会社

（PCO）のうち、国際会議を

主催する国際団体・学術協

会本部と契約し、国際会議

の企画や準備・ 運営をグロ

ーバルに担う PCO 

 

数値目標 

 海外の国際会議・イン

センティブ旅行主催者

等と、機構、国内の地方

公共団体及び民間事業

者等とのMICE商談件数

及び機構によるMICEセ

ールス件数を、3,400 件

以上とする。 

 MICE に関する国内外の

商談会及びセミナー

（人材育成・ウェビナ

ー含む）の国内参加者

及び海外参加者による

評価について、それぞ

れ 4 段階評価で最上位

の評価を得る割合を平

均 40％以上とする。 

 機構が行ったMICE関係

の情報発信の接触者数

（機構からの送信先相

手方数・延べ数）を 12

万人以上とする。 

 

ステナビリティや防災に関するコンテンツが高い評

価を獲得し、満足度（4 段階評価のうち最上位評価）

100％を達成した。また、被招請者は機構と一般社団法

人日本コングレス・コンベンションビューローが共催

する「国際 MICE エキスポ（IME）」にも参加し、日本

各地のセラーと計 48 件の商談を行った。 

 

【国際的な業界団体との連携強化】 

· 有力な国際会議案件をもつ会議運営会社（PCO）の国際

団体である IAPCO（国際 PCO 協会）と締結したデステ

ィネーション・パートナーシップ協定に基づき、継続

して IAPCO 総会へ参加し人的ネットワークの構築を

図るととともに、IAPCO のニュースレターである The 

PCO を活用した情報発信（3回）や機構が行う人材育成

セミナーで連携を行った。また、次期マーケティング

戦略の策定に際し、IAPCO 加盟の PCO と日本の国際会

議誘致の方針について意見交換を行った。 

· 加えて、MICE の専門見本市 IMEX Frankfurt では 

IAPCO 関係者が日本ブースを訪問し機構のセミナー

に参加するなど、IAPCO メンバーである有力な PCO と

のネットワーク強化及び日本の PR を行うことができ

た。 

· ICCA（国際会議協会）の総会に職員を派遣し、国際会

議に係る最新トレンドの収集と人的ネットワークの

構築を図った。 

 

【新たなニーズに対応する専門人材の育成】 

· コンベンションビューロー、自治体、旅行業界等の国

内関係者を主な対象に、国際会議やインセンティブ旅

行に関する専門家による講義などを行う人材育成セ

ミナーを 2 件実施し、受講者数 284 名、満足度（4 段

階評価のうち最上位評価）65％を達成した。 

· E ラーニング形式で行った MICE セミナー（6～8月）で

は、外部有識者による講義のほか、機構海外事務所職

員による海外商談会に係る実践的スキルの講義を初

めて設けたところ、満足度（4 段階評価のうち最上位

評価）72％と好評を得た。 

· 上級者向けに 9 月に開催した MICE セミナー＜

Advanced＞では、IAPCO から講師を招き、国際会議誘

致・開催におけるサステナビリティの取組、AI の活用、

リード選定や提案書の書き方・プレゼンテーションス

 

以上のことから、業績向上

努力により、年度計画にお

ける所期の目標を量的及び

質的に上回る顕著な成果が

得られていると判断したた

め、評定をＳとする。 
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キルなど、最新トレンドを学ぶ講義やワークショップ

を英語にて実施した。今年度から、参加者の幅を広げ

るため、会場内で同時通訳を導入したほか、オンライ

ンによるライブ配信を行った。参加者からは、通訳や

ライブ配信による幅広い受講機会の創出と、MICE 業界

の世界のトレンドを学べたこと、講師及び他の参加者

との交流などが高い評価を得、満足度（4 段階評価の

うち最上位評価）は 68％となった。 

 

○ 国際会議の誘致・開催支援への取組 

【IAPCO と連携し、コア PCO に向けた情報発信や招請

等の実施】 

· 日本への会議誘致促進を目的とし、IAPCO（国際 PCO 

協会）と連携し、12 月に、コア PCO（大手会議運営会

社）から 4名、学協会の国際本部から 3名を招請し、

沖縄・千葉コースと新潟・山形コースに分かれて、国

際会議場等を視察した。会議施設やホテルに加え、国

際会議のレセプション等に活用可能なユニークベニ

ューの視察や文化体験等を紹介。参加者からは、国際

会議開催に適した魅力ある日本の地方都市を知るこ

とができたとして、満足度（4 段階評価のうち最上位

評価）100％の高評価を得た。 

· 機構は、関係省庁や地方自治体、コンベンションビュ

ーローや DMC と連携し、オールジャパン体制で国際会

議の誘致支援に取り組むとともに、効果的な開催支援

を行った。具体的には、主催者に対し、開催候補地の

選定、立候補提案書の作成支援、ギブアウェイの提供、

英語プレゼンテーション指導、ロビー活動や会議参加

者増を目的とした前回大会等での機構職員の派遣を

含む プロモーション支援、機構及び関係省庁からの

招請レター発出等の支援を計 55 件行った。 

＜誘致支援例＞ 

· 会議名：2029 年国際歯科研究学会（IADR）総会・学術

大会 

開催時期：2029 年 

開催都市：神奈川県横浜市 

参加者数：全体参加者約 5,000 名（うち海外参加

者約 4,750 名）   

· 会議名：2028 年 URSI アジア・太平洋電波科学会議

（URSI AP-RASC 2028） 

開催時期：2028 年 
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開催都市：富山県富山市 

参加者数：全体参加者約 700 名（うち海外参加者

約 500 名） 

· 会議名：第 20 回国際神経・筋学会（ICMMD2027） 

開催時期：2027 年 

開催都市：千葉県千葉市 

参加者数：全体参加者約 1,500 名（うち海外参加

者約 1000 名） 

  

＜開催支援例＞ 

· 会議名：第 27回アジア太平洋リウマチ学会 

開催時期：2025 年 

開催都市：福岡県福岡市 

参加者数：全体参加者約 2,611 名（うち海外参加

者約 1,856 名） 

· 会議名：2025 年フォトニクス・電磁波工学研究に関す

るシンポジウム 

開催時期：2025 年 

開催都市：千葉県千葉市 

参加者数：全体参加者 1,635 名（うち海外参加者

1,294 名） 

 

【国内学協会・大学・研究機関等の研究者向けセミナ

ーや説明会の実施】 

· 国際会議の日本への誘致促進や、国際会議開催の意義

における啓蒙活動などを担うことを目的に MICE アン

バサダーを任命しており、今年度は、計 66名のアンバ

サダーに活動いただいた。国際会議誘致開催の意義に

かかる各種広報活動にご協力いただいた他、「2029 年

国際歯科研究学会（IADR）総会・学術大会（参加者約

5,000 名）」等の大型会議の誘致や、「2028 年 URSI アジ

ア・太平洋電波科学会議（URSI AP-RASC 2028）」（富山

県富山市）、「ISO TC37 年次総会（香川県高松市）」等

地方での会議誘致・ 開催においてご活躍いただいた。

また、新任アンバサダーとして、有識者による審査会

を経て新たに 4 名を選定した。 

· 大学において研究者のサポートを行うリサーチ・アド

ミニストレーター（RA）との連携強化を目的に、昨年

度より一般社団法人リサーチ・アドミニストレーショ

ン協議会の賛助会員として加盟している。今年度は 10 

月に熊本で開催された RA 協議会年次大会において、
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ブース出展およびランチョンセミナーを行い、国際会

議誘致開催における機構の活動を周知した。ランチョ

ンセミナーには 71名が参加し、満足度（4段階評価の

うち最上位評価）は 76％となった。 

· また、昨年度の RA 協議会出展を契機にネットワーク

を得たことから、5 月に東京大学の URA 推進室と連携

した学内 RA 向けのオンラインセミナーを初めて開催

し、機構の国際会議誘致・開催支援について説明を行

った。実施後のアンケート結果では機構が行う国際会

議誘致・開催支援内容への興味関心の高さがうかがえ

たほか、国際会議の案件情報も得ることができた。 

また、国内学協会・大学・研究機関等の関係者に向け

て、日本における国際会議の誘致・開催の意義及び効

果的な国際会議の誘致・開催手法等を共有するため、

日本学術会議後援のもと、国際会議主催者セミナー

を、12 月に東京大学にて開催した。今後国際会議の誘

致・開催を検討する主催者とのネットワークを図ると

ともに、潜在的な国際会議主催者の掘り起こしを行

い、セミナー参加者数は対面開催・オンデマンド配信

で合計 203 名、満足度（4段階評価のうち最上位評価）

は 68％となった。 

 

【MICE 開催に係るレガシー効果の共有】 

 日本で開催された国際会議の主催者への取材（2件）を

通して、ベストプラクティスとして誘致開催ノウハウ

やサステナビリティの取組等を集約し、機構が運営す

る日本語ウェブサイトにて記事及びインタビュー動画

として国内主催者向けに情報発信を行った。 

 機構では、主催者や開催都市の関係者等の努力や功績

を称えるとともに、ベストプラクティスとなる事例を

広く共有し、国際会議の誘致・開催を促進することを

目的とした表彰制度「国際会議誘致・開催貢献賞」を実

施している。今年度は、国際会議誘致の部で 4 件、国

際会議開催の部（大規模会議部門）で 4 件、国際会議

開催の部（中小規模会議部門）で 5件の計 13件が受賞

会議として選定した。今年度は東京や京都に並び、鶴

岡、福山、高松、長崎など地方都市で開催された会議が

複数選定され、中高生のポスター発表など次世代育成

に貢献する取組や、地元企業が協働したヴィーガンメ

ニュー開発など、地域社会と連携した取組事例が高い

評価を獲得した。また、四国新聞や長崎新聞など計 10
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件のメディア掲載があった。加えて、本賞の認知度向

上と応募促進を目的に、新たにロゴマーク制定した。 

 

○ ミーティング・インセンティブ旅行の誘致・開催支援

への取組 

【付加価値のあるインセンティブ旅行コンテンツや

体験の磨き上げ支援】 

· インセンティブ旅行の視察を実施するにあたり、事前

に地元コンベンションビューローと調整するととも

に、参加者アンケートをもとに、視察コンテンツへの

評価や改善点に関するフィードバックレポートを作

成し、コンテンツの磨き上げに活用いただけるよう、

コンベンションビューローに提供した（対象地域：宇

都宮、茨城（県）、水戸、つくば）。 

 

【市場毎に最適化された情報の提供】 

· 本部及び各海外事務所にて、海外の MICE 取扱旅行会

社、PCO、ミーティングプランナーに対してニュースレ

ター等により、市場のニーズにあった情報提供を行っ

た。また BtoB 向け SNS（LinkedIn)では国内ステーク

スホルダーのコンテンツ掲載希望を広く募り、日本な

らではのユニークベニューや文化体験などのコンテ

ンツを発信した。MICE 関係の情報発信における接触者

数は、年間目標 12万人に対して約 19.9 万人に達し、

MICE ウェブサイトの各種資料のダウンロード数や案

件への照会数の増加につながった。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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●一定の事業等のまとまり：国内支援業務 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 国内支援業務（一定の事業等まとまり） 

業務に関連する政策・施

策 

政策目標 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・

強化 

施策目標 20 観光立国を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国際観光振興機構法 第 9条 第 1号、第 2号、第 3号 

通訳案内士法 第 11 条 

当該項目の重要度、困難

度 

重要度：高 

（2）国内支援業務（デスティネーションとしての魅力向上に向けた取組） 

①地方への支援強化 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ① 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 指標等 達成目標 基準値 

（ 前 中 期

目 標 期 間

最 終 年 度

値等） 

令和 

5 年度 

（達成率） 

令和 

6 年度 

（達成率） 

令和 

7 年度 

（達成率） 

令和 

8 年度 

 

令和 

9 年度 

 

  令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

9 年度 

 

①
地
方
へ
の
支
援
強
化 

個別コンサ

ル件数 

4,000 件  4,702 件 

（118％） 

4,533 件 

（113％） 

 

4,566 件 

(114%) 

   予算額 

（千円） 

632,742 625,107 757,504   

セミナー・

研修会の開

催回数 

25 回  33 回 

（132％） 

35 回 

（140％） 

 

38 回 

(152%) 

   決算額 

（千円） 

641,040 

 

676,571 724,389   

セミナー・

研修会の参

加人数 

1,000 人  1,167 人 

（117％） 

2,324 人 

（232％） 

 

1,950 人 

(195%) 

   経常費用 

（千円） 

176,784 

 

582,047 720,780   

セミナー・

研修会の参

加者評価 

最上位評価

割合 50％

 70.5％ 

（141％） 

69.3％ 

（139％） 

 

75.7% 

(151%) 

   経常利益 

（千円） 

245,250 

 

676,941 822,086   

（特定テー

マ）セミナ

ー・研修会

の開催回数 

10 回  15 回 

（150％） 

16 回 

（160％） 

18 回 

(180%) 

   行政コスト 

（千円） 

176,784 582,047 724,713   

（特定テー

マ）セミナ

ー・研修会

の参加者評

価 

最上位評価

割合 50％ 

 67.1％ 

（134％） 

59.3％ 

（119％） 

 

75.0% 

(150%) 

   従事人員数 - 

 

- -   

地方コンテ

ンツ投稿数

3,700 回  6,489 回 

（175％） 

8,024 回 

（217％） 

8,276 回 

（224％） 
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（再掲） 

関係機関へ

の情報提供

回数 

2 回  3 回 

（150％） 

2 回 

（100％） 

3 回 

(150%) 

          

②
訪
日
旅
行
の
満
足
度
向
上

に
資
す
る
取
組 

観光案内所

向けの研修

会の評価 

 

最上位評価 

割合 60％ 

 77.4％ 

（129％） 

83.3% 

（139％） 

 

75.8％ 

（126％） 

          

観光案内所

向けの情報

提供の評価 

 

最上位評価 

割合 50％ 

 50.2％ 

（100％） 

37.5％ 

（75％） 

 

65.4％ 

（131％） 

          

 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハ

ウ、海外事務所、本部と

国内関係者との機能的

ネットワークを最大限

活用し、観光魅力の向

上や地方によるプロモ

ーションの高度化、持

続可能な観光の推進に

資する地方への支援を

強化し、各地域のマー

ケティング力を高める

ことで、我が国のイン

バウンド推進の基盤強

化を図る。 

具体的には、広域連

携 DMO をはじめとする

DMO や地方運輸局など

各地域との連携強化、

海外市場の最新動向や

求められるコンテンツ

を踏まえた地域へのコ

ンサルティング・情報

提供、地方の観光コン

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハ

ウ、海外事務所、本部と

国内関係者との機能的ネ

ットワークを最大限活用

し、観光魅力の向上や地

方によるプロモーション

の高度化、持続可能な観

光の推進に資する地方へ

の支援を強化し、各地域

のマーケティング力を高

めることで、我が国のイ

ンバウンド推進の基盤強

化を図る。 

具体的には、広域連携

DMO をはじめとする DMO

や地方運輸局など各地域

との連携強化、海外市場

の最新動向や求められる

コンテンツを踏まえた地

域へのコンサルティン

グ・情報提供、地方の観

光コンテンツの募集・収

集・海外への発信等に取

（2）国内支援業務 

①地方への支援強化 

 機構の知見やノウハ

ウ、海外事務所、本部と

国内関係者との機能的ネ

ットワークを最大限活用

し、観光魅力の向上や地

方誘客に資するプロモー

ションの高度化、持続可

能な観光の推進に資する

地域への支援を強化し、

マーケティング力を高め

ることで、我が国のイン

バウンド推進の基盤強化

を図る。 

具体的には、各地での研

修会開催等を通じて地域

との関係構築を図るとと

もに、広域連携 DMO や地

方運輸局と連携した地域

のニーズを踏まえた事業

実施をはじめ、DMO・自治

体・地方運輸局など各地

域との連携強化に取り組

む。また、海外市場の最

＜主な定量的指標＞ 

①地方への支援強化 

 事業パートナーに対

する機構職員による

個別コンサルティン

グ件数を4,000 件以

上とする。  

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会の開

催回数を 25 回以上

とする。  

 機構が実施する自治

体・DMO等向けセミナ

ー・研修会の参加人

数を 1,000 人以上と

する。（総合的内容で

広く対象者を募り開

催するもの）  

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会参加

者による評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

＜主な業務実績＞ 

各項目の具体的な取組実績は、各項の「主な業務実

績」を参照 

1（2）①地方への支援強化 

1（2）②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環

境整備） 

 

＜数値目標達成率＞ 

（2）①地方への支援強化 

 事業パートナーに対する機構職員による個別コ

ンサルティング件数（目標：4,000 件以上、達

成率：114％） 

 機構が実施する自治体・DMO 等向けのセミナー・

研修会の開催回数（目標：25回以上、達成率：

152％）  

 機構が実施する自治体・DMO 等向けセミナー・研

修会の参加人数（総合的内容で広く対象者を募

り開催するもの） （目標：1,000 人以上、達成

率：195％） 

 機構が実施する自治体・DMO 等向けのセミナー・

研修会参加者による評価について、4 段階評価

で最上位の評価を得る割合（目標：平均 50％以

上、達成率：151％）  

 機構が実施する特定テーマ（=(1)②に記載の「高

付加価値」・「テーマ別」（サステナブル・ツーリ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

（2）①地方への支援強化 

数値目標については、好調なイ

ンバウンド需要に対応した受入

基盤の強化に向けて、地域ニー

ズを踏まえた施策を実行し、大

半の項目において大幅に達成と

なる成果になった。 

また、数値以外の要素として、主

に以下の成果を残した。 

 地域によるインバウンドへ

の取組支援や賛助団体・会

員のマーケティング支援の

ため、研修会、セミナー、ウ

ェブサイトを通じて、最新

の市場動向や地域における

取組事例等の情報提供を実

施。また、きめ細やかなコン

サルティングを通じて、地

域のプロモーション高度化

および賛助団体・会員の満

足度の向上を図った。 

 機構の各プロモーションに

評定 Ａ 

＜細分化した項目の評定の算術平均＞ 

（Ａ４点×１項目×２（重要度の高い項

目のため）＋Ａ４点×１項目）÷（２項

目+１）＝４．００ 

⇒算術平均に最も近い評定は「Ａ」評定

である。 

※算定にあたっては評定毎の点数を、

Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２

点、Ｄ：１点とし、重要度の高い項目に

ついては加重を２倍としている。 

※算術平均値は小数点第二位で四捨五

入 

 

＜評価に至った理由＞ 

【総合評価】   

（2）①地方への支援強化では、研修会、

セミナー、ウェブサイトを通じて、地域

によるインバウンドへの取組支援や賛

助団体・会員のマーケティング支援を行

ったほか、きめ細やかなコンサルティン

グを通じて、地域のプロモーション高度

化および賛助団体・会員の満足度の向上

を図った。 

また、機構の各プロモーションにおけ
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テンツの募集・収集・海

外への発信等に取り組

む。また、訪日客の受入

環境の向上に向けて、

受け皿となる観光地に

おける地域交通や決済

システムなどの現地の

ニーズや課題を把握し

て関係機関への情報提

供による働きかけを通

じて課題の解決に積極

的に貢献する。 

 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入

環境整備） 

観光案内所の更なる

質の向上を図るため、

DX の活用による情報

発信の強化や観光案内

所間のネットワーク・

連携の拡充、体験型コ

ンテンツの提供といっ

た旅行者ニーズを踏ま

えた提供サービスの拡

充、 

観光地の周遊促進に資

する機能強化を支援す

る。さらに、多様な業態

への制度周知を行い、

必要な場所への認定案

内所の設置を促進す

る。ツーリスト・インフ

ォメーション・センタ

ー（TIC）については、

案内所支援業務の中核

として全国の案内所と

の連携を強化する。 

また、ユニバーサル

対応や災害・医療機関

に関する情報提供の拡

り組む。実施にあたって

は、消費額増大や地方へ

の誘客に資する市場開拓

を目指し、「高付加価値」・

「テーマ別」（サステナブ

ル・ツーリズム、アドベ

ンチャートラベル、欧米

豪市場の訪日無関心層向

けプロモーション等、取

組の成果や市場動向等を

踏まえ、重点的に取り組

むテーマについて毎年度

設定）に係る内容も考慮

する。また、訪日客の受

入環境の向上に向けて、

受け皿となる観光地にお

ける地域交通や決済シス

テムなどの現地のニーズ

や課題を把握して関係機

関への情報提供による働

きかけを通じて課題の解

決に積極的に貢献する。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、事

業パートナーに対

する機構職員によ

る個別コンサルテ

ィング件数を毎年

度平均4,000件以上

とする。  

 中期目標期間中、機

構が実施する自治

体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会の開

催回数を毎年度平

均 25 回以上とす

る。  

 中期目標期間中、機

構が実施する自治

体・DMO 等向けセミ

新動向や求められるコン

テンツを踏まえた地域へ

のコンサルティング・情

報提供、地域の観光コン

テンツの募集・収集・海

外への発信強化等に取り

組み、その実施にあたっ

ては、消費額増大や地方

への誘客に資する市場開

拓を目指し、「高付加価

値」・「テーマ別（サステ

ナブル・ツーリズム、ア

ドベンチャートラベル、

大阪・関西万博等、取組

の成果や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り組む

テーマについて設定）」に

係る内容も考慮する。    

また、訪日客の受入環境

の向上に向けて、受け皿

となる観光地における地

域交通や決済システムな

どの現地のニーズや課題

を把握して関係機関への

情報提供による働きかけ

を通じて課題の解決に積

極的に貢献する。 

 

数値目標 

 事業パートナーに

対する機構職員に

よる個別コンサル

テ ィ ン グ 件 数 を

4,000 件以上とす

る。 

 機構が実施する自

治体・DMO 等向けの

セミナー・研修会の

開催回数を 25 回以

上とする。 

 機構が実施する自

が平均50％以上とす

る。  

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記

載の「高付加価値」・

「テーマ別」サステ

ナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラ

ベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプ

ロモーション等、取

組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマに

ついて毎年度設定）

に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・

研修会の開催回数を

10回以上とする。（上

記回数の内数）  

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記

載の「高付加価値」・

「テーマ別」（サステ

ナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラ

ベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプ

ロモーション等、取

組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマに

ついて毎年度設定）

に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・

研修会参加者による

評価について、4段階

評価で最上位の評価

を得る割合を平均

50％以上とする。（上

記評価の内数）  

ズム、アドベンチャートラベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプロモーション等、取組の成

果や市場動向等を踏まえ、重点的に取り組むテ

ーマについて毎年度設定）に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・研修会の開催回数（目標：

10 回以上、達成率：180％）（上記回数の内数） 

 機構が実施する特定テーマ（=(1)②に記載の「高

付加価値」・「テーマ別」（サステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャートラベル、欧米豪市場の

訪日無関心層向けプロモーション等、取組の成

果や市場動向等を踏まえ、重点的に取り組むテ

ーマについて毎年度設定）に関する自治体・DMO 

等向けのセミナー・研修会参加者による評価に

ついて、4 段階評価で最上位の評価を得る割合

（目標：平均 50％以上、達成率：150％）（上記

評価の内数）  

 機構の SNS での地方コンテンツ投稿数（目標：

3,700 回以上、達成率：224％） 【再掲】 

 把握した訪日客の受入環境に係るニーズや課題

の関係機関への情報提供回数（目標：2回以上、

達成率：150％）  

 

（2）②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環

境整備） 

 機構が実施した外国人観光案内所向けの研修会

の参加者による評価について、4 段階評価で最

上位の評価を得る割合（目標：平均 60％以上、

達成率：126％）  

 機構による外国人観光案内所向けの情報提供

（災害・医療機関等情報含む）に対する外国人

観光案内所による評価について、4 段階評価で

最上位の評価を得る割合（目標：平均 50％以上、

達成率：131％）  

 

おける地域との相互連携体

制の構築のため、広域連携

DMO と締結している連携協

定もふまえ、事業計画段階

からの連携拡大、地域が推

奨する地域コンテンツの収

集・発信やコンテンツの磨

き上げに資する助言を実

施。 

 地域の魅力をよく知る地方

運輸局及び広域連携 DMO と

連携し、地域の隠れた魅力

や最新コンテンツ等と、機

構の知見・ノウハウをかけ

合わせたプロモーションを

実施するなど、連携の深度

化を図った。 

 

（2）②訪日旅行の満足度向上に

資する取組（受入環境整備） 

数値目標については、全ての項

目で大幅達成となる成果になっ

た。 

数値以外の要素として、主に以

下の成果を残した。 

 24 時間 365 日、SNS やウェ

ブサイトで自然災害等発生

時に迅速な情報発信を行う

とともに、多言語コールセ

ンターを運営し、｢デジタ

ル｣と｢人｣の両輪で旅行者

の旅の安全･安心の確保に

寄与。 

 JNTO が認定する外国人観光

案内所向け専用サイトやメ

ールマガジンをリニューア

ルし、内容の充実化を図っ

たことで、案内所への情報

提供に対する全国の案内所

の満足度が大幅に向上。 

 インバウンド受入環境に係

る地域との相互連携体制の構築のため、

事業計画段階からの連携拡大、地域が推

奨する地域コンテンツの収集・発信やコ

ンテンツの磨き上げに資する助言を実

施したほか、地方運輸局及び広域連携

DMO と連携し、地域の隠れた魅力や最新

コンテンツ等と、機構の知見・ノウハウ

をかけ合わせたプロモーションを実施

するなど、連携の深度化が図られた。 

 

（2）②訪日旅行の満足度向上に資す

る取組（受入環境整備）では、24 時間 365

日、SNS やウェブサイトで自然災害等発

生時に迅速な情報発信を行うとともに、

多言語コールセンターを運営し、旅行者

の旅の安全･安心の確保に寄与した。 

JNTO 認定外国人観光案内所向け専用

サイトやメールマガジンの内容を充実

することにより、案内所への情報提供に

対する全国の案内所の満足度が大幅に

向上した。 

機構の知見を活かした調査を実施し

認定案内所や関係機関へ情報提供する

とともに、現場の実態に即した分析結果

を受入環境整備の取組に反映した。 

全国通訳案内士試験事務を円滑に運

営すると共に、オンラインセミナー等の

継続的な取組を通じて認知度向上を図

った結果、受験者数が約 140 名増加し

た。 

 

【数値目標】 

数値目標については、大半の項目で目

標達成率が120%を超えるなど、所期の目

標を上回る成果が得られていると認め

られる。 

 

以上のことから、機構の業績向上努力

により、年度計画における所期の目標を

上回る成果が得られていると認められ

るため、評定を「Ａ」とする。 
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充、観光関係事業者や

自治体と連携した情報

発信等、訪日外国人旅

行者の安全・安心の確

保に資する受入環境整

備を推進する。 

加えて、通訳案内士

試験事務の安定的・効

率的な運営及び通訳案

内士の質的向上に取り

組む。 

ナー・研修会の参加

人数を毎年度平均

1,000 人以上とす

る。（総合的内容で

広く対象者を募り

開催するもの）  

 中期目標期間中、機

構が実施する自治

体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会参加

者による評価につ

いて、4 段階評価で

最上位の評価を得

る割合が毎年度平

均 50％以上とする。 

 中期目標期間中、機

構が実施する特定

テーマ（=（１）②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心

層向けプロモーシ

ョン等、取組の成果

や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り

組むテーマについ

て毎年度設定）に関

する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研

修会の開催回数を

毎年度平均 10 回以

上とする。（上記回

数の内数）  

 中期目標期間中、機

構が実施する特定

テーマ（=（１）②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

治体・DMO 等向けセ

ミナー・研修会の参

加人数を 1,000 人

以上とする。（総合

的内容で広く対象

者を募り開催する

もの） 

 機構が実施する自

治体・DMO 等向けの

セミナー・研修会参

加者による評価に

ついて、4 段階評価

で最上位の評価を

得 る 割 合 が 平 均

50％以上とする。 

 機構が実施する特

定テーマ（=(1)②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心

層向けプロモーシ

ョン等、取組の成果

や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り

組むテーマについ

て毎年度設定）に関

する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研

修会の開催回数を

10 回以上とする。

（上記回数の内数） 

 機構が実施する特

定テーマ（=(1)②に

記載の「高付加価

値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、欧米豪

  【再掲】機構の SNS

での地方*コンテン

ツ投稿数を 3,700 回

以上とする。*地方=

三大都市圏（東京、神

奈川、千葉、埼玉、愛

知、大阪、京都、兵庫）

以外  

 把握した訪日客の受

入環境に係るニーズ

や課題の関係機関へ

の情報提供回数を 2

回以上とする。  

 

②訪日旅行の満足度向上

に資する取組（受入環境

整備） 

 機構が実施した外国

人観光案内所向けの

研修会の参加者によ

る評価について、4段

階評価で最上位の評

価を得る割合を平均

60％以上とする。  

 機構による外国人観

光案内所向けの情報

提供（災害・医療機関

等情報含む）に対す

る外国人観光案内所

による評価につい

て、4段階評価で最上

位の評価を得る割合

を平均50％以上とす

る。  

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

①地方への支援強化 

在外公館や地方自治体等

る課題を把握し、機構の知

見を活かした調査を実施し

認定案内所や関係機関へ情

報提供した。現場の実態に

即した分析結果を受入環境

整備の取組に反映してい

く。 

 全国通訳案内士試験の公正

性・適正性を確保しながら、

試験事務を円滑に運営する

と共に、オンラインセミナ

ー等の継続的な取組を通じ

て認知度向上を図った結

果、受験者数が約 140 名増

加。 

 

以上のことから、業績向上努力

により、年度計画における所期

の目標を上回る成果が得られて

いると判断したため、評定をＡ

とする。 

 

＜課題と対応＞ 

訪日旅行者の満足度向上に向け

て、地域ニーズを踏まえた施策

を実行し、より実効性がある消

費額増加、地方誘客の促進に資

する取組を強化する必要があ

る。機構が有する知見を活用し、

地域におけるプロモーションの

更なる高度化、地域のコンテン

ツの磨き上げに向けた支援を行

う。 観光案内所の機能強化に資

する取組を行い、災害時･緊急時

の迅速かつ正確な情報発信等を

通じて、質の高い受入体制の整

備に努める。   

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
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ステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャ

ートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心

層向けプロモーシ

ョン等、取組の成果

や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り

組むテーマについ

て毎年度設定）に関

する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研

修会参加者による

評価について、4 段

階評価で最上位の

評価を得る割合を

毎年度平均 50％以

上とする。（上記評

価の内数）  

 【再掲】中期目標期

間中、機構の SNS で

の地方*コンテンツ

投稿数を毎年度平

均3,700回以上とす

る。 

*地方=三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、愛

知、大阪、京都、兵庫）

以外  

 中期目標期間中、把

握した訪日客の受

入環境に係るニー

ズや課題の関係機

関への情報提供回

数を毎年度平均2回

以上とする。  

 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入環

境整備） 

観光案内所の更なる質

市場の訪日無関心

層向けプロモーシ

ョン等、取組の成果

や市場動向等を踏

まえ、重点的に取り

組むテーマについ

て毎年度設定）に関

する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研

修会参加者による

評価について、4 段

階評価で最上位の

評価を得る割合を

平均 50％以上とす

る。（上記評価の内

数） 

 【再掲】機構の SNS

での地方*コンテン

ツ投稿数を3,700回

以上とする。*地方=

三大都市圏（東京、

神奈川、千葉、埼玉、

愛知、大阪、京都、

兵庫）以外 

 把握した訪日客の

受入環境に係るニ

ーズや課題の関係

機関への情報提供

回数を2回以上とす

る。 

 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入環

境整備） 

 観光案内所の更なる質

の向上を図るため、DX の

活用による情報発信の強

化や観光案内所間のネッ

トワーク・連携の拡充、

体験型コンテンツの提供

といった旅行者ニーズを

と連携し、オールジャパ

ン体制で訪日外国人旅行

者の戦略的誘客が実現し

ているか。 

地方への訪日外国人旅行

者の誘客のために、地域

への誘客・消費につなが

る外国人目線ニーズ等の

情報提供や相談対応、地

域の観光資源をプロモー

ションしていくための助

言等を通じて、地方が行

うプロモーションの質の

向上を支援しているか。 

 

②訪日旅行の満足度向上

に資する取組（受入環境

整備） 

「観光立国推進基本計

画」を踏まえ、観光案内所

の体制（1,500 か所以上）

を維持しつつ、観光案内

所のブランド力強化、サ

ービスの質の向上、持続

可能な観光、自然災害や

感染症等への対応等の課

題の解決が図られている

か。 

そのために、DX 技術の活

用や観光案内所間の連携

強化・ネットワーク化等

の観光案内所の機能強化

の取組を進められている

か。 

TICについて、機構のネッ

トワークや民間のノウハ

ウを取り入れた効果的な

運営により、対面による

質の高い情報提供を行う

とともに、案内所支援業

務の中核として全国の案
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の向上を図るため、DX の

活用による情報発信の強

化や観光案内所間のネッ

トワーク・連携の拡充、

体験型コンテンツの提供

といった旅行者ニーズを

踏まえた提供サービスの

拡充、観光地の周遊促進

に資する機能強化を支援

する。さらに、多様な業

態への制度周知を行い、

必要な場所への認定案内

所の設置を促進する。ツ

ーリスト・インフォメー

ション・センター（TIC）

については、案内所支援

業務の中核として全国の

案内所との連携を強化す

る。 

また、ユニバーサル対

応や災害・医療機関に関

する情報提供の拡充、観

光関係事業者や自治体等

と連携した情報発信等、

訪日外国人旅行者の安

全・安心の確保に資する

受入環境整備を推進す

る。 

加えて、通訳案内士試

験事務の安定的・効率的

な運営及び通訳案内士の

質的向上に取り組む。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、機

構が実施した外国

人観光案内所向け

の研修会の参加者

による評価につい

て、4 段階評価で最

上位の評価を得る

踏まえた提供サービスの

拡充、観光地の周遊促進

に資する機能強化を支援

する。さらに、多様な業

態への制度周知を行い、

必要な場所への認定案内

所の設置を促進する。ツ

ーリスト・インフォメー

ション・センター（TIC）

については、案内所支援

業務の中核として全国の

案内所との連携を強化す

る。 

 また、ユニバーサル対

応や災害・医療機関に関

する情報提供の拡充、観

光関係事業者や自治体等

と連携した情報発信等、

訪日外国人旅行者の安

全・安心の確保に資する

受入環境整備を推進す

る。 

加えて、通訳案内士試験

事務の安定的・効率的な

運営及び通訳案内士の質

的向上に取り組む。 

 

数値目標 

 機構が実施した外

国人観光案内所向

けの研修会の参加

者による評価につ

いて、4 段階評価で

最上位の評価を得

る割合を平均 60％

以上とする。 

 機構による外国人

観光案内所向けの

情報提供（災害・医

療機関等情報含む）

に対する外国人観

内所との連携を強化して

いるか。 

改正通訳案内士法によ

る新たな制度の元で、全

国通訳案内士試験を安定

的に実施していくため、

更なる事務の効率化等を

図りながら、全国通訳案

内士試験の実施に関する

事務を行っているか。 
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割合を毎年度平均

60％以上とする。  

 中期目標期間中、機

構による外国人観

光案内所向けの情

報提供（災害・医療

機関等情報含む）に

対する外国人観光

案内所による評価

について、4 段階評

価で最上位の評価

を得る割合を毎年

度平均 50％以上と

する。  

 

光案内所による評

価について、4 段階

評価で最上位の評

価を得る割合を平

均 50％以上とする。 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（2）国内支援業務（デスティネーションとしての魅力向上に向けた取組） 

①地方への支援強化 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

  
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

  

①地方への支援強

化 

機構の知見やノ

ウハウ、海外事務

所、本部と国内関

係者との機能的ネ

ットワークを最大

限活用し、観光魅

力の向上や地方に

よるプロモーショ

ンの高度化、持続

可能な観光の推進

に資する地方への

支援を強化し、各

地域のマーケティ

ング力を高めるこ

とで、我が国のイ

ンバウンド推進の

基盤強化を図る。 

具体的には、広

域連携 DMO をはじ

めとする DMO や地

方運輸局など各地

域との連携強化、

海外市場の最新動

向や求められるコ

ンテンツを踏まえ

た地域へのコンサ

ルティング・情報

提供、地方の観光

コンテンツの募

集・収集・海外への

発信に取り組む。

また、訪日客の受

入環境の向上に向

けて、受け皿とな

①地方への支援強化 

機構の知見やノウハウ、海

外事務所、本部と国内関係者

との機能的ネットワークを最

大限活用し、観光魅力の向上

や地方によるプロモーション

の高度化、持続可能な観光の

推進に資する地方への支援を

強化し、各地域のマーケティ

ング力を高めることで、我が

国のインバウンド推進の基盤

強化を図る。 

具体的には、広域連携 DMO

をはじめとする DMO や地方運

輸局など各地域との連携強

化、海外市場の最新動向や求

められるコンテンツを踏まえ

た地域へのコンサルティン

グ・情報提供、地方の観光コン

テンツの募集・収集・海外への

発信等に取り組む。実施にあ

たっては、消費額増大や地方

への誘客に資する市場開拓を

目指し、「高付加価値」・「テー

マ別」（サステナブル・ツーリ

ズム、アドベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の訪日無関心

層向けプロモーション等、取

組の成果や市場動向等を踏ま

え、重点的に取り組むテーマ

について毎年度設定）に係る

内容も考慮する。また、訪日客

の受入環境の向上に向けて、

受け皿となる観光地における

地域交通や決済システムなど

の現地のニーズや課題を把握

①地方への支援強化 

 機構の知見やノウハウ、

海外事務所、本部と国内関

係者との機能的ネットワ

ークを最大限活用し、観光

魅力の向上や地方誘客に

資するプロモーションの

高度化、持続可能な観光の

推進に資する地域への支

援を強化し、マーケティン

グ力を高めることで、我が

国のインバウンド推進の

基盤強化を図る。 

具体的には、各地での研修

会開催等を通じて地域と

の関係構築を図るととも

に、広域連携 DMO や地方運

輸局と連携した地域のニ

ーズを踏まえた事業実施

をはじめ、DMO・自治体・地

方運輸局など各地域との

連携強化に取り組む。ま

た、海外市場の最新動向や

求められるコンテンツを

踏まえた地域へのコンサ

ルティング・情報提供、地

域の観光コンテンツの募

集・収集・海外への発信強

化等に取り組み、その実施

にあたっては、消費額増大

や地方への誘客に資する

市場開拓を目指し、「高付

加価値」・「テーマ別（サス

テナブル・ツーリズム、ア

ドベンチャートラベル、大

阪・関西万博等、取組の成

＜主な定量的指標＞ 

 事業パートナ

ーに対する機

構職員による

個別コンサル

ティング件数

を 4,000 件以

上とする。 

 機構が実施す

る自治体・DMO 

等向けのセミ

ナー・研修会の

開催回数を 25 

回以上とする。 

 機構が実施す

る自治体・DMO 

等向けセミナ

ー・研修会の参

加 人 数 を 

1,000 人以上

とする。（総合

的内容で 広く

対象者を募り

開催するもの） 

 機構が実施す

る自治体・DMO 

等向けのセミ

ナー・研修会参

加者による評

価について、4 

段階評価で 最

上 位の評価を

得る割合が平

均 50％以上と

する。 

 機構が実施す

＜主な業務実績＞  
具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

○ 観光魅力の向上や地方によるプロモーショ

ンの高度化、持続可能な観光の推進に資する

地方への支援強化 

【各地での研修会開催や本部職員・海外事務

所現地職員によるコンテンツ視察等を通じた

地域との関係構築】 

 地域のインバウンド関係者に対して機構の

知見やノウハウを活かした実用的な情報提

供を行うため、6月から 12 月にかけて、自治

体・DMO 等を対象としたインバウンド研修会

を全国 10 都市にて開催をし、高付加価値旅

行やアドベンチャートラベル等特定テーマ

を中心に講演を実施した。また、北海道・四

国・中国では、それぞれ 7月・8月・11 月に、

研修会にあわせて当機構の海外現地職員に

よる現地訪問を実施し、コンテンツの磨き上

げ支援を目的とした地域へのフィードバッ

クを行った。 

 地域のインバウンド関係者を対象に、オンラ

イン方式のセミナーを 2回開催。インバウン

ドの基礎知識を伝える入門セミナーを 6 月

に、データ活用方法を伝える地域セミナーを

11 月に開催した。 

 機構ウェブサイトの地域インバウンド促進

ページにてノウハウや地域の取組事例等を

紹介。4月から 2月までに 12 記事を掲載する

とともに、SNS 等で情報発信を行った。 

（成果） 

 インバウンド研修会 10回開催。389 名参

加（目標 300 名）。最上位評価 72.1%（目

標 50.0%）。 

 入門セミナー1回。682 名参加（目標 200

名)最上位評価 71.5%（目標 50.0%）。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

数値目標については、好調なインバウ

ンド需要に対応した受入基盤の強化に

向けて、地域ニーズを踏まえた施策を

実行し、大半の項目において大幅に達

成となる成果になった。 

 事業パートナーに対する機構職員

による個別コンサルティング件

数：4,566 件（目標：4,000 件以

上、達成率：114％） 

 機構が実施する自治体・DMO 等向

けのセミナー・研修会の開催回数：

38 回（目標：25回以上、達成率：

152％）  

 機構が実施する自治体・DMO 等向

けセミナー・研修会の参加人数（総

合的内容で広く対象者を募り開催

するもの）：1,950 人（目標：1,000

人以上、達成率：195％）  

 機構が実施する自治体・DMO 等向

けのセミナー・研修会参加者によ

る評価について、4 段階評価で最

上位の評価を得る割合：75.7％（目

標：平均 50％以上、達成率：151％） 

 機構が実施する特定テーマ（=(1)

②に記載の「高付加価値」・「テー

マ別」（サステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心層向けプロモー

ション等、取組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的に取り組むテ

ーマについて毎年度設定）に関す

る自治体・DMO 等向けのセミナー・

研修会の開催回数：18回（目標：

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

【総合評価】 

研修会、セミナー、ウェブサイトを

通じて、最新の市場動向や地域にお

ける取組事例等の情報提供を実施

し、地域によるインバウンドへの取

組支援や賛助団体・会員のマーケテ

ィング支援を行ったほか、きめ細や

かなコンサルティングを通じて、地

域のプロモーション高度化および

賛助団体・会員の満足度の向上を図

った。 

また、機構の各プロモーションにお

ける地域との相互連携体制の構築

のため、広域連携 DMO と締結してい

る連携協定もふまえ、事業計画段階

からの連携拡大、地域が推奨する地

域コンテンツの収集・発信やコンテ

ンツの磨き上げに資する助言を実

施。 

さらには地域の魅力をよく知る地

方運輸局及び広域連携 DMO と連携

し、地域の隠れた魅力や最新コンテ

ンツ等と、機構の知見・ノウハウを

かけ合わせたプロモーションを実

施するなど、連携の深度化が図られ

た。 

 

【数値目標】 

数値目標については、大半の項目で

目標達成率が120%を超えるなど、所

期の目標を上回る成果が得られて

いると認められる。 

 

以上のことから、機構の業績向上努
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る観光地における

地域交通や決済シ

ステムなどの現地

のニーズや課題を

把握して関係機関

への情報提供によ

る働きかけを通じ

て課題の解決に積

極的に貢献する。 

して関係機関への情報提供に

よる働きかけを通じて課題の

解決に積極的に貢献する。 

 

数値目標 

 中期目標期間中、事業パ

ートナーに対する機構職

員による個別コンサルテ

ィング件数を毎年度平均

4,000 件以上とする。  

 中期目標期間中、機構が

実施する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研修会

の開催回数を毎年度平均

25 回以上とする。  

 中期目標期間中、機構が

実施する自治体・DMO 等

向けセミナー・研修会の

参加人数を毎年度平均

1,000 人以上とする。（総

合的内容で広く対象者を

募り開催するもの）  

 中期目標期間中、機構が

実施する自治体・DMO 等

向けのセミナー・研修会

参加者による評価につい

て、4 段階評価で最上位

の評価を得る割合が毎年

度平均 50％以上とする。 

 中期目標期間中、機構が

実施する特定テーマ（=

（１）②に記載の「高付

加価値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の訪日無

関心層向けプロモーショ

ン等、取組の成果や市場

動向等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマについ

て毎年度設定）に関する

果や市場動向等を踏まえ、

重点的に取り組むテーマ

について設定）」に係る内

容も考慮する。     

また、訪日客の受入環境の

向上に向けて、受け皿とな

る観光地における地域交

通や決済システムなどの

現地のニーズや課題を把

握して関係機関への情報

提供による働きかけを通

じて課題の解決に積極的

に貢献する。 

 

数値目標 

 事業パートナーに対

する機構職員による

個別コンサルティン

グ件数を 4,000 件以

上とする。 

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けのセミ

ナー・研修会の開催回

数を 25 回以上とす

る。 

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けセミナ

ー・研修会の参加人数

を 1,000 人以上とす

る。（総合的内容で広

く対象者を募り開催

するもの） 

 機構が実施する自治

体・DMO 等向けのセミ

ナー・研修会参加者に

よる評価について、4 

段階評価で最上位の

評価を得る割合が平

均 50％以上とする。 

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記載

る特定テーマ

（ =(1)② に 記

載の「高付加価

値」・「テーマ

別」（サステナ

ブル・ツーリズ

ム、アドベンチ

ャートラベル、

欧米豪市場の

訪日無関心層

向けプロモー

ション等、取組

の成果や市場

動向等を踏ま

え、重点的に取

り組むテーマ

について毎年

度設定）に関す

る自治体・DMO 

等向けのセミ

ナー・研修会の 

開 催  回 数 を 

10 回以上とす

る。（上記回数

の内数） 

 機構が実施す

る特定テーマ

（ =(1)② に 記

載の「高付加価

値」・「テーマ

別」（サステナ

ブル・ツーリズ

ム、アドベンチ

ャートラベル、

欧米豪市場の

訪日無関心層

向けプロモー

ション等、取組

の成果や市場

動向等を踏ま

え、重点的に取

 地域セミナー1回。297 名参加（目標 200

名）最上位評価 67.5%（目標 50.0%）。 

 

【広域連携ＤＭＯをはじめ、ＤＭＯ・自治体・

地方運輸局など地方誘客に対応する各組織

との連携強化】 

 地域の魅力をよく知る地方運輸局及び広域

連携 DMO と連携し、各地域のニーズを踏まえ

たプロモーションを実施。事業実施に際し

て、地域の意向も汲み取ったテーマ設定や招

請先の選定等の連携を図り、招請を 8市場に

て 20 本、グローバルメディア２媒体での記

事広告を実施した。更に、３月には、全国 10

都市にて、事業成果のフィードバックを実施

し、地域の自走に資する支援を行うことで、

地域よりプロモーションの高度化やコンテ

ンツ磨き上げに貴重な知見を得たと評価を

受けた。 

 日韓国交正常化 60 周年を契機とした全国知

事会の「日本の小都市」プロモーションの企

画及び実施に協力し、韓国での小都市 PR の

強化に寄与した。具体的には、11 月 11 日に

実施された小都市 PR イベントにて、韓国メ

ディア33社の招請および小都市PRの講演を

担当し、イベント後には 30 社以上による記

事掲載が確認されるなど広い露出に繋げた。

また同日夜のレセプションにおいては、講演

に加えて韓国側招請者のアレンジ、関係者同

士のネットワーク構築支援など運営面での

サポートを提供し、政府関係者、旅行会社、

航空会社、メディア、インフルエンサー等約

130 名に対して参加自治体が直接魅力を紹介

する機会の創出に貢献した。 

 

 

【地域へのコンサルティング・情報提供】 

 賛助団体、会員をはじめ地域でインバウンド

に取り組む関係者に対し、海外事務所による

オンライン面談や日本国内でのオフライン

の相談機会等を通じて、個別の課題に応じた

コ ンサルティングを 4,566 件実施し、イン

10 回以上、達成率：180％）（上記

回数の内数）  

 機構が実施する特定テーマ（=(1)

②に記載の「高付加価値」・「テー

マ別」（サステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベル、欧米豪

市場の訪日無関心層向けプロモー

ション等、取組の成果や市場動向

等を踏まえ、重点的に取り組むテ

ーマについて毎年度設定）に関す

る自治体・DMO 等向けのセミナー・

研修会参加者による評価につい

て、4 段階評価で最上位の評価を

得る割合：75.0％（目標：平均 50％

以上、達成率：150％）（上記評価

の内数）  

 機構の SNS での地方コンテンツ投

稿数：8,276 回（目標：3,700 回以

上、達成率：224％） 【再掲】 

 把握した訪日客の受入環境に係る

ニーズや課題の関係機関への情報

提供回数：3回（目標：2回以上、

達成率：150％） 

 

また、数値以外の要素として、主に以

下の成果を残した。 

 地域によるインバウンドへの取組

支援や賛助団体・会員のマーケテ

ィング支援のため、研修会、セミ

ナー、ウェブサイトを通じて、最

新の市場動向や地域における取組

事例等の情報提供を実施。また、

きめ細やかなコンサルティングを

通じて、地域のプロモーション高

度化および賛助団体・会員の満足

度の向上を図った。 

 機構の各プロモーションにおける

地域との相互連携体制の構築のた

め、広域連携 DMO と締結している

連携協定もふまえ、事業計画段階

からの連携拡大、地域が推奨する

力により、年度計画における所期の

目標を上回る成果が得られている

と認められるため、評定を「Ａ」と

する。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 



52 

自治体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会の開催回

数を毎年度平均 10 回以

上とする。（上記回数の内

数）  

 中期目標期間中、機構が

実施する特定テーマ（=

（１）②に記載の「高付

加価値」・「テーマ別」（サ

ステナブル・ツーリズム、

アドベンチャートラベ

ル、欧米豪市場の訪日無

関心層向けプロモーショ

ン等、取組の成果や市場

動向等を踏まえ、重点的

に取り組むテーマについ

て毎年度設定）に関する

自治体・DMO 等向けのセ

ミナー・研修会参加者に

よる評価について、4 段

階評価で最上位の評価を

得る割合を毎年度平均

50％以上とする。（上記評

価の内数）  

 【再掲】中期目標期間中、

機構の SNS での地方*コ

ンテンツ投稿数を毎年度

平均 3,700 回以上とす

る。  

*地方=三大都市圏（東京、神奈

川、千葉、埼玉、愛知、大阪、

京都、兵庫）以外  

・ 中期目標期間中、把握した

訪日客の受入環境に係るニー

ズや課題の関係機関への情報

提供回数を毎年度平均 2 回以

上とする。  

 

の「高付加価値」・「テ

ーマ別」（サステナブ

ル・ツーリズム、アド

ベンチャートラベル、

欧米豪市場の訪日無

関心層向けプロモー

ション等、取組の成果

や市場動向等を踏ま

え、重点的に取り組む

テーマについて毎年

度設定）に関する自治

体・DMO 等向けのセミ

ナー・研修会の開催回

数を 10 回以上とす

る。（上記回数の内数） 

 機構が実施する特定

テーマ（=(1)②に記載

の「高付加価値」・「テ

ーマ別」（サステナブ

ル・ツーリズム、アド

ベンチャートラベル、

欧米豪市場の訪日無

関心層向けプロモー

ション等、取組の成果

や市場動向等を踏ま

え、重点的に取り組む

テーマについて毎年

度設定）に関する自治

体・DMO 等向けのセミ

ナー・研修会参加者に

よる評価について、4

段階評価で最上位の

評価を得る割合を平

均 50％以上とする。

（上記評価の内数） 

 【再掲】機構の SNS で

の地方*コンテンツ投

稿数を 3,700 回以上

とする。*地方=三大都

市圏（東京、神奈川、

千葉、埼玉、愛知、大

り組むテーマ

について毎年

度設定）に関す

る自治体・DMO 

等向けのセミ

ナー・研修会参

加者に よる評

価について、4 

段階評価で最

上位の評価を

得る割合を平

均 50％以上と

する。（上記評

価の内数） 

 【再掲】機構の

SNS での地方*

コンテンツ投

稿 数 を 3,700 

回以上とする。

*地方=三大都

市圏（東京、神

奈川、千葉、埼

玉、愛知、大阪、

京都、兵庫）以

外  

 把握した訪日

客の受入環境

に係るニーズ

や課題の関係

機関への情報

提供回数を 2 

回以上とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

  

＜評価の視点＞ 

在外公館や地方自治

体等と連携し、オー

ルジャパン体制で訪

日外国人旅行者の戦

バ ウンドに取組む関係者の個々のニーズ

や、 海外市場の最新動向を踏まえたアドバ

イス を提供することで、地域の課題等の解

決を支援した。 

（成果） 個別コンサルティング件数：実績

4,566 件 

 

 9 月 4 日、5 日の 2 日間、賛助団体・会員に

対して訪日市場の最新動向の共有を目的に

「JNTO インバウンド旅行振興フォーラム」を

開催し、会場では 725 人（オンライン視聴者

を含めると 884 人）が参加した。講演会では

各市場等の講演 26 件を通じてインバウンド

の全体概要が把握できる情報を提供し、同時

に開催した個別相談会では881件の相談に応

じた。 

（成果）満足度（４段階の最上位評価）86.4％ 

 

 賛助団体・会員を対象として、テーマを深掘

りしたオンライン・オフラインのセミナーを

12 回実施した。賛助団体・会員のニーズを踏

まえ、高付加価値旅行、市場への取組手法（オ

ランダ市場へのアプローチ方法、インド市場

の食対応、マレーシアのムスリム市場）等を

取り上げた。  

（成果）満足度（４段階の最上位評価）77.9%

（12 回平均） 

 

【地方の観光コンテンツの募集・収集・海外

への発信】 

 自治体、DMO、運輸局等から地域が推奨するイ

ンバウンド受入体制が整った体験型コンテ

ンツ「Experiences in Japan(EJ)」、地域お薦

め の 観 光 情 報 「 Japan‘s Local 

Treasures(JLT)」について、9月に各 30 件を

選定後、10 月から 12 月に順次ウェブサイト

に公開した。情報発信強化の取組として、11

月からオンライン広告を実施。11 月に事業の

フィードバック報告を全応募団体に対して

送付するとともにコンサルティングを希望

した 26 団体に対しては、オンラインよる個

地域コンテンツの収集・発信やコ

ンテンツの磨き上げに資する助言

を実施。 

 地域の魅力をよく知る地方運輸局

及び広域連携 DMO と連携し、地域

の隠れた魅力や最新コンテンツ等

と、機構の知見・ノウハウをかけ

合わせたプロモーションを実施す

るなど、連携の深度化を図った。 

 

以上のことから、業績向上努力により、

年度計画における所期の目標を上回る

成果が得られていると判断したため、

評定をＡとする。 
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阪、京都、兵庫）以外 

 把握した訪日客の受

入環境に係るニーズ

や課題の関係機関へ

の情報提供回数を 2

回以上とする。 

 

 

略的誘客が実現して

いるか。 

地方への訪日外国

人旅行者の誘客の

ために、地域への誘

客・消費につながる

外国人目線ニーズ

等の情報提供や相

談対応、地域の観光

資源をプロモーシ

ョンしていくため

の助言等を通じて、

地方が行うプロモ

ーションの質の向

上を支援している

か。 

 

別フィードバックを実施し、外国人有識者か

ら見たコンテンツの評価や機構におけるコ

ンテンツ活用状況など、地域のコンテンツの

磨き上げに資する助言を行った。 

 

○ 訪日客の受入環境の向上 

【現地のニーズや課題についての関係機関

への情報提供】 

· 機構の知見を活かし、機構が認定する観光案

内所からの報告を基に、受入環境に係る課題

として、「手荷物預かり・コインロッカーの整

備」及び「AI観光案内」についての調査等を

行い、観光庁、地方運輸局及び認定案内所へ

の情報提供を実施した。 

· （成果） 受入対策上の課題の情報提供 3 回 

 

○ その他特記事項 

【自治体・DMO の情報発信へのデジタルマー

ケティング支援強化】 

· 地域情報の発信を強化するデジタルマーケ

ティング手法を活用したプロモーション支

援メニューを展開し、9 団体から申込みがあ

った。2つのメニューのうち、「Japan Monthly 

Web Magazine 記事広告」のメニューは 9件、

「デジタル広告商品」のメニューは１件申込

があり、多くの地域に対し、機構のデジタル

マーケティングにおけるノウハウ等を活か

した支援を提供することができた。 

 
 

4．その他参考情報 

特になし 
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②訪日旅行の満足度向上に資する取組（受入環境整備） 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価  

  

  

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
②訪日旅行の満足

度向上に資する取

組（受入環境整備） 
観光案内所の更

なる質の向上を図

るため、DX の活用

による情報発信の

強化や観光案内所

間のネットワーク・

連携の拡充、体験型

コンテンツの提供

といった旅行者ニ

ーズを踏まえた提

供サービスの拡充、

観光地の周遊促進

に資する機能強化

を支援する。さら

に、多様な業態への

制度周知を行い、必

要な場所への認定

案内所の設置を促

進する。ツーリス

ト・インフォメーシ

ョ ン ・ セ ン タ ー

（TIC）について

は、案内所支援業務

の中核として全国

の案内所との連携

を強化する。 
また、ユニバーサ

ル対応や災害・医療

機関に関する情報

提供の拡充、観光関

係事業者や自治体

と連携した情報発

信等、訪日外国人旅

行者の安全・安心の

②訪日旅行の満足度向上

に資する取組（受入環境

整備） 
観光案内所の更なる質

の向上を図るため、DX の

活用による情報発信の強

化や観光案内所間のネッ

トワーク・連携の拡充、体

験型コンテンツの提供と

いった旅行者ニーズを踏

まえた提供サービスの拡

充、観光地の周遊促進に

資する機能強化を支援す

る。さらに、多様な業態へ

の制度周知を行い、必要

な場所への認定案内所の

設置を促進する。ツーリ

スト・インフォメーショ

ン・センター（TIC）につ

いては、案内所支援業務

の中核として全国の案内

所との連携を強化する。 
また、ユニバーサル対

応や災害・医療機関に関

する情報提供の拡充、観

光関係事業者や自治体等

と連携した情報発信等、

訪日外国人旅行者の安

全・安心の確保に資する

受入環境整備を推進す

る。 
加えて、通訳案内士試

験事務の安定的・効率的

な運営及び通訳案内士の

質的向上に取り組む。 
 
 

②訪日旅行の満足度向

上に資する取組（受入環

境整備） 
 観光案内所の更なる

質の向上を図るため、

DX の活用による情報

発信の強化や観光案内

所間のネットワーク・連

携の拡充、体験型コンテ

ンツの提供といった旅

行者ニーズを踏まえた

提供サービスの拡充、観

光地の周遊促進に資す

る機能強化を支援する。

さらに、多様な業態への

制度周知を行い、必要な

場所への認定案内所の

設置を促進する。ツーリ

スト・インフォメーショ

ン・センター（TIC）に

ついては、案内所支援業

務の中核として全国の

案内所との連携を強化

する。 
 また、ユニバーサル対

応や災害・医療機関に関

する情報提供の拡充、観

光関係事業者や自治体

等と連携した情報発信

等、訪日外国人旅行者の

安全・安心の確保に資す

る受入環境整備を推進

する。 
加えて、通訳案内士試験

事務の安定的・効率的な

運営及び通訳案内士の

質的向上に取り組む。 

＜主な定量的指標＞ 
・ 機構が実施した外

国人観光案内所向け

の研修会の参加者に

よる評価について、4 
段階評価で最上位の

評 価を得る割合を平

均 60％以上とする。 
・ 機構による外国人

観光案内所向けの情

報提供（災害・医療機

関等情報含む）に対す

る外国人観光案 内所 
による評価について、

4 段階評価で最上位

の評価を得る割合を

平均  50％以上とす

る。 
  
＜その他の指標＞ 
なし 
   
＜評価の視点＞ 
「観光立国推進基

本計画」を踏まえ、観

光 案 内 所 の 体 制

（1,500 か所以上）を

維持しつつ、観光案内

所のブランド力強化、

サービスの質の向上、

持続可能な観光、自然

災害や感染症等への

対応等の課題の解決

が図られているか。 
そのために、DX 技

術の活用や観光案内

所間の連携強化・ネッ

＜主な業務実績＞ 
具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

○ 観光案内所の更なる質の向上 

【DX の活用による情報発信の強化や観光案内所間の

ネットワーク・連携の拡充と機能強化、旅行者ニーズ

を踏まえた提供サービスの拡充、観光地の周遊促進に

資する機能強化支援】 

· 機構が認定外国人観光案内所向けに運営するウェブ

サイト（以下、専用サイト）を改修し、各案内所が業

務実績報告で報告した対応事例をキーワード検索で

きる機能を追加したことにより、実践的対応事例を知

ることで、スタッフの知見共有を促進し、案内業務全

体の質的向上を図るとともに、案内所スタッフが業務

に必要な情報を効率的に取得できる環境を整備した。

また、DXの活用による情報発信の強化を目指して、各

案内所で使用している独自の案内資料を共有できる

機能を追加した。さらに、E-learning コンテンツ（14

本）を通年掲載し、案内所スタッフの継続的な学習お

よびスキル向上を支援した。 

· 観光案内所の機能強化を図るため、機構の賛助団体・

会員から、案内所業務に活用できるサービス情報を募

集し、専用サイトに情報を掲載することにより、必要

な情報を随時閲覧できる環境を整備した。今年度は、

Wi-Fi レンタルサービスやハイヤー予約サイト等、計

5 件のサービスを掲載した。 

· 認定観光案内所向けに年間 22 回配信したメールマガ

ジンでは、案内所間のネットワークや連携の拡充を目

的として、各案内所の取組を共有するとともに、案内

業務に必要な医療情報や災害情報等の情報提供を行

った。また、案内所が必要とする情報をより見やすく、

利用されやすくするために、HTML 化による視認性の向

上や構成の見直しを行い、案内所向けメールマガジン

の満足度向上を図った。 

（成果）満足度（4段階評価の最上位評価）65.4％ 

 

 案内所間の交流及び情報交換の機会を創出し、案内所

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

  

数値目標については、全ての

項目で大幅達成となる成果に

なった。 

 機構が実施した外国人観

光案内所向けの研修会の

参加者による評価につい

て、4 段階評価で最上位

の評価を得る割合 ：

75.8％（目標：平均 60％

以上、達成率：126％） 

 機構による外国人観光案

内所向けの情報提供（災

害・医療機関等情報含む）

に対する外国人観光案内

所による評価について、

4 段階評価で最上位の評

価を得る割合：65.4％（目

標：平均 50％以上、達成

率：131％）  

 

数値以外の要素として、主に

以下の成果を残した。  

 24 時間 365 日、SNS やウ

ェブサイトで自然災害等

発生時に迅速な情報発信

を行うとともに、多言語

コールセンターを運営

し、｢デジタル｣と｢人｣の

両輪で旅行者の旅の安

全･安心の確保に寄与。 

 JNTOが認定する外国人観

光案内所向け専用サイト

やメールマガジンをリニ

ューアルし、内容の充実

評定 A 
＜評価に至った理由＞ 
【総合評価】 
24 時間 365 日、SNS やウェブサイト

で自然災害等発生時に迅速な情報発信

を行うとともに、多言語コールセンター

を運営し、旅行者の旅の安全･安心の確

保に寄与した。 
JNTO 認定外国人観光案内所向け専用

サイトを改修し、各案内所が業務実績報

告で報告した対応事例をキーワード検

索できる機能を追加したことにより案

内所スタッフが業務に必要な情報を効

率的に取得できる環境を整備するとと

もにメールマガジンをリニューアルし、

内容を充実することにより、案内所への

情報提供に対する全国の案内所の満足

度が大幅に向上した。 
インバウンド受入環境に係る課題を把

握し、機構の知見を活かした調査を実施

し認定案内所や関係機関へ情報提供す

るとともに、現場の実態に即した分析結

果を受入環境整備の取組に反映した。 
全国通訳案内士試験事務を円滑に運営

すると共に、オンラインセミナー等の継

続的な取組を通じて認知度向上を図っ

た結果、受験者数が約 140 名増加した。 
 
【数値目標】 
数値目標については、全ての項目で目標

達成率が 120%を超えるなど、所期の目

標を上回る成果が得られていると認め

られる。 
 
以上のことから、機構の業績向上努力に

より、年度計画における所期の目標を上

回る成果が得られていると認められる
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確保に資する受入

環境整備を推進す

る。 
加えて、通訳案内

士試験事務の安定

的・効率的な運営及

び通訳案内士の質

的向上に取り組む。 

 
数値目標 
 中期目標期間中、機

構が実施した外国人

観光案内所向けの研

修会の参加者による

評価について、4段階

評価で最上位の評価

を得る割合を毎年度

平均 60％以上とす

る。  
 中期目標期間中、機

構による外国人観光

案内所向けの情報提

供（災害・医療機関等

情報含む）に対する

外国人観光案内所に

よる評価について、4

段階評価で最上位の

評価を得る割合を毎

年度平均 50％以上と

する。  
 

 
数値目標 
 機構が実施した外

国人観光案内所向

けの研修会の参加

者による評価につ

いて、4段階評価で

最上位の評価を得

る割合を平均 60％

以上とする。 
 機構による外国人

観光案内所向けの

情報提供（災害・医

療機関等情報含む）

に対する外国人観

光案内所による評

価について、4段階

評価で最上位の評

価を得る割合を平

均 50％以上とす

る。 

トワーク化等の観光

案内所の機能強化の

取組を進められてい

るか。 
TIC について、機構

のネットワークや民

間のノウハウを取り

入れた効果的な運営

により、対面による質

の高い情報提供を行

うとともに、案内所支

援業務の中核として

全国の案内所との連

携を強化しているか。 
改正通訳案内士法

による新たな制度の

元で、全国通訳案内士

試験を安定的に実施

していくため、更なる

事務の効率化等を図

りながら、全国通訳案

内士試験の実施に関

する事務を行ってい

るか。 

業務を通して他地域への周遊を促進するため、認定案

内所向けに、地域別研修会を 2回（大阪、福岡）、全国

版研修会を都内で 1 回開催した。3 回の研修会の参加

者数は、計 372 名であった。 

 地域別研修会では、案内所間や地域との連携によって

周遊を促進するとともに、旅行者ニーズを踏まえたサ

ービス拡充に寄与する講演を行った。全国版研修会で

は観光案内所で役立つホスピタリティ及び周遊促進

に関し、同分野の第一人者による講演を 2本実施した

ほか、グループディスカッションによる事例共有や認

定案内所の見学を通じて、案内所の機能強化及び案内

所間のネットワーク拡充に寄与した。 

 案内所の優良事例の横展開を図るとともに、案内所ス

タッフのモチベーション向上を目的として、3 つのテ

ーマにおいて、独自の取組を行い、顕著な実績を挙げ

た観光案内所を表彰した。全国版研修会にて表彰式を

行い、その結果は 8社のメディアで取り上げられた。 

 なお、表彰された案内所は以下の通り。 

➢ 「訪日客へのホスピタリティ」部門  

【カテゴリー1】 Osaka JOINER（大阪府） 

【カテゴリー2】博多港国際ターミナル総合案内

所（福岡県） 

【カテゴリー3】北九州市総合観光案内所（福岡

県） 

➢ 「連携強化による観光案内の質の向上」部門 

【カテゴリー3】東京都台東区立浅草文化観光セ

ンター（東京都） 

➢ 「案内所における災害対応」部門 

【カテゴリー2】ワンダーコンパス別府（大分県） 

（成果） 研修会参加者の満足度（4 段階のうち最

上位評価）75.8％（3 回平均） 

 

【認定案内所の設置促進】 

 インバウンド対応に積極的に取り組む未認定の観光

案内所をリストアップし、電話やメール等で認定制度

の説明を行う等の設置促進活動を実施した結果、24 件

の新規登録につながり、令和 7年度末の認定案内所数

は 1,504 か所となった。 

 旅ナカの満足度向上に重要な役割を果たしている観

光案内所や全国通訳案内士の認知度向上と理解促進

を図るため、観光関係者向けのオンラインセミナーを

化を図ったことで、案内

所への情報提供に対する

全国の案内所の満足度が

大幅に向上。 

 インバウンド受入環境に

係る課題を把握し、機構

の知見を活かした調査を

実施し認定案内所や関係

機関へ情報提供した。現

場の実態に即した分析結

果を受入環境整備の取組

に反映していく。 

 全国通訳案内士試験の公

正性・適正性を確保しな

がら、試験事務を円滑に

運営すると共に、オンラ

インセミナー等の継続的

な取組を通じて認知度向

上を図った結果、受験者

数が約 140 名増加。 

 

以上のことから、業績向上努

力により、年度計画における

所期の目標を上回る成果が得

られていると判断したため、

評定をＡとする。 

ため、評定を「Ａ」とする。 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「Ａ」評定

が妥当であるとの意見で一致した。 
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2 回実施した。セミナーは広く参加者を募って開催し、

ガイド、DMO、自治体、旅行会社等様々な業種からの参

加があり、案内所等のプレゼンス向上に貢献した。 

（成果） セミナー参加者人数：787 名（2 回合計） 

最上位満足度 75.95％ 

 

【案内所支援業務の中核としてのTICと全国案内所と

の連携強化】 

 全国の外国人観光案内所支援業務の中核を担う機構

の TIC では、案内所のカウンターで利用できる全国の

イベントカレンダー（12 か月分）、東京近郊の人気ス

ポット情報など主要な観光情報をまとめた資料（14 種

類）を作成し、認定案内所向けメールマガジン等を通

じて、全国の認定案内所に提供した。 

 TIC において、観光事業関係者、自治体等から要望が

あったパンフレットの配架に 78 件協力し日本各地の

観光地に関する情報提供を行うとともに、地方周遊に

資する情報発信を行った。 

 また、同業者に限らずメディア、官公庁、学校法人等

からの TIC 視察・取材希望に対し、積極的に対応する

ことで、案内所の役割についての周知活動につなげ

た。 

 

○ 訪日外国人旅行者の安全・安心の確保に資する受入環

境整備の推進 

【ユニバーサル対応や災害・医療機関に関する情報提

供の拡充】 

· 認定案内所向けに、「災害対応マニュアル」を提供した 

ほか、メールマガジンにて、訪日旅行者向けの医療機 

関に関する情報や災害時の情報提供に役立つ対応・ツ 

ールを紹介した。 

· 災害等非常時に外国人旅行者に安全情報を提供する 

ため、SNS（X・Weibo）及び機構が運営するグローバル

サイト内 Japan Safe Travel ページ（以下 JST ペー

ジ）において安全・安心情報を発信した。 

· 南海トラフ臨時情報、北海道・三陸沖後発地震注意情

報についても直ちに情報提供できるよう、新たに自動

投稿機能を拡充し、より正確且つ迅速に情報発信する

体制を強化した。その結果、2026 年 4月に発生した三

陸沖の地震において、北海道・三陸沖後発地震注意情

報を即時に JST ページにて発信することができた。 
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  （自動投稿により直ちに発信する情報） 

  ➢ 地震速報・震源に関する情報（震度 5 弱以上） 

  ➢ 津波警報・注意報 

  ➢ 噴火速報・警報・注意報（噴火警戒レベル 3 以 上、

一部レベル 2 以上） 

  ➢ 特別警報（主に大雨・豪雨・大雪等） 

  ➢ 熱中症警戒アラート（暑さ指数＝WBGT 33 以 上） 

  ➢ 国民保護情報（J アラート） 

  ➢ 大規模火災情報（※） 

  ➢ 南海トラフ臨時情報、北海道・三陸沖後発地震注意

情報 

（※）災害対策基本法に基づき市町村長が発令する全国の

避難指示（避難指示解除を含む）のうち、火災によるもの 

· 2026 年 5月より、気象庁から発出される防災気象情報

の体系が変更されることに伴い、SNS の自動投稿およ

び JST ページの改修を行った。 

 

【2025 年度に発生した主な地震に関する情報発信】 

· SNS では、地震や津波に関する投稿への閲覧数が多

く 、7 月 30 日にカムチャツカ半島で発生した地震に

関連した投稿は、Xで 99,490 回（通常時の約 100 倍） 、

Weibo で 53,695 回（通常時の約 53倍） の閲覧を記録

した。12月 8日に青森県東方沖で発生した地震に関連

した投稿（地震発生情報、津波警報・注意報発令・解

除）は、X で 26,891 回、Weibo で 26,648 回閲覧され

た。  

· 平時（災害発生時以外）においても、SNS で毎日 1 回

の投稿を行い、安全・安心に関する情報として、万博

入場に関する注意喚起や熱中症対策、クマに関する情

報等を多言語で発信した（投稿総数は、X1,477 回、

Weibo1,393 回） 

 

【観光関係事業者や自治体等と連携した情報発信】 

 SNS では、地方自治体及び関係省庁と連携し、旅ナカ

の実用的な情報発信（空港混雑注意喚起、オーバーツ

ーリズム抑制のため京都市や沖縄県の手ぶら観光施

策の紹介、函館市の混雑予測サイトの紹介、国土交通

省と連携した白タク注意喚起、海上保安庁と連携した

海のレジャーに係る注意喚起等）を行った。 

 JNTO TIC において、観光事業関係者、自治体等のパン

フレットの配架要望に 78 件協力し、日本各地の観光
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地に関する情報提供を行うとともに、地方周遊に資す

る情報発信を行った。（再掲） 

 平常時のみならず大規模災害等発生時にも訪日外国

人旅行者への問い合わせに対応するため、24 時間 365

日体制で電話対応を行う多言語コールセンター

「Japan Visitor Hotline」（英語・中国語・韓国語・

日本語）を引き続き運営し、災害・医療等に関する問

い合わせに対応した。 

 観光や災害時の問い合わせ対応が可能な多言語チャ

ットボット（英語・簡体字・繁体字・韓国語）は、9月

末にて運営を終了し、災害情報についてはデジタルマ

ーケティングセンターが 10 月より運用を開始した新

規の多言語チャットボット（13 言語）から JST に誘導

することとした。 

 

○ 通訳案内士試験事務の安定的・効率的な運営 

· 全国通訳案内士試験については、引き続き観光庁の

「通訳案内士試験ガイドライン」に基づき、試験の公

正性・適正性を確保しながら、試験事務を円滑に運営

した。今年度は、延べ受験者数 3,987 名となり対前年

比約 3.5%増、最終合格者 585 名（合格率 14.7％）であ

った。 

· 12 月の口述試験では、前年度同様、各会場のレイアウ

トに合わせた効率的な受験者導線の確保・誘導の実施

等により、試験の着実な実施体制を確保しつつも経費

の削減に努め、安定的な試験運営を行った。 

· 広報活動にも取り組み、10 月のオンラインセミナー

（前述）を通じて、試験および全国通訳案内士制度の

認知度向上を目指した。 

 

○ 通訳案内士の質的向上 

【高付加価値旅行ガイドの育成】 

 （主に欧米豪） 

10～2 月に高付加価値旅行者が求める体験やサービス

を提供する英語ガイドを育成するための研修を、50 名

の受講者を対象に実施した。食・工芸・アート等の専

門家によるオンライン研修のほか、実践的なガイド模

擬研修等多様なプログラムを提供した。また、世界観

光ガイド連盟総会が日本（福岡）で開催された機会を

捉え、同連盟会長による特別講義も行った。研修の終

盤には、受講者とガイド手配を行う DMC とのマッチ
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ングイベントも実施し、参加 DMC の満足度は 89％に

上り、ガイド不足の課題改善に貢献した。 

 
  
4．その他参考情報 

特になし 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

２. 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置 

（1）組織運営の効率化  

（2）業務運営の効率化 

（3）業務の電子化及びシステムの最適化 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 
組織運営の効率化／業務運営の効率化／業務の電子化及びシステムの最適化 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

効率化対象経費の効率

化 

前年度比で 1.25％

以上 
 －3.61％ -1.96% -1.34%   

 

紙による立案決裁率 5％以下  0.1％ 0％ 0%    

         

         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(1) 組織運営の効率化 

政府目標の達成に向

け、上述 3.の事務・事

業の展開に効率的・効

果的な体制を構築する

ため、組織面では、本

部・海外事務所の組織

体制や業務分担の見直

しや強化を行い、人材

面では高付加価値旅行

等今後強化する分野を

はじめとするマーケテ

ィング部門や、独立行

政法人に求められる DX

推進や内部統制の強化

に対応するための管理

(1) 組織運営の効率化 

政府目標の達成に向

け、上述 3.の事務・事

業の展開に効率的・効

果的な体制を構築する

ため、組織面では、本

部・海外事務所の組織

体制や業務分担の見直

しや強化を行い、人材

面では高付加価値旅行

等今後強化する分野を

はじめとするマーケテ

ィング部門や、独立行

政法人に求められる DX

推進や内部統制の強化

に対応するための管理

（1）組織運営の効率化 

 政府目標の達成に向

け、上述１.の事務・事

業の展開に効率的・効

果的な体制を構築する

ため、組織面では、前年

度より進めている海外

事務所の業務分担の見

直しに引き続き取り組

むとともに、着実に体

制構築・業務遂行を進

める。 人材面では、政

府目標達成に向けて、

高付加価値旅行等今後

強化する分野に係る人

材育成や、地域への人

＜主な定量的指標＞ 

 紙による立案決裁率

を 5%以下とする。 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

市場の動向を見極めつ

つ、プロモーション効果

の最大化を図る観点か

ら、本部の組織強化や海

外事務所新設の必要性に

ついても、随時検討を行

っているか。 

職員の意欲向上を図り組

＜主な業務実績＞  

具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

（１）組織運営の効率化  

○ 本部と海外事務所間の業務執行体制の見直し 

 前年度に引き続き、業務執行体制見直しPTによる議論を行い、

6月に最終取りまとめを行った。今後の組織運営の効率化に向

けて、海外事務所の体制、VJ 事業における本部と海外事務所

の役割分担の考え方、エリア内での業務連携の在り方、事務所

業務の効率化等について方向性をまとめた。 

 具体的取組例として、これまでの本部と各事務所の個別対応

体制から、エリア単位でのノウハウ共有や課題解決検討を効

率的に実施するべく、域内所長会議を実施することとした。 

 例えば、欧州では 12月にロンドンで開催し、域内の取りまと

めをロンドン事 務所長が担って会議をリードし、域内共同事

業等の実施や共通課題の情報共有や課題解決に向けた活発な

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

主に以下の成果を残した。 

 「業務執行体制見直

し」の最終とりまとめ

を行い、VJ 事業契約

の分担（集約契約の実

施）、エリア内での業

務連携（域内調整役の

設置、エリア別所長会

議等）の方針を策定

し、業務運営の効率化

を推し進めた。 

 発展する AI 技術のス

ピード感を持ったタ

評定 Ｂ 

＜評価に至った理由＞ 

【総合評価】 

業務執行体制見直し PT による議論

を行い、今後の組織運営の効率化に

向けて、海外事務所の体制、VJ事業

における本部と海外事務所の役割

分担の考え方、エリア内での業務連

携の在り方、事務所業務の効率化等

について方向性をまとめ、当該方針

に沿って業務運営の効率化が行わ

れた。 

また、必要なルール・環境を事前

に整備したうえで、生成 AI および

AI 翻訳プラットフォームを機構内

に導入することにより、作業の効率
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部門における人材の確

保・育成を強化し、働き

やすさやモチベーショ

ンの向上につながる取

組の強化を進める。 

また、機構の職員が

一丸となって、自主的・

戦略的な業務運営を行

い、最大限に成果を上

げていくため、引き続

き、効率的な運営体制

の確保、管理業務の標

準化や情報共有化等に

努める。また、ダイバー

シティ・環境負荷軽減

等SDGsに資する管理運

営を推進するととも

に、機構で掲げる経営

理念の推進の職員への

浸透を通じ、組織とし

ての一体感を高める。 

 

(2) 業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

運営費交付金を充当

して行う業務について

は、今中期目標期間中、

一般管理費（人件費、公

租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び

特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業

務経費（公租公課等の

所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因に

より増減する経費を除

く。）の合計について、

毎年度平均で前年度比

1.25%以上の効率化を

行うものとする（ただ

し、新規に追加される

部門における人材の確

保・育成を強化し、働き

やすさやモチベーショ

ンの向上につながる取

組の強化を進める。 

また、機構の職員が

一丸となって、自主的・

戦略的な業務運営を行

い、最大限に成果を上

げていくため、引き続

き、効率的な運営体制

の確保、管理業務の標

準化や情報共有化等に

努める。また、ダイバー

シティ・環境負荷軽減

等 SDGsに資する管理運

営を推進するととも

に、機構で掲げる経営

理念の推進の職員への

浸透を通じ、組織とし

ての一体感を高める。 

 

（2）業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

運営費交付金を充当

して行う業務について

は、今中期目標期間中、

一般管理費（人件費、公

租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び

特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業

務経費（公租公課等の

所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因に

より増減する経費を除

く。）の合計について、

毎年度平均で前年度比

1.25%以上の効率化を

行う（ただし、新規に追

加される業務、拡充業

材派遣、独立行政法人

に求められるDX推進や

内部統制の強化に対応

するための管理部門に

おける人材の確保・育

成を強化し、働きやす

さやモチベーションの

向上につながる取組の

強化を進める。 

また、機構の職員が一

丸となって、自主的・戦

略的な業務運営を行

い、最大限に成果を上

げていくため、引き続

き、効率的な運営体制

の確保、管理業務の標

準化や情報共有化等に

努める。また、ダイバー

シティ・環境負荷軽減

等 SDGsに資する管理運

営を推進するととも

に、機構で掲げる経営

理念の職員への浸透と

実践に係る推進活動を

通じ、組織としての一

体感を高める。 

 

（2）業務運営の効率化 

①効率化目標の設定等 

 運営費交付金を充当

して行う業務について

は、今中期目標期間中、

一般管理費（人件費、公

租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び

特殊要因により増減す

る経費を除く。）及び業

務経費（公租公課等の

所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因に

より増減する経費を除

織を活性化させるため、

能力と実績に基づく人事

評価を行っているか。 

運営費交付金を充当して

行う業務については、一

般管理費及び業務経費の

うち効率化対象の合計に

ついて、毎年度平均で前

年度比 1.25％以上の効

率化を行っているか。 

公正かつ透明な調達手続

による適切で、迅速かつ

効果的な調達を実現する

観点から、契約監視委員

会を活用して契約案件の

事後点検を実施している

か。また、毎年度策定す

る調達合理化計画に基づ

き、一者応札の改善等の

取組を着実に実施してい

るか。 

業務運営の簡素化及び効

率化を図るため、ICT の

活用等により、業務の電

子化及びシステムの最適

化を促進しているか。 

議論が行われた。 

 

○ 働きやすさやモチベーションの向上につながる取組の強化 

（8-4「人事に関する計画」を参照） 

 

○ 効率的な運営体制の確保 

（8-4「人事に関する計画」を参照） 

 

○ 管理業務の標準化や情報共有化 

 管理業務関係（内部統制、法人文書、個人情報、情報セキュリ

ティ等）について、職員からの問い合わせや点検結果を踏ま

え、組織内イントラを整備し、専門性の高い情報については

説明会等で周知することで、職員の知識の標準化を推進した。 

 緊急事態や情報セキュリティインシデント発生時等、危機管

理関連の対応フローを見直し、緊急時の判断基準や連絡体制

を明確化することで、迅速かつ的確な対応が可能な体制を整

えた。 

 

○ SDGs に資する管理運営（ダイバーシティ・環境負荷軽減等） 

 乳幼児を養育する職員への育児環境改善のため、看護等休暇

にかかる休暇取得条件の緩和、育児のための所定外労働時間

免除の対象となる子の年令引上げ等に関する規程改正を行う

とともに、出産、育児にまつわる働き方の諸制度を体系的に整

理し、これら制度内容を整理した冊子を作成し、産育休前の面

談時に説明することで支援体制の充実化を図った。 

 対象職員に対しては、産育休前から職場復帰に至るまで、面

談・メール・チャットツールを活用して本人と継続的なコミ

ュニケーションを行うとともに、併せて子育て中の職員向け

座談会や機構内 SNS を通じて職員同士の交流を促進すること

で、さまざまなライフステージにある職員が働きやすい環境

づくりに寄与した。 

 職員の育児休暇の取得促進のため、取得率の目標値（女性： 

100%、男性 30％）を設定し、定期的なモニタリングを実施す

るとともに、機構内で取得率の共有を行った。 

 

 

○ 経営理念の職員への浸透と実践に係る推進活動 

 上半期に経営理念推進に向けた取組計画を策定し、下半期に

テーマ別ラウンドテーブル、取組事例の社内イントラへの共

有、Thank you メッセージ、役員メッセージ、自己紹介のイン

トラ掲載等の取組を実施し、職員からもコミュニケーション

イムリーな導入・活用

により日常業務の効

率化を推進すべく、必

要なルール・環境を事

前に整備したうえで、

生成 AI および AI 翻

訳プラットフォーム

を機構内に導入した。 

 管理業務関係（内部統

制、法人文書、個人情

報、情報セキュリティ

等）について、組織内

点検の実施、組織内イ

ントラの整備、組織内

説明会の開催等で、職

員の管理系業務知識

の標準化・底上げを推

進した。 

 経営理念浸透と実践

を促す年間の取組計

画を策定し、部署横断

職員グループでの多

様なテーマに関する

ディスカッションを

はじめ、取組事例、各

種メッセージ・自己紹

介のイントラ掲載等

を実施し、職員からも

コミュニケーション

活発化の評価を得た。 

 

また、数値目標について

は、大幅に達成となる成果

になった。 

 紙による立案決裁率：

0％（目標：5%以下） 

 

以上のことから、年度計画

における所期の目標を達

成していると判断したた

め、評定をＢとする   

化が図られるとともに、管理業務関

係については、組織内点検の実施、

組織内イントラの整備、組織内説明

会の開催等で、職員の管理系業務知

識の標準化・底上げを推進した。 

さらには経営理念浸透と実践を

促す年間の取組計画を策定し、部署

横断職員グループでの多様なテー

マに関するディスカッションをは

じめ、取組事例、各種メッセージ・

自己紹介のイントラ掲載等を実施

した。 

 

【数値目標】 

数値目標については、所期の目標を

達成していることが認められる。 

 

以上のことから、中期計画における

所期の目標を達成していると認め

られるため、評定を「Ｂ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は「Ｂ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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業務、拡充業務は対象

外）。 

また、「独立行政法人

改革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12 

月 24 日閣議決定）を踏

まえ、引き続き、給与水

準については法人の事

務・事業の特性等を踏

まえた柔軟な取扱を可

能とするとともに、透

明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要で

あることに鑑み、給与

水準及び妥当性の検証

結果を毎年度公表す

る。 

 

② 調達等合理化の取

組 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手

続きによる適切で迅速

かつ効果的な調達を実

現する観点から、外部

有識者及び監事から構

成される契約監視委員

会を活用するととも

に、毎年度策定する「調

達等合理化計画」に基

づき、一者応札の改善

等の取組を着実に実施

する。 

 

(3) 業務の電子化及び

システムの最適化 

業務運営の簡素化及

務は対象外）。 

また、「独立行政法人

改革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12

月 24 日閣議決定）を踏

まえ、引き続き、給与水

準については法人の事

務・事業の特性等を踏

まえた柔軟な取扱を可

能とするとともに、透

明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要で

あることに鑑み、給与

水準及び妥当性の検証

結果を毎年度公表す

る。 

 

②調達等合理化の取組 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25 日総務

大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手

続きによる適切で迅速

かつ効果的な調達を実

現する観点から、外部

有識者及び監事から構

成される契約監視委員

会を活用して個々の契

約案件の事後点検を実

施する。また、毎年度策

定する「調達等合理化

計画」に基づき、一者応

札の改善等の取組を着

実に実施する。 

 

（3）業務の電子化及び

システムの最適化 

業務運営の簡素化及

び効率化を図るため、

く。）の合計について、

前年度比 1.25%以上の

効率化を行う（ただし、

新規に追加される業

務、拡充業務は対象

外）。 

 また、「独立行政法人

改革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年 12 

月 24 日閣議決定）を踏

まえ、引き続き、給与水

準については法人の事

務・事業の特性等を踏

まえた柔軟な取扱を可

能とするとともに、透

明性の向上や説明責任

の一層の確保が重要で

あることに鑑み、給与

水準及び妥当性の検証

結果を公表する。 

 

②調達等合理化の取組 

 「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年 5 月 25日総務

大臣決定）等を踏まえ、

公正かつ透明な調達手

続きによる適切で迅速

かつ効果的な調達を実

現する観点から、外部

有識者及び監事から構

成される契約監視委員

会を活用して個々の契

約案件の事後点検を実

施する。また、令和 7年

度に策定する「調達等

合理化計画」に基づき、

一者応札の改善等の取

組を着実に実施する。 

 

活発化の評価を得た。   

 

（２）業務運営の効率化  

① 効率化目標の設定等 

○ 一般管理費及び業務経費の効率化 

・ 引き続き一般競争入札等の活用、業務執行方法の改善等を通

じて経費の削減に努めた。併せて、本部や海外事務所の運営

経費等の一般管理経費の効率化に努め、前年度に対し-1.34％

減を実現した。  

※一般管理費 

人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経費を除く。  

※業務経費 

公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因

により増減する経費を除く。 

 

○ 給与水準の適正化、検証結果や取組状況の公表 

（8-4「人事に関する計画」を参照） 

 

② 調達等合理化の取組 

○ 契約監視委員会を活用した個々の契約案件の事後点検の実施 

 機構が締結した契約の第三者目線を含めた事後チェックのた

め、外部有識者及び監事から構成される契約監視委員会を開

催し、本部及び海外事務所が締結した一般競争入札 2 件（う

ち１件は総合評価落札方式）、随意契約方式（企画競争契約方

式）1 件の計 3 件について、事務事業の合規性や有効性等の

点検を受けた。 

 

○ 「調達等合理化計画」に基づく一者応札の改善等の取組結果 

 これまで企画競争方式により調達していた訪日プロモーショ

ン事業にかかる調達案件について、前年の 5 件から事業内容

の変更により企画競争とした 2 件を除いて、引き続き 3 件の

調達を実施し、それらの落札率は前年と比較して低下し、価

格面の競争性が向上した。 

〈総合評価落札方式による調達件数: 3 件〉 

 企画競争 64 件中、一者応募は 16 件であり、企画競争にお

ける一者応募の割合は令和 6 年度から減少し、改善された。

また、一者応募の要因分析と改善策検討のため、応募を辞退

した事業者に対しアンケート調査を行った。  

〈企画競争一者応募割合： 令和 7年度 25%←令和 6年度 

29%〉 
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び効率化を図るため、

ICT の活用により、業

務の電子化及びシステ

ムの最適化を推進す

る。これに関連して、立

案の電子決裁を推進

し、紙による立案決裁

率を最小限にする。ま

た、デジタル庁が策定

した「情報システムの

整備及び管理の基本的

な方針」（令和 3 年 12 

月 24 日デジタル大臣

決定）に則り、PMO を中

心に、情報システムの

適切な整備及び管理に

取り組む。 

ICT の活用により、業務

の電子化及びシステム

の最適化を推進する。

これに関連して、立案

の電子決裁を推進し、

紙による立案決裁率を

最小限にする。また、デ

ジタル庁が策定した

「情報システムの整備

及び管理の基本的な方

針」（令和 3 年 12 月 24

日デジタル大臣決定）

に則り、PMO を中心に、

情報システムの適切な

整備及び管理に取り組

む。 

 

数値目標 

中期目標期間中、紙に

よる立案決裁率を毎年

度平均 5%以下とする。  

（3）業務の電子化及び

システムの最適化 

 業務運営の簡素化及

び効率化を図るため、

ICT の活用により、業

務の電子化及びシステ

ムの最適化を推進す

る。これに関連して、立

案の電子決裁を推進

し、紙による立案決裁

率を最小限にする。ま

た、デジタル庁が策定

した「情報システムの

整備及び管理の基本的

な方針」（令和 3 年 12 

月 24 日デジタル大臣

決定）に則り、PMO を中

心に、情報システムの

適切な整備及び管理に

取り組む。 

 

数値目標 

紙による立案決裁率を

5%以下とする。 

 少額随意契約案件を対象に広く見積書を募り、更なる公平性・

透明性を確保するためにオープンカウンター方式を活用した

調達を行った。  

〈オープンカウンター方式による調達件数: 26 件〉 

 

○ 調達に関するガバナンスの徹底 

 随意契約に関する内部統制の確立 

競争性のない随意契約として新たに締結した 28件について、

会計規程における「随意契約によることができる事由」との

整合性について、監査室による独立した立場からの点検を実

施した。 

 

○ 職員のスキルアップ 

・ 本部職員（特に新規入構者）に対し調達業務に係る研修を行

い、調達に係る規程類の理解を促した。日々の問い合わせに

対しても根拠規定・マニュアルの該当箇所を示すなど、職員

が自走していけるように配慮し対応した。また、財務グルー

プ契約担当においては、公正取引委員会や財務省主催の研修

に参加し、知識・ノウハウの蓄積を行った。 

・ 海外事務所赴任予定者等に対しては、調達手続きのみならず

公平性・競争性・透明性の原則の考えも含めた調達業務の研

修を行った。 

・ 海外事務所における会計事象について、毎四半期ごとに取り

纏め、全会計機関への共有を図った。 

 

（３）業務の電子化及びシステムの最適化 

○ ICT の活用等による業務の電子化及びシステムの最適化 

 中期目標に掲げる DX 推進、業務運営の効率化を踏まえ、セキ

ュアな環境下で機構内ドキュメントと連携して業務に活用で

きる生成 AI サービスを導入した。導入に際しては規程改正に

より生成 AI の利用ガイドラインを整備し、適切な利用の維持

と利用促進に取り組んだ。 

 具体的活用例として、規程内容をデータベースに生成 AI で相

談できるプラットフォームも設置し、規程検索の作業時間の

効率化を実現した。 

 更に、機構では海外の多言語を扱うため、AI 翻訳プラットフ

ォームを構築し、役職員が海外文書やメールを迅速に処理す

る環境を整備し、作業時間の効率化を実現した。 

 R5 年度に導入したクラウドストレージの利活用とシステム

の最適化をさらに推進するため、各海外事務所が個別運用す

るファイルサーバの業務ファイルの同ストレージへの移行を
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すすめ、保有電子データ保存先の一元化と生成 AIとの連携を

進めた。 

 複数の ICT サービスへの認証を統一的に行なう SSO（シング

ルサインオン）機能の連携システムを拡充し、業務のさらな

る効率化を図った。 

 

○ 立案の電子決裁の推進 

 電子決裁の定着化に向け、決裁システムの利用方法などに関

する職員へのサポートを継続した結果、年間を通した紙での

立案決裁率は 0%を達成した。 

 

○ 情報システムの適切な整備及び管理 

 デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基本

的な方針」（令和 3 年 12 月 24 日デジタル大臣決定）に則

り、PMO において、情報システムの構築や運用を伴う事業仕

様書の事前チェックや脆弱性診断結果の評価、機構が保有す

るすべての ICT 機器の管理台帳への登録徹底と確認等を行

い、情報システムの適切な整備及び管理に引き続き取り組ん

だ。 

 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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３. 予算（人件費の見積り含む。）、収支計画及び資金計画 

（1）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（2）財務運営の適正化 

（3）自己収入の確保 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 
財務運営の適正化／自己収入の確保 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和７年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

3. 各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(1) 財務運営の適正

化 

中期目標期間にお

ける予算、収支計画及

び資金計画について、

適正に計画し健全な

財務体質の維持を図

る。 

「独立行政法人会計

基準」（平成 12年 2月

16 日独立行政法人会

計基準研究会策定、平

成 27 年 1 月 27 日改

訂）等により、運営費

交付金の会計処理と

して、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

引き続き、収益化単位

としての業務ごとに

（2）財務運営の適正

化 

「独立行政法人会

計基準」（平成 12 年 2

月 16 日独立行政法人

会計基準研究会策 

定、平成 27 年 1 月 27

日改訂）等により、運

営費交付金の会計処

理として、業務達成基

準による収益化が原

則とされたことを踏

まえ、引き続き、収益

化単位としての業務

ごとに予算と実績を

管理する。 

また、独立行政法人

会計基準等を遵守し、

適正な会計処理に努

める。 

（2）財務運営の適正

化  

「独立行政法人会

計基準」（平成 12 年 2

月16日 独立行政法人

会計基準研究会策定、

令和 3 年 9 月 21 日改

訂）等により、運営費

交付金の会計処理と

して、業務達成基準に

よる収益化が原則と

されたことを踏まえ、

収益化単位としての

業務ごとに予算と実

績を管理する。 また、

独立行政法人会計基

準等を遵守し、適正な

会計処理に努める。 

なお、毎年度の運営

費交付金額の算定に

＜主な定量的指標＞ 

 なし 

 

＜その他の指標＞ 

 なし 

 

＜評価の視点＞ 

（2）運営費交付金の

会計処理として、業

務達成基準による収

益化が原則とされた

ことを踏まえ、収益

化単位としての業務

ごとに予算と実績の

管理を行っている

か。 

独立行政法人会計基

準等を遵守し、適正

な会計処理に努めて

いるか。 

＜主な業務実績＞ 

具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

（１）予算（人件費の見積りを含む。）、収

支計画及び資金計画 

別紙のとおり 

 

（２）財務運営の適正化 

· 「独立行政法人会計基準」（平成 12 年 

2 月 16 日独立行政法人会計基準研究

会策定、令和 3 年 9 月 21 日改訂）等

により、運営費交付金の会計処理とて、

業務達成基準による収益化が原則とさ

れたことを踏まえ、収益化単位としての

業務ごとに予算と実績の管理を行った。

また、独立行政法人会計基準を遵守し、

適正な会計処理を行った。 

 

（３）自己収入の確保 

○ 賛助金・会費等の増加による収入の増加 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

主に以下の成果を残した。 

 引き続き、適切な事業予算の

執行管理を徹底した。 

 多数の海外拠点・海外事業を

抱える組織として、国際情勢

の不安定化や各国の金融・経

済動向を背景に為替変動が

拡大している状況も踏まえ

て、必要な備えを常に確保し

た。 

 運営費交付金債務を活用し

たよりきめ細やかな予算執

行への対応を行った。 

 賛助団体・会員について、利

用者ニーズに沿った丁寧な

サービス提供を継続するこ

とで、加入者数は前年度比増

評定 Ｂ 

＜評価に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確

認できた。 

 

 

＜その他事項＞ 

 評定について、外部有識者は「Ｂ」評定が妥当であ

るとの意見で一致した。 
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予算と実績を管理す

る。 

また、独立行政法人

会計基準等を遵守し、

適正な会計処理に努

める。 

なお、毎年度の運営

費交付金額の算定に

ついては、運営費交付

金債務残高の発生状

況にも留意した上で、

厳格に行う。 

 

(2) 自己収入の拡大 

引き続き、地方公共

団体、民間事業者等幅

広い業種からの賛助

金・会費等の増加によ

る収入の増加を図る

とともに、ノウハウを

活かした受託業務に

積極的に取り組む。 

なお、毎年度の運営

費交付金額の算定に

ついては、運営費交付

金債務残高の発生状

況にも留意した上で、

厳格に行う。 

 

（３）自己収入の確保 

引き続き、地方公共

団体、民間事業者等幅

広い業種からの賛助

金・会費等の増加によ

る収入の増加を図る

とともに、ノウハウを

活かした受託業務に

積極的に取り組む。 

ついては、運営費交付

金債務残高の発生状

況にも留意した上で、

厳格に行う。 

 

（３）自己収入の確保 

 引き続き、地方公共

団体、民間事業者等幅

広い業種からの賛助

金・会費等の増加によ

る収入の増加を図る

とともに、ノウハウを

活かした受託業務に

積極的に取り組む。 

運営費交付金額の算

定について、運営費

交付金債務残高の発

生状況にも留意した

上で、厳格に行って

いるか。 

 

（3）賛助団体・会員

制度について、日本

を代表する幅広い業

種とのパートナーシ

ップを構築するとと

もに、デジタルマー

ケティングをはじめ

とした新たに取り組

む事業等を通じて、

自己収入の拡大に努

めているか。 

 賛助団体・会員は、令和 7 年 3 月 3１

日時点では 614 団体（賛助団体 301 団

体、会員 313 団体））であったが、役職

員からのセールスリードを受けた個別

説明、ウェブサイト経由や電話による一

般問い合わせへの対応によるセールス

活動の実施が奏功し、令和 8 年 3 月 

31 日においては636団体（賛助団体 305 

団体、会員 331 団体）と 22 団体増

（3.6 ％増）となり、コロナ禍の落込み

から大幅に回復した。また、令和 7年度

の賛助金等収入及び事業収入として 7

億 4,331 万円（令和 6年度比約 9.9％増）

となった。 

 

 

○ ノウハウを活かした受託業務  

 機構のウェブサイトに訪日旅行に関す

る記事を掲載する「Japan Monthly 

Webmagazine 記事広告」や、機構が保有

するデータを活用して広告配信する

「JNTO デジタル広告商品」といった地

域向けデジタルマーケティング支援メ

ニューを提供し、計 9 団体から申込み

があり、合計 5,034 万円の収入を得

た。 

を達成した。 

 

以上のことから、年度計画におけ

る所期の目標を達成していると判

断したため、評定を Bとする 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ 
短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和７年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

 

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

― 

 

予見し難い事故等の事由

に限り、資金不足となる場

合における短期借入金の限

度額は、100 百万円とする。 

 

予見し難い事故等の事

由に限り、資金不足となる

場合における短期借入金

の限度額は、100 百万円と

する。 

 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 
＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

評定 － 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

５ 
不要財産又は不要財産になることが見込まれる財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

なし 

 

なし 
 

なし 
＜主な定量的指標＞ 

― 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

評定 － 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

６ 
重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

なし 

 

 

なし 

 

なし 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

評定 ― 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

７ 
剰余金の使途 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

－ 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

なし 訪日マーケティング等業

務、国内支援業務、業務の改

善・質の向上のための環境

の整備に充てる。 

訪日マーケティング業

務等、国内支援業務、業務

の改善・質の向上のための

環境の整備に充てる。 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

 

＜評価の視点＞ 

― 

 

＜主要な業務実績＞ 

該当なし 

 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

 

 

評定 ― 

＜評定と根拠＞ 

― 

 

 

＜課題と対応＞ 

― 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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８．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

（1）内部統制の充実 

（2）情報セキュリティ対策の推進 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－１ 
内部統制の充実／情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （1）内部統制の充

実 

事務・事業の実施

のため、本部のみな

らず 25 の海外事務

所を有しており、適

切な業務運営のた

めには、コンプライ

アンス遵守の更な

る徹底等内部統制

の強化は重要であ

るため、理事長のリ

ーダーシップのも

と、重要案件につい

て理事会や内部統

制委員会等の適切

な場で審議するこ

とでガバナンスの

確保を行うととも

に、リスク管理やコ

（1）内部統制の充実 

事務・事業の実施

のため、本部のみな

らず 25 の海外事務

所を有しており、適

切な業務運営のため

には、コンプライア

ンス遵守の更なる徹

底等内部統制の強化

は重要であるため、

理事長のリーダーシ

ップのもと、重要案

件について理事会や

内部統制委員会等の

適切な場で審議する

ことでガバナンスの

確保を行うととも

に、リスク管理やコ

ンプライアンスを強

化する。 

（1）内部統制の充実 

 本部・海外事務所の

適切な業務運営のた

めには、コンプライア

ンス遵守の更なる徹

底等内部統制の強化

は重要であるため、理

事長のリーダーシッ

プのもと、重要案件に

ついて理事会や内部

統制委員会等の適切

な場で審議すること

でガバナンスの確保

を行うとともに、役職

員への研修や自己点

検等を通じて、リスク

管理やコンプライア

ンスを強化する。 

また、本部・海外事務

所への監事監査及び

＜主な定量的指標＞ 

 なし 

 

＜その他の指標＞ 

 なし 

 

＜評価の視点＞ 

内部規程の整備、

業務運営方針や組

織・業務目標の明確

化を行い、役職員に

よる共有を図るとと

もに、定期的に業務

実績や課題を整理

し、改善を行う等、

内部統制の仕組みが

有効に機能すること

を確保しているか。 

 機構全体の職員の

コンプライアンスの

＜主な業務実績＞  

具体的な取組事例は以下のとおり。 

 

（1）内部統制の充実 

○ ガバナンスの確保 

【理事会における取組】 

 年度計画の数値目標について、四半期ごとに進捗管理を行い、

理事会に付し議論することで、理事長をはじめとする役員の

リーダーシップのもと、進捗管理を徹底した。 

 

【内部統制委員会の実施】  

 2025 年 10 月に第 1 回内部統制委員会を開催し、リスクマネ

ジメントシートに基づく海外事務所を含めた組織内のリスク

管理状況や取組状況についての報告を行った。また、組織共

通リスクのみならず、事業リスクについても種別と管理方法

を審議し、承認を得た。 

 2026 年 3月の第 2回内部統制委員会では、令和 7年度の内部

統制活動の総括と、リスク管理状況の報告を行うとともに、

令和 7 年度に発生したインシデント事案とその再発防止策に

ついて総括し、組織としてのリスク耐性の強化を図った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

主に以下の成果を残した。 

 内部統制委員会にてリスク評

価やコンプライアンス改善に

向けた取組状況の議論を行

い、組織のガバナンス確保を

図った。リスク事項の整理を

行い、業務運営リスクのみな

らず事業リスクも整理し、各

部門のリスク認識の統一と管

理体制の強化を図った。 

 四半期毎に軽微な事案も含め

たリスク発生状況を取りまと

め、それを分析し、本部・海外

事務所に向けて再発防止を中

心とした注意喚起を定期的に

行うことで、役職員のコンプ

ライアンス意識の向上を図っ

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

内部統制委員会におけるリスク

評価の議論を踏まえてリスク事項

の整理を行い、業務運営リスクのみ

ならず事業リスクも整理し、各部門

のリスク認識の統一と管理体制の

強化が図られた。 

海外事務所のオンライン・出張点

検の対象事務所を拡充し、現地の個

別課題に向き合った伴走型支援体

制を強化した。 

緊急事態や情報セキュリティイ

ンシデント発生時に迅速な対応が

可能となるよう、事象別の初動対応

手順や連絡体制、役割分担、報告フ

ローを整理・周知した。 

 

以上のことから、年度計画におけ

る所期の目標を上回る成果が得ら
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ンプライアンスを

強化する。また、海

外事務所を含め、監

事監査及び内部監

査を適切に行って

いくことにより、監

査機能の実効性の

向上に努める。 

 

（2）情報セキュリ

ティ対策の推進 

国内のみならず

海外事務所での事

業展開や、デジタル

マーケティングを

実施していること

から、情報セキュリ

ティ対策は特に重

要であり、「サイバ

ーセキュリティ戦

略」（令和３年９月

28 日閣議決定）等の

政府方針を踏まえ、

引き続き、サイバー

攻撃の脅威への対

処に万全を期する

とともに、保有個人

情報の保護を含む

適切な情報セキュ

リティ対策を推進

する。また、「情報シ

ステムの整備及び

管理の基本的な方

針」（令和３年 12月

24 日デジタル大臣

決定）に則って、ク

ラウド化を基本と

したインフラ基盤

の整備等による業

務の適正化・効率化

の情報システムの

また、海外事務所

を含め、監事監査及

び内部監査を適切に

行っていくことによ

り、監査機能の実効

性の向上に努める。 

 

 

 

（2）情報セキュリテ

ィ対策の推進 

国内のみならず海

外事務所での事業展

開や、デジタルマー

ケティングを実施し

ていることから、情

報セキュリティ対策

は特に重要であり、

「サイバーセキュリ

ティ戦略」（令和 3年

9月 28 日閣議決定）

等の政府方針を踏ま

え、引き続き、サイ

バー攻撃等の脅威へ

の対処に万全を期す

るとともに、保有個

人情報の保護を含む

適切な情報セキュリ

ティ対策を推進す

る。また、「情報シス

テムの整備及び管理

の基本的な方針」（令

和 3 年 12 月 24 日デ

ジタル大臣決定）に

則って、クラウド化

を基本としたインフ

ラ基盤の整備等によ

る業務の適正化・効

率化等の情報システ

ムの適切な整備及び

管理を行う。 

内部監査を適切に行

っていくことにより、

監査機能の実効性の

向上に努める。 

 

 

 

（2）情報セキュリテ

ィ対策の推進 

 国内のみならず海

外事務所での事業展

開や、デジタルマーケ

ティングを実施して

いることから、情報セ

キュリティ対策は特

に重要であり、「サイ

バーセキュリティ戦

略」（令和 3年 9月 28

日閣議決定）等の政府

方針を踏まえ、引き続

き、サイバー攻撃等の

脅威への対処に万全

を期するとともに、保

有個人情報の保護を

含む適切な情報セキ

ュリティ対策を推進

する。また、「情報シス

テムの整備及び管理

の基本的な方針」（令

和3年 12月 24日デジ

タル大臣決定）に則っ

て、クラウド化を基本

としたインフラ基盤

の整備等による業務

の適正化・効率化等の

情報システムの適切

な整備及び管理を行

う。 

徹底を図っている

か。 

 また、内部監査を

行う、監査結果に基

づくフォローアップ

を適切に行っている

か。 

 情報セキュリティ

に関する教育等の対

策を講じ、サイバー

攻撃への防御力、攻

撃に対する組織的対

応能力の強化に取り

組み、その対策の実

施業況を把握し、

PDCA サイクルによ

り情報セキュリティ

対策の改善を図って

いるか。 

 四半期ごとにリスクの発生状況を取りまとめ、本部・海外事

務所に向けて再発防止を中心とした注意喚起を日本語・英語

で行うことで、役職員のリスクマネジメント意識の向上を図

った。 

 

○ リスク管理やコンプライアンスの強化 

【役職員への研修等実施】 

 法人文書、個人情報、情報セキュリティ、コンプライアンス等

について、役職員の知識向上のため、研修を実施した。海外事

務所の現地職員も対象とした多言語E-learning研修も実施し

た。 

 内部統制システムを確実に現場に定着させるため、海外事務

所赴任者に対して、各管理部門による赴任前研修を実施する

とともに、赴任後においては、赴任前研修の有効性の確認やフ

ォローアップ面談を個別に実施し、その結果を関係部署間で

共有した。 

 

【自己点検の実施】 

 内部統制において特に重要な項目となる会計、契約、法人文書

管理、情報セキュリティ、個人情報保護等について、合計 15

の海外事務所と個別のオンライン会議を実施し、4つの海外事

務所に総務部職員を派遣して実地点検を行い、事務所側の課

題の認識と必要な助言を行うことで、海外事務所の内部統制

強化を図った。 

 これら点検活動を通じて認識した海外事務所の共通課題やそ

れに対する対応策を整理し、点検対象外事務所にも横展開を

行うことで、海外事務所全体に対する情報共有を行った。 

 また、個人情報については、組織内の委員会組織全体規模での

個人情報ファイル点検を実施し、機構内の個人情報ファイル

に登録している個人情報の棚卸を行い、適切な個人情報の保

管環境を推進した。 

 

【その他のリスク管理、コンプライアンス強化の取組】 

（緊急時対応整備） 

 業務時間外に緊急性・重要性が高い事象が発生した際に適切

に対応できるよう、特に初動における緊急事態の連絡・報告手

順を整備した。 

 本部職員の緊急連絡先について、組織における標準使用アプ

リを用いて一元管理する運用見直しを行い、個人情報の保護

に努めるとともに、緊急連絡先の適宜更新や管理職による情

報管理の円滑化を図った。 

た。 

 内部統制において特に重要な

項目となる会計、契約、法人文

書管理、情報セキュリティ、個

人情報保護等について、海外

事務所のオンライン・出張点

検の対象事務所を拡充し、現

地の個別課題に向き合った伴

走型支援体制を強化した。 

 個人情報については、複雑化

する各国海外法令に対応する

契約書や指針の整備を図り、

保有する個人情報の点検や、

機構内制度への説明等も重点

的に実施した。 

 緊急事態や情報セキュリティ

インシデント発生時に迅速な

対応が可能となるよう、事象

別の初動対応手順や連絡体

制、役割分担、報告フローを整

理・周知した。 

 情報セキュリティ対策の強化

として、教育・訓練の充実、海

外事務所に対する本部職員に

よる遠隔サポート等を実施し

た。 

 

以上のことから、業績向上努力に

より、年度計画における所期の目

標を上回る成果が得られていると

判断したため、評定をＡとする。 

 

れていると認められるため、評定を

「Ａ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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適切な整備及び管

理を行う。 

（情報インシデント対応整備） 

 情報セキュリティインシデントについては、事案発生時に迅

速かつ円滑な対応を図るため、対応フローを再整備し社内イ

ントラネットで周知し、軽微な事案は申告フォームによる報

告を義務付けるとともに、緊急性・重要性の高い事案について

は架電による即時連絡を依頼し、早期把握と再発防止を徹底

した。 

（個人情報保護強化） 

 個人情報保護法令が複雑化する中でも効果的な事業目標を達

成するため、各国法令への対応も適切に行えるグローバル仕

様の契約書の整備やプライバシーポリシーの改訂、その他各

種フォーマットの改訂を行った。 

 組織内で個人情報保護における管理者および責任者を対象に

個人情報保護管理委員会を開催し、機構における対応整備状

況や方針について共有を図ったほか、改定内容に関する組織

内説明会を実施した。また、個人情報管理の知見を外部イベン

ト等でも紹介した。 

（規程の理解促進・改正） 

 内部規程類の組織内掲示において、規程類集約ハブを作成し、

AI チャットボットへの問い合わせも行うことができる建付け

とすることで、役職員が規程遵守のために参照をしやすい環

境を整えた。 

 法令改正への対応のため、会計関連・旅費関連をはじめ内部規

程類の改正を遅滞なく着実に実施をした。その際に、組織内に

おける規程改正をある程度同タイミングで取りまとめること

で組織内稟議の効率化を図った。 

 

○ 監査機能の実効性の向上 

 内部監査として、本部において事業の実施状況に関する監査

や会計監査を実施し、事業実施に際しての契約手続や会計処

理等について、規程類に則り適正に行われているかを適時確

認した。 

 また、海外事務所においては、法人文書監査、情報セキュリテ

ィ監査、個人情報監査等を実施し、海外における特有リスクを

勘案しつつ、指摘、改善提案を行うとともに、総務部による事

前点検により、内部統制事務の効果が向上されたことを確認

できた。 

 監査結果に対して適切なフォローアップを実施できるよう、

被監査部門とのコミュニケーション機会を増やすことで、監

査機能の実効性の向上を図った。 
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（2）情報セキュリティ対策の推進 

○ サイバー攻撃等の脅威への万全な対処 

 「サイバーセキュリティ戦略」（令和 3 年 9 月 28 日閣議決

定）等の政府方針を踏まえ、標的型メール攻撃訓練、E ラーニ

ング、全役職員への周知メール等を通じて、情報セキュリティ

教育や各種注意喚起を行うとともに、第二 GSOC から提供さ

れる脅威対処情報のシステム運用への反映、PC やネットワー

ク稼働状況のモニタリング等、ICT インフラの情報セキュリ

ティ対策を実施した。 

 支給外スマートフォンの利用申請の徹底を促すとともに、機

構が所有するすべての ICT 機器の運用状況について、アクセ

ス管理機能を利用した確実な把握とモニタリングを行った。 

 

○ 保有個人情報の保護を含む適切な情報セキュリティ対策の推

進 

 新規入構者、海外赴任者を対象とした情報セキュリティの確

保に関する研修を実施するとともに、全役職員向けに、情報セ

キュリティの確保に関する遵守事項やメール誤送信防止対策

機能の確実な利用について周知を行った。 

 機構が扱う情報の取扱いについては、クラウドストレージの

ファイルの外部との誤共有防止対策を行うとともに、職員の

異動が多い時期に過去事例を用いて注意喚起を行うことで、

実効性の高いインシデント再発防止に取り組んだ。 

 

○ 情報システムの適切な整備及び管理 

 「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」（令和 3 年 

12 月 24 日デジタル大臣決定）に則り、ゼロトラストセキュ

リティの設計思想の下、R5 年度に導入したクラウドベースの

インフラ基盤を本部及び海外事務所において引き続き運用

し、業務の適正化・効率化を図った。 

 ICT インフラに課題を抱える海外事務所に対し、本部より専

門職員派遣による出張を含むサポートを行い、改善に取り組

んだ。 

 本部・海外事務所における PC端末の購入整備に際し、初回利

用時に必要な設定が自動で適用されるクラウド型の運用を開

始した。これにより、海外事務所を含む国内外各拠点で PC設

定の標準化を図るとともに、機構内のセキュリティポリシー

の確実な適用を実現し、特に海外事務所におけるセキュリテ

ィガバナンスを強化した。 
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4．その他参考情報 

特になし 
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（３）活動成果の発信 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－２ 
活動成果等の発信 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）活動成果等の発

信 

訪日プロモーショ

ンに係る取組の目的

や必要性、その成果に

ついて、ホームページ

やプレスブリーフィ

ング等国内メディア

への情報提供を通じ

て国民にわかりやす

く説明するとともに、

政府が掲げる目標の

達成のために、どのよ

うな貢献をしている

のかが明確となるよ

うな情報発信に努め

る。 

（３）活動成果等の発信 

訪日プロモーションに

係る取組みの目的や必要

性、その成果について、ホ

ームページやプレスブリ

ーフィング等国内メディ

アへの情報提供等を通じ

て国民にわかりやすく説

明するとともに、政府が掲

げる目標の達成のために、

どのような貢献をしてい

るのかが明確となるよう

な情報発信に努める。 

（３）活動成果等の発信 

 訪日プロモーション

に係る取組の目的や必

要性、その成果につい

て、ホームページやプレ

スブリーフィング等国

内メディアへの情報提

供等を通じて国民にわ

かりやすく説明すると

ともに、政府が掲げる目

標の達成のために、どの

ような貢献をしている

のかが明確となるよう

な情報発信に努める。 

＜主な定量的指標＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

訪日プロモーションに

係る取組の目的や必要

性、その成果について、

ホームページ等を通じ

て国民にわかりやすく

説明しているか。 

また、政府が掲げる目

標の達成のために、ど

のような貢献をしてい

るのかが明確となるよ

うな情報発信に努めて

いるか。 

＜主な業務実績＞  

具体的な取組は、以下のとおり。 

 

○ 国民への情報発信 （取組の目的や必要性、そ

の成果、政府目標達成の貢献）  

【ウェブサイト】 

 機構の法人ウェブサイトにおいて、報道発表、

旅行博・セミナーへの出展・参加者募集情報、

統計情報や最新市場動向等、機構の取組や成

果の発信に努めた。また、日本国内に加えて海

外に向けても組織のプレゼンスを上げるべ

く、法人ウェブサイトの英語ページを増設し

た。 
  

【報道発表、プレスブリーフィング】 

 報道発表に基づく露出件数は計 632 件に上っ

た。 
 2019 年度から継続的に実施しているプレスブ

リーフィングを今年度も 4 回開催。同イベン

トには延べ 65名のメディアが参加し、インバ

ウンドの最新動向や大相撲ロンドン公演を契

機としたプロモーション等機構の取組事例等

の情報をメディア各社に直接提供した結果、

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

主に以下の成果を残した。 

 ウェブサイトを通じて機構の

取組や成果の発信に取り組ん

だほか、プレスリリース配信

や寄稿及び取材対応等を通

じ、国内メディアとの関係構

築・維持及び情報発信に努め

た。特にプレスリリースは 44

件の配信を行い、また、取材対

応では露出 75件を獲得した。 

 2019年度から継続的に実施し

ているプレスブリーフィング

を今年度も 4 回開催。インバ

ウンドの最新動向や機構の取

組事例等の情報をメディア各

社に直接提供した結果、業界

紙に加え、在京テレビ局でも

機構の取組が紹介されるな

ど、計 19 件の報道に繋がり、

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

ウェブサイトを通じての機構の取組

や成果の発信を行ったほか、プレスリ

リース配信や寄稿及び取材対応等を通

じ、国内メディアとの関係構築・維持

及び情報発信に努めた。特にプレスリ

リースは 44 件の配信を行い、また、取

材対応では露出 75件を獲得した。 

また、2019 年度から継続的に実施し

ているプレスブリーフィングを 4 回開

催し、インバウンドの最新動向や機構

の取組事例等の情報をメディア各社に

直接提供した結果、業界紙に加え、在

京テレビ局でも機構の取組が紹介され

るなど、計 19 件の報道に繋がった。 

さらに、通信社、全国紙及び在京キ

ー局の論説委員・解説委員等を訪問し

ての意見交換及び情報提供の実施によ

りインバウンド観光の最新動向が在京

テレビ局の解説番組に取り上げられる

などインバウンド観光への理解促進に
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業界紙に加え、在京テレビ局でも機構の取組

が紹介されるなど、計 19 件の報道に繋がり、

インバウンド観光への理解促進や機構の取組

発信に寄与した。 

 通信社、全国紙及び在京キー局の論説委員・解

説委員等を訪問して意見交換及び情報提供を

実施。主要メディアとのネットワークを維持・

強化することができたほか、提供したインバ

ウンド観光の最新動向が在京テレビ局の解説

番組に取り上げられ、インバウンド観光への

理解促進に寄与した。 

 

【役職員による寄稿・講師派遣、取材対応】 

 役職員による講演を計 57件、メディアへの寄

稿を計 24件実施し、インバウンドの最新動向

や機構の取組についての発信を行った。 

 取材対応を行った結果、計 75件の国内向けの

露出に繋がった。 

 特に取材対応では地方での露出獲得にも注力

した。シンガポールの東北地方へのメディア

招請等招請事業や講演等で訪問した地域の住

民に情報が届くよう当地メディアに取材の働

きかけを行った結果、計 37 件の地方メディア

での露出に繋がり、地方における機構の取組

の情報発信、及びインバウンド観光への理解

促進と受入機運醸成に貢献することができ

た。 

インバウンド観光への理解促

進や機構の取組発信に寄与し

た。 

 通信社、全国紙及び在京キー

局の論説委員・解説委員等を

訪問して意見交換及び情報提

供を実施。主要メディアとの

ネットワークを維持・強化す

ることができたほか、提供し

たインバウンド観光の最新動

向が在京テレビ局の解説番組

に取り上げられ、インバウン

ド観光への理解促進に寄与し

た。 

 取材対応では地方での露出獲

得にも注力し、招請事業や講

演等で訪問した地域の住民に

情報が届くよう、当地メディ

アに取材の働きかけを行った

結果、計 37件の地方メディア

での露出に繋がり、地方にお

ける機構の取組の情報発信、

及びインバウンド観光への理

解促進と受入機運醸成に貢献

することができた。 

 

以上のことから、業績向上努力に

より、年度計画における所期の目

標を上回る成果が得られていると

判断したため、評定をＡとする。 

 

寄与した。 

取材対応では地方での露出獲得にも

注力し、招請事業や講演等で訪問した

地域の住民に情報が届くよう、当地メ

ディアに取材の働きかけを行った結

果、計 37 件の地方メディアでの露出を

獲得した。 

 

 

以上のことから、上記のような機構

の業績向上努力により、年度計画にお

ける所期の目標を上回る成果が得られ

ていると認められるため、評定を「Ａ」

とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致し

た。 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（4）関係機関との連携強化 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－３ 
関係機関との連携強化 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値（前中期目標期間

最終年度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （4）関係機関との連携

強化 

農水省、環境省、文化

庁、国税庁等をはじめと

する関係省庁や在外公

館、JETRO、JF などの政

府関係法人、地方自治

体・DMO やインバウンド

に取り組む関係団体・民

間企業等とより一層緊

密な連携を図る体制を

構築し、海外におけるイ

ベントやセミナーの開

催、情報発信、観光コン

テンツの造成や受入環

境の向上等に係る各種

取組に対する助言等、オ

ールジャパンで、戦略

的、効率的かつ効果的な

取組を実施する。連携に

あたっては、国内の観光

以外の、伝統芸能、伝統

工芸などの関連産業の

（4）関係機関との連携強

化 

農水省、環境省、文化庁、

国税庁等をはじめとする

関係省庁や在外公館、

JETRO、JF などの政府関係

法人、地方自治体・DMO や

インバウンドに取り組む

関係団体・民間企業等とよ

り一層緊密な連携を図る

体制を構築し、海外におけ

るイベントやセミナーの

開催、ウェブサイト・SNS

や広告、海外広報による情

報発信、関係省庁等が主催

する委員会への参画等を

通じた観光コンテンツの

造成や受入環境の向上等

に係る各種取組に対する

助言等、オールジャパン

で、戦略的、効率的かつ効

果的な取組を実施する。連

携にあたっては、国内の観

（4）関係機関との連携強

化 

 農水省、環境省、文化

庁、国税庁等をはじめとす

る関係省庁や在外公館、

JETRO、JF などの政府関係

法人、地方自治体・DMO や

インバウンドに取り組む

関係団体・民間企業等と引

き続き緊密な連携を図る

とともに、海外におけるイ

ベントやセミナーの開催、

ウェブサイト・SNS や広

告、海外広報による情報発

信、関係省庁等が主催する

委員会への参画等を通じ

た観光コンテンツの造成

や受入環境の向上等に係

る各種取組に対する助言

等、オールジャパンで、戦

略的、効率的かつ効果的な

取組を実施する。連携にあ

たっては、国内の観光以外

＜主な定量的指標＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

なし 

 

＜評価の視点＞ 

在外公館をはじめと

する関係省庁・政府関

係法人、地方自治体、

インバウンドに取り組

む関係団体・民間企業

等と、オールジャパン

で、戦略的、効率的か

つ効果的な訪日プロモ

ーションを実施してい

るか。 

＜主な業務実績＞  

具体的な取組は、以下のとおり。 

 

○ オールジャパンでの戦略的、効率的かつ効果的

な訪日プロモーション 

【農水省との連携】 

 「SAVOR JAPAN（農泊 食文化海外発信地域）」に

認定されている秋田県大館地域の伝統食「きり

たんぽ」の魅力を、秋田犬と触れ合える施設や

農泊体験とともに機構のウェブサイト等で情

報発信を行った。 

 在京海外メディア向けニュースレターを活用

し、和食をテーマとした特集を実施する形で情

報発信を行った。その際、農水省とも連携し、

「農泊インバウンド受入促進重点地域」である

三重県大紀町、新潟県寺泊町、沖縄県大宜味村、

「SAVOR JAPAN 認定地域」である広島県音戸地

区（牡蠣）についての情報発信を行った。 

 8 月に農水省実施の「農泊インバウンド受入促

進重点地域 地域の滞在プランコンテスト」に

おいて機構職員が選定委員に就任し、農泊地域

全体へのインバウンド食関連消費の拡大に貢

献した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

主に以下の成果を残した。 

 環境省、農水省、文化庁のほ

か、在外公館、国際系独法と

の連携をさらに充実させる

ことで、オールジャパンに

よる取り組みを推進し、戦

略的かつ効果的な訪日プロ

モーションを実現させた。  

 具体的には、環境省（国立公

園）、農水省（Savor Japan、

農泊等）、文化庁（文化観光、

日本遺産、日本博等）など、

関係省庁がインバウンド向

けに発信したい観光素材や

各省庁等が造成や磨き上げ

支援を行ったコンテンツに

ついて、機構が運営する多

言語ウェブサイトや SNS、海

外メディア向けニュースレ

ター、旅行会社向け訪日観

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

 

環境省（国立公園）、農水省（Savor 

Japan、農泊等）、文化庁（文化観光、

日本遺産、日本博等）など、関係省

庁がインバウンド向けに発信した

い観光素材や各省庁等が造成や磨

き上げ支援を行ったコンテンツに

ついて、幅広く情報発信を行った。 

また、在外公館や日本貿易振興機

構（JETRO）、日本食海外プロモーシ

ョンセンター（JFOODO）、国際交流基

金（JF）等と連携して日本関連イベ

ントを世界各地で実施することで、

現地政府との関係強化やオールジ

ャパン体制のもとで日本の多様な

観光資源の魅力を一体的に PR を行

った。 

 

 

以上のことから、年度計画におけ

る所期の目標を上回る成果が得ら



 

79 

活性化や、海外現地にお

ける日本関連の物販・サ

ービス促進のシナジー

効果を生み出すよう努

める。 

光以外の、伝統芸能、伝統

工芸などの関連産業の活

性化や、海外現地における

日本関連の物販・サービス

促進のシナジー効果を生

み出すよう努める。 

の、伝統芸能、伝統工芸な

どの関連産業の活性化や、

海外現地における日本関

連の物販・サービス促進の

シナジー効果を生み出す

よう努める。 

 「SAVOR JAPAN 認定地域」のうち昨年度新規認

定地域の山梨県みのぶ農泊地域と長野県松川

町の紹介動画の試写会に機構職員が参加し、海

外プロモーションの視点から助言を行った。 

 

【環境省との連携】 

 国立公園の魅力や国立公園で体験できるアク

ティビティ等の観光コンテンツについて、機構

の グ ロ ー バ ル サ イ ト の ブ ロ グ 記 事 や 

Facebook、在京海外メディア向けニュースレタ

ー等で紹介するとともに、高付加価値旅行事業

においても、富裕層旅行者や海外旅行会社等に

情報提供を行い、国立公園への誘客に資するよ

う情報発信を実施した。 

 環境省との連携強化と機構の事業活動におけ

る国立公園のプロモーション促進に向けて、環

境省 国立公園利用推進室と連携して国立公園

のプロモーションに関する勉強会を機構職員

向けに開催し、職員の国立公園に対する理解を

深めるとともに環境省提供の国立公園プロモ

ーション素材の利用促進を図った。 

 

【文化庁との連携】 

 10 月に韓国の富裕層向け旅行会社を対象に、富

士・箱根・伊豆を巡る 4泊 5日の招請を実施。

文化観光拠点計画として認定されている MOA 美

術館と江之浦測候所を訪れ、作品の価値に加え

景観や作品解説の充実度が高く評価された。 

 「日本博 2.0」に関して、機構のグローバルサ

イトのウェブマガジン記事にて「アートと建築

を楽しむ」ことをテーマに日本博サイト掲載の

美術館を紹介し、アートを契機とした訪日旅行

を喚起した。 

 日本遺産に関して、機構の SNS や在京海外メデ

ィア向けニュースレターを通じてグローバル

に情報発信し、日本遺産や訪日に対する興味関

心を向上させる取組を実施した。 

 

【国税庁との連携】 

 2024 年 12 月の「伝統的酒造り」のユネスコ無

形文化遺産登録から 1周年を迎え、在京海外メ

光セミナー等を通じ、海外

メディアや旅行業界関係

者、消費者等に向けて幅広

く情報発信を行った。  

 在外公館や日本貿易振興機

構（JETRO）、日本食海外プロ

モ ー シ ョ ン セ ン タ ー

（JFOODO）、国際交流基金

（JF）等と連携して日本関

連イベントを世界各地で実

施することで、現地政府と

の関係強化やオールジャパ

ン体制のもとで日本の多様

な観光資源の魅力を一体的

に PRした。 

 

以上のことから、業績向上努力

により、年度計画における所期

の目標を上回る成果が得られて

いると判断したため、評定をＡ

とする。 

れていると認められるため、評定を

「Ａ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は「Ａ」

評定が妥当であるとの意見で一致

した。 
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ディア向けニュースレターの日本酒特集号に

て日本産酒類の魅力とともに「伝統的酒造り」

ユネスコ登録の紹介に加え、国税庁制作の PR動

画や特設サイトについても情報発信を実施し、

「伝統的酒造り」の広報活動協力を継続した。 

 

【在外公館との連携】 

 （モンゴル） 

8月 16～17日にかけて在モンゴル日本国大使館

と連携し、モンゴル最大の日本関連イベント

「JAPAN FESTIVAL in MONGOLIA 2025（以下

「JFM2025」）」に出展した。Visit Japan（以下

VJ）ブースでは日本旅行パンフレット配布、ビ

デオ上映とともに、浴衣の着付けやステージア

トラクション等を実施。特に浴衣体験が大変好

評で、2日間合計でのVJブース来場者数は8,000

人超となった。来場者アンケートでは、全体の

95%にあたる 434 人が「今後日本へ行く計画があ

る」と回答し、その内「3ヶ月～１年以内に訪日

したい」と回答した人が全体の 52%を占めるな

ど、高い訪日意欲がうかがえる結果となった。 

 （ブラジル） 

日本ブラジル友好交流年 130 周年を契機に、在

リオデジャネイロ総領事館と連携して、10月 8

～10 日にかけて、ブラジル最大級の BtoB 旅行

博「ABAV Expo52」に出展した。VJ ブースでは

共同出展している現地旅行会社や航空会社

（ANA、JAL）と連携し、知られざる地域の魅力

紹介から、訪日旅行の人気ルートや、具体的な

手配に関する内容等来場者からの問い合わせ

に対応した。10 月 9 日には旅行博来場者を対象

に訪日観光セミナーを実施し、在リオデジャネ

イロ総領事をはじめ、共同出展者や KOL に登壇

いただき、オールジャパンで訪日 PR を行った。 

 （英国） 

34 年ぶりの開催となった大相撲ロンドン公演

を契機に、ジャパンハウスロンドン及び在英日

本大使館と連携して、10 月 16 日に旅行会社・

メディアを対象としたトークセッション兼ネ

ットワーキングを開催した。第一部トークショ

ーには横綱大の里、行司第 39 代木村庄之助が
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登壇し 119 名が参加、第二部ネットワーキング

は 51 名による参加があった。大手メディア

METRO への掲載（10 月 20 日朝刊、発行部数約

132 万）による地方のコンテンツ記事露出につ

ながり、参加した旅行会社からは、「東京以外で

も相撲の場所が開催されていることを知り地

方の旅行商品造成につなげることができる」と

いう感想が寄せられ、英国における相撲への関

心の高まりをきっかけとして旅行会社による

相撲コンテンツのツアーへの組み込みが確認

できた（再掲）。 

 

【国際交流基金（JF）との連携】 

 機構と JFの本部及び海外拠点において、双方の

コンテンツやネットワークを活用し、広報協力、 

共同イベントの開催や訪日プロモーション等、 

連携して様々な事業を実施した。 

 11 月には「2025 年度 JF・JNTO 連携促進会議」

を実施し、双方の幹部を交えて各海外拠点及び

本部間の連携について実績の共有と今後の更な

る連携について協議を行った。 

 JF が配信した日本の地方文化をテーマにした

特集配信企画において、機構の Facebook グロー

バルアカウントでも情報を発信し、JF だけでは

手の届かない潜在的対日関心層にアピールを図

った。 

 1 月にパリ日本文化会館で行われた「日本の旅

と食の魅力 2026」にて、JNTO パリ事務所は各地

域ブースに観光発信スペースを設置し、各地域

の魅力を発信した。また、同スペースをスタン

プラリーのスタンプ設置場所としたことで、来

場者が各地域ブースを巡る動線形成に寄与し

た。 

 

【日本貿易振興機構（JETRO）】  

 4 月に、JNTO ソウル事務所は、JETRO ソウル事

務所、在大韓民国日本国大使館、日本国際博覧

会協会、大阪観光局等と連携し、 日韓両国の交

流の観点、ビジネス活用の観点、万博＋観光の

観点から、大阪・関西万博の魅力を多角的に語

るセミナーを韓国・ソウルで開催し、大阪・関
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西万博についてのメディアやビジネス関係者の

理解を促進し、ひいては広く韓国市場における

大阪・関西万博への関心と来場意欲の醸成を図

った。セミナーには韓国のメディア、旅行会社、

スタートアップ等の企業、青少年交流事業での

卒業生など、総勢 100 名弱が参加し、10 数件の

メディア露出となった。 

 11 月にカンボジア・プノンペンで開催された一

般消費者向け日本食品 PRイベント「ジャパン・

フェア 2025」において、ブースを出展した。同

イベントは JETRO プノンペン事務所によって開

催され、日本からの食品輸出事業者が多数ブー

スを出展した。Visit Japan ブース内で訪日旅

行案内を行うともに、ステージでは日本観光に

関するクイズ企画を実施する等、イベント来場

者に日本の食と観光を合わせて、情報提供する

ことで訪日意欲喚起を図った。 

 11 月に在ドイツ大使館主催/JETRO 共催の日本

酒ペアリングイベントにて、JNTO フランクフル

ト事務所は食ｘ観光をテーマにブースを出展

し、食をきっかけとした観光情報を発信した。

会場では日本酒の試飲が行われ、日本酒の認知

度向上と訪日意欲喚起を図った。 

 

【日本食品プロモーションセンター（JFOODO）

との連携】 

 韓国市場において JFOODO と連携し、11月 21 日

に日韓国交正常化 60 周年を契機とした記念イ

ベントを実施した。本イベントは二部制とし、

第一部では、機構主催で小都市に関する特設サ

イトの紹介やゲストトーク、小都市早押しクイ

ズを実施し、小都市訪問の機運醸成を図った。

第二部では、JFOODO 主催で食の魅力発信をテー

マに小都市の特産物やグルメ等の紹介を行っ

た。第一部・第二部ともに現地メディア及びイ

ンフルエンサーを対象に実施し、アンケート結

果では「知らなかった場所を知ることができ

た」「実際に小都市を訪れてみたい」などの声が

寄せられ、最上位評価 85%の高評価を得た。 

 

【地方自治体、広域連携 DMO との連携】 
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 JNTO ソウル事務所では日韓国交正常化 60 周年

を契機とした全国知事会の「日本の小都市」プ

ロモーションの企画及び実施に協力し、韓国で

の小都市 PR の強化に寄与した。具体的には、11

月 11 日に実施された小都市 PRイベントにて、

韓国メディア 33社の招請および小都市 PRの講

演を担当し、イベント後には 30 社以上による

記事掲載が確認されるなど広い露出に繋げた。

また同日夜のレセプションにおいては、講演に

加えて韓国側招請者のアレンジ、関係者同士の

ネットワーク構築支援など運営面でのサポー

トを提供し、政府関係者、旅行会社、航空会社、

メディア、インフルエンサー等約 130 名に対し

て参加自治体が直接魅力を紹介する機会の創

出に貢献した。（再掲） 

 

【大阪・関西万博に向けた連携】 

・ 韓国市場では、ソウル事務所が在大韓民国日本

大使館、JETRO ソウル等の日韓の関係機関と連

携して実施した PRイベントにおいて、多様な登

壇者によるトークショー等を行い、参加者の万

博への興味・関心の向上を図った。 

・ 中国市場では、国内 9 都市のオフラインイベン

ト会場にて、プロモーション動画の放映および

パネル展示を行い、その様子をインフルエンサ

ーがライブ配信で紹介した。視聴者数は合計約

337 万人に達し、一般消費者への大阪・関西万博

の認知度および興味・関心の向上に貢献した。 

・ このほか、アジアを中心とした複数の市場にお

いて、イベント会場と大阪・関西万博会場を結

ぶライブ中継や各種 SNS 投稿による来場促進の

ための多角的な情報発信を行った。 

 

【インバウンドに取り組む関係団体・民間企業

等との連携】 

 （インドネシア） 

10 月～12 月にかけて、インドネシア系航空会

社、香港系航空会社、フィリピン系航空会社の

3 社と連携して訪日促進を目的とした広告を展

開した。インドネシア市場では経由便を利用し

て訪日する旅行者も多いことから、直行便に加
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えて経由便を利用した札幌、名古屋、福岡行路

線のプロモーションを実施したところ、広告接

触者数は 5,500 万超となり、合計 3,489 件の予

約獲得に繋がった。（再掲） 

 （イタリア） 

5 月～12 月にかけて、旅行会社 3 社と連携し、

地方コンテンツの認知拡大と予約促進を目的と

したオンライン広告を実施。各社のウェブサイ

トには、地方を含む 10～16 日間の旅行商品を紹

介・予約できる特設ページを開設し、予約率の

向上を図った。その結果、700 万人以上のリーチ

数、4,000 件を超える予約数を獲得した。なかで

も、連携先のひとつである小規模のテーマ別旅

行や体験型旅行を得意とする旅行会社とは、イ

ンフルエンサーを活用して下呂市や高山市など

地方を巡る 15 日間の訪日旅行をテーマに情報

発信を行い、約 40 万人にリーチし、地方の魅力

の訴求を図った。（再掲） 

 

【関係省庁等が主催する委員会への参画】 

 4 月・6月・7月・9月・11 月に「文化観光拠点

施設を中核とした地域における 文化観光の推

進に関する法律に係る計画認定委員会」の委員

として、計画及び関連事業の審査を行うととも

に、10 月・11 月には認定計画地域への現地視察

を実施し、事業者との意見交換を交え、訪日外

国人旅行者の誘客や受入環境整備の改善に向け

た助言を行った。また、1月に文化庁主催で開催

された「令和 7 年度文化観光推進法認定計画事

業者会議」において講演を実施し、海外からの

誘客のポイントや好事例の紹介など、海外プロ

モーションの視点から参加者に対してアドバイ

スを行った。 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（5）人事に関する計画 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－４ 
人事に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価  

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

なし （5）人事に関する計画 

上記計画の遂行に向け

て、高付加価値旅行等今

後強化する分野への対応

力を強化するとともに、

効率的かつ効果的な業務

運営を行うため、人材確

保、人材育成を実施する。 

職員の意欲向上を図

り、組織を活性化させる

ため、能力と実績に基づ

く人事評価を行い、これ

に応じた処遇を行うとと

もに、内外の研修等を活

用し、能力の開発を行う。 

また、職員一人ひとり

の能力が十分発揮される

よう、適材適所の人事配

置を行い、組織力の強化

を図る。 

あわせて、地方自治体・

民間事業者等からの人材

（5）人事に関する計画 

 上記計画の遂行に向け

て、高付加価値旅行等今

後強化する分野への対応

力を強化するとともに、

効率的かつ効果的な業務

運営を行うため、人材確

保、人材育成を実施する。 

職員の意欲向上を図り、

組織を活性化させるた

め、能力と実績に基づく

人事評価を行い、これに

応じた処遇を行うととも

に、内外の研修等を活用

し、能力の開発を行う。 

また、職員一人ひとりの

能力が十分発揮されるよ

う、適材適所の人事配置

を行い、組織力の強化を

図る。 

あわせて、地方自治体・民

間事業者等からの人材の

＜主な定量的指標＞ 

 なし 

 

＜その他の指標＞ 

 なし 

 

＜評価の視点＞ 

効率的かつ効果的な

業務運営を行うため、人

材確保、人材育成を実施

するとともに国内、海外

における適切な人事配

置を行っているか。 

 給与水準については、

国家公務員の給与水準

も考慮し、適正化に取り

組んでいるか。 

＜主な業務実績＞ 

具体的な取組は、以下のとおり。 

   

○ 効率的かつ効果的な業務運営を行うための人材確保、人材育

成 

 組織の対応力強化・活性化のため、戦略的に採用活動・人材

育成を実施した。 

 人材確保の側面において、総合職については新卒採用とキャ

リア採用を行ったほか、また国際会議誘致専門人材のキャリ

ア採用募集を開始した。また、管理系業務を適切かつ効率的

に遂行するため、専門的な知見・ 経験を有する人材をキャ

リア採用により確保した。 

 人材育成の側面においては、戦略的に人材を育成するため、

前年度に改定したキャリアパス及び能力開発に関する指針

に基づき、職員研修を拡充するとともに、職階層別研修と業

務研修に大別した研修の体系化を行い、組織内に周知した。 

 国際会議誘致や高付加価値旅行等、組織の取組を強化する分

野への対応力を強化するため、国際会議誘致については、専

門ノウハウを有する外部人材を活用し、国際会議誘致に係る

データ調査・分析や、国際会議誘致プレゼンテーションのコ

ーチングを通じて組織の対応力を強化した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

主に以下の成果を残した。 

 組織の対応力強化・活性

化のため、戦略的に採用

活動・人材育成を実施し

た。人材育成について

は、職員の能力開発と成

長意欲向上を図るため、

それまで各部署等で個

別に実施していた研修

や勉強会を研修の体系

化として整理するとと

もに研修内容を拡充し

た。 

 地方誘客に寄与するた

め、国土交通省四国運輸

局及び 2025 大阪・関西

万博協会への職員派遣

の継続に加え、2027 園芸

博協会への職員派遣を

評定 Ａ 

＜評価に至った理由＞ 

これまで各部署等で個別に実

施していた研修や勉強会を研修

の体系化として整理するととも

に研修内容を拡充した。 

地方誘客推進に向け、国土交

通省四国運輸局及び 2025 大阪・

関西万博協会への職員派遣の継

続に加え、2027 園芸博協会への

職員派遣を開始した。 

出産、育児にまつわる働き方

の諸制度を体系的に整理した

「産休・育休ハンドブック」を

作成し、職員全員に周知したこ

と等によって職場全体で産休・

育休に対する理解増進が図ら

れ、育児休暇取得率は男女とも

100％となった。 

 

 

以上のことから、年度計画に
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の活用を行う。 

給与水準については、

国家公務員の給与水準も

十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方につ

いて検証した上で、その

適正化に取り組むととも

に、その検証結果や取り

組み状況を公表するもの

とする。 

活用や地域への人材派遣

を行う。 

給与水準については、国

家公務員の給与水準も十

分考慮し、手当を含め役

職員給与の在り方につい

て検証した上で、その適

正化に取り組むととも

に、その検証結果や取り

組み状況を公表するもの

とする。 

 高付加価値旅行促進については、新たに高付加価値旅行の商

談会やガイド研修の現場実習・視察を通じた職員研修を実施

し、組織全体で高付加価値旅行の実情やニーズを把握した。 

 

○ 能力と実績に基づく人事評価や処遇 

 能力評価（年 1回）と業績評価（年 2回）を区分した人事 評

価制度に基づき、各職員の能力及び業績を評価し、その結果

を昇給・昇格及び勤勉手当支給の処遇に反映した。 

 長期的な組織力強化を図るため、職責重視の給与体系を目指

し、等級と職責の対応関係の適正化、等級ごとの俸給水準の

重なり低減等の見直しを行った(2026 年 4 月から適用)。各

職員のキャリア形成過程において職責に応じた処遇が行わ

れるよう給与関係規程類の改正を実施した。 

 職員の積極的な創意工夫を促し、業務実績の向上と改善に資

するため、令和 6年度に顕著な功績があったと認められる組

織運営部門の取組 1件、及び事業部門の取組 3件について、

本部及び海外事務所の職員を表彰した。 

 

 

○ 内外の研修等を活用した能力開発 

 職階別研修として、入構 1年目、2年目、中堅職員、マネー

ジャー向けにそれぞれ外部講師による研修を実施した。業務

研修では、動画教材の新規作成とリスト化、新たな取り組み

として複数の実践的なワークショップ（参加者同士の意見交

換やグループ作業を通じて理解を深める学習形式）開催、外

部で実施する事業等の現場実習等を拡充し、実施した。 

 理事長代理主導の下、若手職員等が自らの所属する部署が実

施する事業やその成果・課題等を機構内の他の職員に紹介す

る業務勉強会を月１回程度の頻度で開催した。職員同士で事

業や業務を通じて得られる学びを共有し、部署横断的に意見

交換・質疑応答を行う中で部署間の連携可能性を考える機会

を創出し、また職員同士のコミュニケーション活性化を図る

場として機能した。 

 また各部署が主導して、高付加価値旅行に係る招請事業の勉

強会（5月、3月）、外部講師によるメディアトレーニング（10

月）、四国運輸局による機構職員向け四国セミナー（11 月）、

環境省による国立公園プロモーション勉強会（1月）等、業

務に役立つ最新情報・知識の共有に係る活動を年間通じて実

施した。 

 組織内の研修・勉強会の多くは、対面のみならずオンライン

配信したほか、デジタル資料や録画動画の共有による後日視

開始した。派遣された職

員が地域の実情を学ぶ

とともに、地域側に対し

インバウンドプロモー

ションの知見を共有し

た。 

 長期的な組織力強化を

図るため、職責重視の給

与体系を目指し、等級と

職責の対応関係の適正

化、等級ごとの俸給水準

の重なり低減等の見直

しを行った。各職員のキ

ャリア形成過程におい

て職責に応じた処遇が

行われるよう給与関係

規程類の改正を実施し

た。 

 給与水準は、年齢・地域・

学歴を勘案したラスパ

イレス指数（国家公務員

と比較した給与水準）が

102.8 となった。 

 職員の仕事と生活の調

和を図るため、出産、育

児にまつわる働き方の

諸制度を体系的に整理

した産休・育休ハンドブ

ックを作成し、職員全員

に周知することによっ

て職場全体で産休・育休

に対する理解増進を図

った。育児休暇取得率は

男女とも 100％となっ

た。 

 

以上のことから、業績向上努

力により、年度計画における

所期の目標を上回る成果が

得られていると判断したた

め、評定をＡとする。 

おける所期の目標を上回る成果

が得られていると認められるた

め、評定を「Ａ」とする。 

 

＜その他事項＞ 

評定について、外部有識者は

「Ａ」評定が妥当であるとの意

見で一致した。 
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聴を可能とし、出張、在宅勤務、距離や時差のある海外事務

所勤務等の執務環境に左右されずに受講しやすい環境作り

に努め、 職員全体のレベルアップを図った。 

 

○ 適材適所の人事配置 

· 各職員の能力、適性、職務経験、専門分野を踏まえた適材適

所の人事配置を行い、組織力の強化を図った。 

· 戦略的に人材を育成するため、前年度に改定したキャリアパ

ス及び能力開発に関する指針に基づき、人事配置を行った。 

· 継続的な専門知識習得と経験が必要とされるデジタルマー 

ケティング分野において、組織内公募により指名したデジタ

ルマーケティングスタッフの計画的な能力開発を行うとと

もに、専門性を発揮できるよう人材の配置を行った。  

· 高度かつ最新の専門知識が必要な事業分野において担当職 

員等が専門家から直接助言を受けながら効率的かつ効果的 

に事業が実施できるよう、従来から公募により登用している

デジタルマーケティング高度専門人材及び調査・ マーケテ

ィング高度人材を通じて、担当職員等の育成及び能力開発を

図った。 

· 本部と海外事務所の役割を整理し、各海外事務所への派遣職

員数の配置見直しを行った。 

 

○ 地方自治体・民間事業者等からの人材の活用や地域への人材

派遣 

 地方自治体・民間企業等が有する知見を効果的な業務運営に

活かすため、人材の受入を行い、各事業部門に配属した。 

 地域への人材派遣については、四国運輸局（香川県高松市）

及び 2025 年大阪・関西万博協会への職員派遣を通じて、地

域の実情を把握するとともに、訪日外国人旅行者の地方誘客

に資する情報・ノウハウを各地の関係者と共有した。 

 四国運輸局に派遣している職員は、地域 DMO の伴走支援や調

査事業等を通じて、地域の実態を把握するとともに、海外 PR

の観点から、機構の海外事務所と連携して海外メディア取材

に対応する等、地域と海外の橋渡しを担った。 

 2025 年大阪・関西万博については、万博協会への職員派遣

を通じて、機構の海外事務所ネットワークを通じた万博の海

外広報を展開し、訪日外国人旅行者の万博来場及びその前後

の地方訪問を積極的に訴求した。会期前及び会期中、万博会

場内で海外メディアやインフルエンサーの取材対応を行い、

万博の海外情報発信を支援した。 
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 さらに 2027 年に横浜で開催される国際園芸博覧会の協会へ

3月より職員の派遣を開始した。 

 

【事例 1】地方運輸局への職員派遣 

➢ 派遣先：四国運輸局  

➢ 派遣者：職員１名  

➢ 期 間：2024 年 7 月～（派遣中）  

➢ 狙 い：初めての四国地域への人材派遣  

 

【事例 2】万博等への職員派遣 

➢ 派遣先：2025 年大阪・関西万博協会 

➢ 派遣者：職員１名  

➢ 期 間：2023 年 5 月～2025 年 10 月  

➢ 狙 い：大阪・関西万博を契機とした地方誘客 

 

➢ 派遣先：2027 年国際園芸博協会 

➢ 派遣者：職員１名  

➢ 期 間：2026 年 3 月～（派遣中） 

➢ 狙 い：国際園芸博を契機とした外国人旅行者来訪促進 

 

○ 給与水準の適正化、及び検証結果や取り組み状況の公表 

 職員の給与については、「一般職の職員の給与に関する法律 

の一部を改正する法律」に基づく国家公務員の給与の見直し 

内容等を踏まえた給与改定を実施した。  

 令和 7 年度のラスパイレス指数（国家公務員と比較した給

与 水準）について、年齢・地域・学歴を勘案した対国家公

務員 指数は 102.8 となり、令和 6年度（103.3）から 0.5

ポイント下降した。給与水準については、その内容をウェブ

サイト を通じて公表した。 

 

○ その他人事に関する取組状況（ワークライフバランスの確

保に資する取組） 

 職員の仕事と生活の調和を図るため、出産、育児にまつわ

る働き方の諸制度を体系的に整理し、これら制度内容を整

理した産休・育休ハンドブックを作成。これにより、休業

前の準備から復職までのステップや必要な手続き・制度の

ポイント等を職員全体に周知することで、職場全体で産

休・育休に対する理解増進を図った。 

 加えて、産休・育休を取得する職員に対しては、事前の対

面での面談により具体的な説明を行い、育休中にあって

も、メールやチャットツールを通じて本人との途切れのな
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いコミュニケーションを行うことで、充実した支援を実施

した。 

 また、年度中に規程類改正により以下の制度を拡充し、ワ

ークライフバランスの推進を一層進めた。 

 乳幼児を養育する職員が取得可能な「看護休暇」の対

象となる子の要件につき、満 9歳を迎えた年度末まで

と延長し、かつ取得事由を卒園式、入学式等に拡大

し、新たに「看護等休暇」として制度を拡充。 

 育児のための所定外労働時間の免除を受けることがで

きる職員の子の要件を、3歳未満から小学校就学前ま

で延長。 

 期中において、男女とも育児休業取得率目標を達成した。 

   目標  実績 取得者／対象者 

女性 100%  100％ 3 人／3人 

男性 30％   100%  3 人／3人  

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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（６）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１１条第１項に規定する積立金の使途 

 

1．当事務及び事業に関する基本情報 

８－５ 
独立行政法人国際観光振興機構法（平成 14 年法律第 181 号）第 11 条第 1項に規定する積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

予算事業ＩＤ：004237 

 

2．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 5年度 令和 6年度 令 7年度 令和 8年度 令和 9年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

         

         

         

         

 

3．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

なし 前期中期目標期間の

最終事業年度において、

独立行政法人通則法第

44 条の処理を行った後

の積立金に相当する金

額のうち主務大臣の承

認を受けた金額につい

て、やむを得ない事情に

より前期中期目標期間

中に完了しなかった業

務の財源、前期中期目標

期間に発生した経過勘

定等の損益影響額に係

る会計処理等に充当す

る。 

前期中期目標期間の最

終事業年度において、独

立行政法人通則法第 44

条の処理を行った後の積

立金に相当する金額のう

ち主務大臣の承認を受け

た金額について、やむを

得ない事情により前期中

期目標期間中に完了しな

かった業務の財源、前期

中期目標期間に発生した

経過勘定等の損益影響額

に係る会計処理等に充当

する。 

＜主な定量的指標＞ 

― 

 

＜その他の指標＞ 

― 

 

＜評価の視点＞ 

― 

＜主な業務実績＞ 

前期中期目標期間繰越積立金 10,130,462 円については、自己

収入財源で取得し、当期中期目標期間に繰り越した固定資産の

減価償却費に 60,491 円を充当し、前期中期目標期間繰越積立

金の残高は 10,069,971 円となった。 

 評定 － 

 

 

4．その他参考情報 

特になし 
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別紙① 令和 7年度予算 
【一般勘定】     （単位：百万円）  

 区分   訪日マーケティング業務等   国内支援業務   法人共通   合計  

 収入      

 運営費交付金  2,104 35 3,583 5,723 

 寄附金等収入  276 52 3 331 

 事業収入  300 61                        -  361 

 事業外収入                         -                         -                         -                         -  

 計  2,681 148 3,587 6,415 

 支出      

 業務経費  2,166 87                        -  2,253 

 受託等経費  350 61                        -  411 

 人件費                         -                         -  2,887 2,887 

 一般管理費  164                        -  700 865 

 計  2,681 148 3,587 6,415 

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。     

  [人件費の見積り]  2,419百万円を支出する。      

           当該人件費の見積もりは、予算表中の人件費の内、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。   

  [注記] 退職手当については、役員退職手当支給基準及び職員退職手当支給基準に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。  

 
【国際観光旅客税勘定】    （単位：百万円） 

区分 訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通  合計  

収入     

運営費交付金 6,905  595   -  7,500 

計 6,905                      595                         -  7,500 

支出     

業務経費 6,905                      595                         -  7,500 

計 6,905                      595                         -  7,500 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。    

 
【交付金勘定】  （単位：百万円）  

 区分   単一セグメント  

 収入   

 寄附金収入  100 

 事業外収入                         -  

 計  100 

 支出   

 交付金事業経費  100 

 計  100 

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。  
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別紙② 令和 7年度収支計画 
【一般勘定】      （単位：百万円）  

 区分   訪日マーケティング業務等   国内支援業務   法人共通   合計  

 費用の部  2,681 148 3,712 6,540 

 経常費用  2,681 148 3,712 6,540 

 業務経費  2,166 87                        -  2,253 

 受託等経費  350 61                        -  411 

 一般管理費  164                        -  3,587 3,751 

 減価償却費                         -                         -  125 125 

 収益の部  2,681 148 3,712 6,540 

 運営費交付金収益  2,104 35 3,583 5,723 

 国際観光振興事業収入  576 113 3 692 

 資産見返運営費交付金戻入                         -                         -  125 125 

 事業外収益                         -                         -                         -                         -  

 純利益                         -                         -  △ 0 △ 0 

 前中期目標期間繰越積立金取崩額                         -                         -  0 0 

 総利益                         -                         -                         -                         -  

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。     

【国際観光旅客税勘定】    （単位：百万円） 

区分 訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通  合計  

費用の部 6,905                      595                         -  7,500 

経常費用 6,905                      595                         -  7,500 

業務経費 6,905                      595                         -  7,500 

収益の部 6,905                      595                         -  7,500 

運営費交付金収益 6,905                      595                         -  7,500 

純利益                        -                         -                         -                         -  

前中期目標期間繰越積立金取崩額                        -                         -                         -                         -  

総利益                        -                         -                         -                         -  

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。    

【交付金勘定】  （単位：百万円） 

 区分  単一セグメント 

 費用の部  100 

 経常費用  100 

 交付金事業費  100 

 収益の部  100 

 寄附金収入  100 

 事業外収益                         -  

 純利益                         -  

 前中期目標期間繰越積立金取崩額                         -  

 総利益                         -  

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。  
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別紙③ 令和 7年度資金計画 
【一般勘定】     （単位：百万円）  

 区分   訪日マーケティング業務等   国内支援業務   法人共通   合計  

 資金支出      

 業務活動による支出  2,681 148 3,587 6,415 

 次期への繰越金                         -                         -                         -                         -  

 計  2,681 148 3,587 6,415 

 資金収入      

 業務活動による収入  2,681 148 3,587 6,415 

 運営費交付金による収入  2,104 35 3,583 5,723 

 寄附金等収入  276 52 3 331 

 事業収入  300 61                        -  361 

 事業外収入                         -                         -                         -                         -  

 計  2,681 148 3,587 6,415 

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。     

【国際観光旅客税勘定】    （単位：百万円） 

区分 訪日マーケティング業務等 国内支援業務 法人共通  合計  

資金支出     

業務活動による支出 6,905                      595                         -  7,500 

次期への繰越金                        -                         -                         -                         -  

計 6,905                      595                         -  7,500 

資金収入     

業務活動による収入 6,905                      595                         -  7,500 

運営費交付金による収入 6,905                      595                         -  7,500 

計 6,905                      595                         -  7,500 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。    

【交付金勘定】 （単位：百万円） 

 区分  単一セグメント 

 資金支出   

 業務活動による支出  100 

 次期への繰越金                         -  

 計  100 

 資金収入   

 業務活動による収入  100 

 寄附金収入  100 

 事業外収入                         -  

 計  100 

 （注）単位未満を四捨五入しているため合計額が一致しない場合がある。  

 
 


